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第1章 序論 

 

 

1.1. 研究の背景と課題 

 

1.1.1. 社会的背景 

我が国では，少子高齢化や，国家の財政難への対応として 2000 年代に建設予算を急減す

る舵取りが行われた影響を受け，建設業界では「就労者の高齢化・熟練者の減少」が進んで

いる 1)．このため，将来にわたり社会資本の継続的供給と適切な機能維持を図るために，品

質確保・向上とともに一層の施工性・生産性の向上が求められている．このような中，建設

業界では ICT（Information and Communications Technology）を利用した生産性の向上を推進

すべく i-Construction 推進委員会が設立され，2016 年に日本国政府が運営する「未来投資会

議」において国土交通省は 2025 年までに「i-Construction の推進により公共工事の生産性の

2 割向上を目標とする」ことを提言し 2)，取組が続けられている． 

 

1.1.2. 遮水性盛土の品質管理に関する近年の動向 

前述した i-Construction 推進委員会の報告書において，土工はそのトップランナーの一つ

と位置づけられており，調査測量，設計，施工，検査の各段階で全面的に ICT を導入し生産

性向上を推進することが提言されている 3)．具体には測量段階ではドローンによる 3 次元測

量，設計段階では得られた３次元データを用いた設計・施工計画の策定，施工段階では ICT

建機による施工管理，検査段階ではドローン測量等による出来高管理，を行うことが想定さ

れている．これらを実現すべく，ICT 土工を実施するための企業の設備投資支援，ICT 土工

に対応できる技術者の育成，ICT 土工に対応した施工管理・出来高管理・品質管理・工事積

算等に関する基準の整備，などの施策が進められている． 

このような土工の ICT 化の流れを踏まえたうえで，近代以降の我が国のフィルダム建設

の品質管理についての動向を時系列で列記する． 

① 盛土に求められる強度，剛性，遮水性能（或いは透水性能），築堤後の圧密沈下特性，

などの工学的特性は盛土の締固め条件である「盛土材料の粒度・粒子特性等の土質

（以後，「土質」）」，「締固め時の含水比」，「締固めエネルギーレベル（Compaction Energy 

Level, CEL）」により概ね規定される．これらの特性を具体的に管理する手法として

Proctor の提唱 4)を基礎とした米国型の施工管理法（含水比管理，施工機械及び施工仕

様の規定）が，1950 年代に世界銀行の経済支援の下に実施された御母衣ダム・愛知

用水・東名・名神高速等の大規模な国家プロジェクトにおいて導入された． 

② 1960 年代以降には，盛土構造物ごとの要求性能や日本の国土で得られる土質条件等

を勘案した諸検討を踏まえた，締固め度を基本とした各種の品質管理基準が整備さ
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れ，我が国における盛土の施工管理と品質管理の基礎が構築された 5)．フィルダム建

設では，①に記した御母衣ダムのほか，牧尾ダム，岩屋ダム，寺内ダムといった日本

国内でそれ以前は建設されてこなかった堤高の高いロックフィルダム建設が計画・

建設された．これらのダム建設を通じて材料設計・品質管理に関する多数の検討研究

がなされ，現在の品質管理体系の基礎が構築された 5),6)． 

③ これらの施工管理・品質管理では，前述の３つの締固め条件（土質，含水比，CEL）

を規定するため，粒度・含水比については抜取検査型の品質管理試験により管理し，

CEL については施工仕様規定により管理する．さらに，締固め後の盛立面において

現場試験を行い，締固め度，含水比，透水係数等の品質を直接確認する．  

④ 1980 年代～1990 年代では，RI 密度試験の導入，施工層厚の厚層化の検討，レンジ法

やフライパン法等の導入により，品質管理や施工管理の合理化が進んだ 7~9)．  

⑤ 1990 年代後半から，ICT 導入についての機運が高まる．日本道路公団では早くから

GPS(Global Positioning System)を利用した盛土の転圧回数管理に取り組み，1990 年代

後半には実施工への試行導入を行っている 10)． 

⑥ 2003 年に国土交通省より「TS・GPS を用いた盛土の締固め情報施工管理要領（案）」

11)が制定され，その後，2012 年に「TS・GNSS を用いた盛土の締固め管理要領」12)と

「TS・GNSS を用いた盛土の締固め管理の監督・検査要領」13)が制定された．これら

の整備により，一般土工では全球測位衛星システム（Global Navigation Satellite System, 

GNSS）による締固め管理法は従来の締固め度と含水比状態の管理試験の代替手法と

しての採用が可能となった． 

⑦ また，Roller Measurement Value (RMV) 14) や Intelligent Compaction Measurement Value 

(ICMV）15)と呼ばれる振動ローラの加速度記録を解析して得られる地盤剛性指標と

GNSS 記録を関連付けによる，定量的かつ連続的な締固め管理法（Continuous 

Compaction Control, CCC14)）が欧米を中心に検討が行われ，管理法として基準化され

つつある 14) - 21)． 

⑧ フィルダム建設現場でも 2000 年代以降に GNSS 管理や CCC の適用検討は行われた

が，過去の工事の中では補助的な管理法の位置づけに留まっており，従来の品質管理

試験の代替には位置づけられていない（詳細は後述）．なお，フィルダムの品質管理

の基本的な考え方（試験項目，管理基準，試験時期，試験頻度，評価方法，等）は 1980

年代以降ほとんど変化していない．この理由に 1980 年代までに建設された多数の大

規模ロックフィルダムにおいて重大な問題が発生した事例がなかったことが挙げら

れる． 
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1.1.3. 遮水性盛土の締固め管理の課題 

(1) 品質管理基準の設定についての課題 

フィルダムのコアゾーンの建設では，要求性能となる所要の三軸圧縮強度，透水係数の値

を確保するために，従前より，施工仕様規定による CEL 管理と[1]材料の採取・製造時，[2]

材料の搬出時，[3]施工後，の各段階において品質管理試験を行い，品質確保に努めている．

[3]施工後の品質管理試験では透水係数，乾燥密度，含水比を確認するが，現場透水試験は試

験に要する時間と労力が非常に大きいため 1～2 回/月程度の頻度の定期管理試験として実

施される．そのため，日常管理試験として含水比𝑤，乾燥密度𝜌ୢ（或は締固め度𝐷ୡ）を確認

し，𝑤~𝜌ୢ平面（或は𝑤~𝐷ୡ平面）での分布が各現場で設定する管理範囲に入ることを確認す

ることで間接的に遮水性能を管理している 22)． 

この際，𝑤~𝜌ୢ平面（或は𝑤~𝐷ୡ平面）における管理範囲は，一般的には以下のように決め

ている．横軸となる施工時の含水比𝑤の管理範囲は「締固め土の透水係数は最適含水比𝑤୭୮୲

よりも乾燥側において急増する」という特性があることから標準プロクターの 1Ec での室

内締固め試験に基づく最適含水比൫𝑤୭୮୲൯ଵ୉ୡを管理下限値に設定する場合が多い 22), 23)．この

ため，比較的高い含水比で施工管理される傾向にあった． 

近年では転圧機械の性能向上に伴い現場の CEL は 1Ec より高い条件を確保することは容

易となってきていると考えられる．しかし，多くの施工現場では CEL=1Ec での室内締固め

試験に基づく含水比管理（以後，1Ec 基準の含水比管理）が行われる場合が多い．筆者は 20

を超える既設ダムの事例調査をしたが，CEL>1Ec での室内締固め試験に基づき含水比管理

を実施したロックフィルダムの事例は僅か 1 例（アースダムを含めると 2 例）であった．こ

れらの調査対象ダムの中には「高い CEL で締め固めることで含水比が低めでも飽和度と締

固め度は十分に高く物性が改善される締固め状態」を無理なく実現できる現場条件にも関

わらず 1Ec 基準の含水比管理が適用されている事例も確認された． 

一方，龍岡により飽和度管理の有用性が示され 24)~26)，2011 年の東日本大震災で決壊した

藤沼ダムの復旧事業において，飽和度管理を重視した新たな盛土の品質管理の在り方につ

いての議論がなされた．具体的には，「締固め度」「含水比」「飽和度」の関係を明らかにす

ることで，従来の締固め度の下限値管理と含水比の上下限値管理に加えて飽和度の上下限

値を定めたフィルダムの品質管理基準が提案され，実施工へ導入された 27),28)．これを機に

品質管理の在り方や従来の理論体系の関連性の見直しを行う機運が高まり，本研究の実務

フィールドである小石原川ダム建設事業ではより合理的な品質管理法の考え方について検

討が行われた．その検討の過程において，従来の品質管理基準の考え方には，次の①～③の

課題を確認した（これらの詳細については第 2 章に記す。）24),25),29)． 

① 既往ダムにおける締固め管理では，現場の締固めエネルギーを考慮した含水比の管

理がされていない場合が多い．この結果，含水比が過剰に湿潤側の条件での施工が奨

励されることになり，実現可能である高密度で低透水な締固め状態が実現されない
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場合がある． 

② 締固め度と含水比の基準値を規定することで 𝑤 െ 𝜌ୢ平面（或いは𝑤 െ 𝐷ୡ平面）の管

理範囲を定めると，管理基準を満足する範囲において飽和度が低く遮水性能が不十

分な範囲が含まれる場合がある．具体には，締固め度と含水比がともに管理下限値付

近にある領域で，遮水性能が規格値を満足しない場合がある． 

③ 飽和度𝑆r が，乾燥密度が最大値となる最適飽和度(𝑆r)opt よりも高い領域において，特

に含水比が高い条件では，トラフィカビリティの低下，重度のウェービングの発生，

過転圧状態の発生などの懸念があるため，可能な限り排除することが望ましいが，従

来の締固め度と含水比の管理法では管理含水比範囲内では残存する場合がある． 

(2) ICT による品質管理の合理化のため課題 

本論文の研究課題とした遮水性盛土の代表的な構造物として，河川堤防やフィルダムの

遮水ゾーンが挙げられる．このうち，フィルダム遮水ゾーンは作用水圧が非常に大きく，浸

透破壊に対抗するために，より高い品質が要求される．これは，過去に浸透破壊で破堤した

フィルダムは，小規模なものを含めると多数の事例があり 30) ~32)，大規模な破堤事例では甚

大な被害が発生した事例も少なくない 33),34)ことによる．このため，フィルダムの施工にお

ける品質管理は管理項目，要求品質，確認頻度の全てが一般土工と比べて厳しい条件で管理

され，締固めエネルギー等を規定する施工仕様についても一般土工と比べて詳細に規定さ

れる． 

一方，これらの品質管理試験には一定の労務と時間が必要となるため，その実施頻度と数

量は実務的に対応可能な数量とならざるを得ない．例えば透水係数を計測する現場透水試

験は 1～2 回/月の頻度，施工層毎に実施する密度試験は数千 m2 の施工ヤードに対して 3～5

点/回の頻度，が標準的である．このため，ロット内の品質のバラツキや局所異常の有無に

ついての確認は技術者の目視監視等による判断に頼っていたのが実情であった． 

筆者が就職直後に従事した徳山ダム建設事業（独立行政法人水資源機構）では，コア盛立

の施工は発注者側の監督員が常時臨場する立会施工が行われており，受注者・発注者の双方

の監督員が詳細なチェックシートを片手に目を光らせる中で施工が行われていた．しかし，

建設業界では熟練技術者は減少傾向にあり 1)，従来のように多数の技術者を投入する人員体

制の構築が困難になりつつある．このためフィルダムの施工管理・品質管理においても， 

ICT により人員不足の影響を補完する取組の必要性がより高まっている．特に，1.1.2 の⑧

に記した Continues Compaction Control (CCC)と呼ばれる，定量的かつ面的な品質管理が可能

になれば，品質管理の高度化・合理化が大きく推進されると考えられる． 

CCC の導入による具体の効果として「施工と同時時に品質管理記録の取得が可能になる

ことによる，品質管理試験の省略や合理化」「定量的かつ面的なデータのリアルタイム確認

による，監督労務を補助・軽減」「抜取検査型の品質管理では把握が困難な，局所的な弱部

や異常箇所を把握」「抜取検査型の品質管理試験の試験箇所の決定補助」等が考えられる． 
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一方，フィルダムの施工管理・品質管理では，その施工規模の大きさから ICT 施工による

合理化の効果が大きいこともあり，一般土工への GNSS 管理が普及する以前から，GNSS 管

理や CCC の試行導入と検討が行われてきた 9),35),36)．GNSS 管理は，現場盛立試験により転

圧回数と乾燥密度や沈下量等の関係を把握したうえで，現場の CEL を規定する締固め層厚，

転圧回数を GNSS により管理することで間接的に締固め状態を管理するもので，一般土工

では GNSS 管理記録により施工後の密度試験の代替することが認められている． 

しかし，盛土の締固め状態は乾燥密度と含水比，或いは乾燥密度と飽和度のような 2 変数

で定義されるため，従来の遮水性盛土の品質管理では，乾燥密度 𝜌ୢ（或いは締固め度𝐷ୡ）

と含水比 𝑤の 2 変数を確認し，それらが 𝑤 െ 𝜌ୢ平面（或いは𝑤~𝐷ୡ平面）の管理範囲に入る

ことを確認することで遮水性能を間接的に評価している．これに対して，GNSS 管理は現場

の CEL を規定することで，土質が概ね一定であれば締固め曲線等の物性曲線を同定できる

ものの，物性曲線上の位置までは同定できない．また CCC による地盤剛性指標の管理だけ

でも 1 変数の管理となり締固め状態を適切に把握することはできない．  

また，ローラ加速度応答法 18) に基づく従来の CCC は，地盤剛性指標（Soil Stiffness Index, 

SSI）の下限値管理法（或いは変化率管理法）であるが，この管理法はフィルダムのコア材

などの遮水性盛土の品質管理への適用は困難とされてきた 14),16),21),37)．この理由は，遮水性

盛土に使用される粘性土は含水比が高いため，締固めに伴う剛性の変化が小さく，特に遮水

性能を確保するために推奨される最適含水比よりも湿潤側の含水比ではこの傾向が顕著と

なるため，SSI の下限値の設定が難しいことによる．さらに，現場の土質と CEL に対応する

最適含水比よりも施工含水比が低い条件では，含水比の低下とともに地盤剛性が増加する

一方で透水係数も急増するため，SSI の下限値管理では透水係数の上限値を管理できない 38)，

と言う本質的な問題がある． 

これらの課題のため，これまでのフィルダムの遮水ゾーンの品質管理では，GNSS 管理や

CCC による面的な管理記録は，施工層厚や転圧回数の管理のための補間的な施工管理記録

や参考情報として取り扱われており，従来の抜取検査型の品質管理試験の代替手法として

は位置づけられていなかった 35),36),38) 

 

(3) まとめ 

本研究で取り扱う遮水性盛土における品質管理の課題について以下にまとめる． 

1) 従来の遮水性盛土の締固め管理は 1Ec 基準の最適含水比(൫𝑤୭୮୲൯ଵ୉ୡと締固め度ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡ

で規定する場合が多い．このとき，①現場の CEL が標準プロクターの 1Ec よりも大

きい場合には過剰に湿潤側の施工を推奨することになり，その結果，実現可能であっ

た高密度・低透水な締固め状態の実現が困難になること，②許容される w ~ Dc の管

理領域には遮水性能が不足する可能性がある領域が存在すること，等の課題がある． 

2) 遮水性盛土の品質管理において，品質の一様性や局所異常の有無を定量的に把握す
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るには，ローラ加速度応答法を用いた定量的かつ連続的な締固め管理技術（Continues 

Compaction Control, CCC）の導入が考えられる．しかし，地盤剛性指標 SSI の下限値

管理に基づく従来の CCC では，①高含水比材料では締固めに応じた SSI の上昇が小

さく SSI のみで締固め状態を評価できない，②SSI の下限値管理では遮水性能の管理

はできない，という根本的な課題がある． 

3) 遮水性盛土の品質管理への CCC の本格的な適用実績はみあたらず，CCC による連

続的かつ大量のデータを用いて盛土の遮水性能を評価するための，具体の分析方法

や管理フローの事例がないため，実務への適用検討時には，これらの管理法につい

ても整理を行う必要がある． 

 

 

1.2. 本論文の位置づけ 

筆者は小石原川ダム建設事業において，前節で記述した遮水性盛土の締固め管理におけ

る諸課題を解決するための研究を行い，より高度で合理的な遮水性盛土の締固め管理を実

現するための新たな品質管理法として次の[1]~[3]の管理法を考案した． 

[1] 現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理法 

[2] 地盤剛性指標の上下限値管理による遮水性盛土の締固め管理法 

[3] 全量検査型の遮水性盛土の締固め管理法 

さらに，これらの管理法を連関させて小石原川ダムの遮水ゾーン建設の実務に適用し，そ

の効果を確認した．その結果，小石原川ダムでは従来のロックフィルダムと比べて高い品質

を確保するとともに，大規模な遮水性盛土の品質管理における CCC の本格的な導入を実現

できた．これらの研究成果については，複数の論文・記事として公表してきた 29), 38)~40) ． 

本論文は，これらの検討内容と施工実績の分析結果を，他現場でも適用検討が可能な形で

再整理を行い，公表することで公益に資すことを目的とし，過去の公表論文では紙幅の都合

で省略した内容も含めて再整理を行った．併せて，品質管理記録の追加分析の結果と研究成

果を他現場へ適用する際の留意事項を加筆した．なお，本論文で提案する管理法については

小石原川ダム建設事業において組織したロックフィルダム技術検討会において，各段階で

の議論を行い，実務への適用に至っている． 

本研究で考案した「地盤剛性指標の上下限値管理による遮水性盛土の締固め管理法」（以

後，「SSI の上下限値管理法」）に関連して，龍岡は過去の研究において，過剰に乾燥側の条

件での締固めでは，締固め時には高い剛性が確認されるものの浸水コラプスの危険性が高

いことや，地盤剛性の下限値管理では，乾燥密度と飽和度が低い不十分な締固め状態を見逃

す可能性があること，から地盤剛性管理においては上下限値管理の必要性を指摘している

24)~26)．さらに，御母衣ダムと旧機械化研究所のデータ解析に基づき，盛土の遮水性管理にお

いては，CEL を管理したうえでの剛性の上限値管理が必須になることを指摘している 41)． 

本研究で提案する「SSI の上下限値管理法」は，上記の龍岡の研究 41)と同時期に検討を開
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始したもので 42)，龍岡の研究 24)~26),41)との関係については次のように考えている．まず，本

研究は筆者の着想をもとに，龍岡教授から指導を受けながら研究を進めており，「盛土の遮

水性管理における地盤剛性の上限値管理の必要性」についての考え方に本質的な違いはな

い．一方，龍岡の研究が概念的，包括的な枠組の研究が主体であることに対して，本研究は

龍岡の研究を参考にしつつ，遮水性盛土の品質管理の実務に落とし込むために必要な具体

的な諸検討を行ったものである． 

本研究の新規性・独自性は[1] 締固め土の遮水性能に着目した体系的な室内試験結果から，

剛性～透水係数の関係に対する粒度と CEL の影響を初めて体系的・定量的に示したこと，

[2] [1]の結果に基づき，「SSI の上下限値管理法」を提案したこと，[3] 現場盛立試験により，

提案する「SSI の上下限値管理法」が実務でも適用できることを確認するとともに，具体の

運用方法を検討整理し，実務へ適用したこと，[4] 実施工での管理記録の分析を行い提案す

る管理法の妥当性を確認したこと，である． 

 

 

1.3. 本論文の構成 

本論文の構成を図-1.1 に記す． 

第 2 章では，乾燥密度と含水比の管理を中心にした従来の品質管理法の有する課題を整

理したうえで，室内試験・現場盛立試験の結果に基づき構築した「現場の締固めエネルギー

と飽和度を考慮した締固め管理法」について説明する．さらに，実施工での管理記録を分析

し，構築した管理法の妥当性を記す． 

第 3 章では，地盤剛性指標 SSI と乾燥密度，透水係数の工学的特性の関係を解析し，従来

の SSI の下限値管理に基づく締固め管理の持つ課題を示したうえで，室内試験・現場盛立試

験の結果に基づき構築した「地盤剛性指標の上下限値管理による遮水性盛土の締固め管理

法（SSI の上下限値管理法）」について記す．さらに，実施工での管理記録を解析し，構築し

た管理法の妥当性を記す． 

第 4 章では，国内外の既存の CCC による管理法を総括し，課題を整理した．そのうえで，

第 3章で示した「SSIの上下限値管理法」にローラ加速度応答法による指標であるCompaction 

Control Value（CCV）を採用することで実現する，遮水性盛土の面的な締固め管理を実施工

に適用した際の検討事例と，実際の品質管理記録の解析結果を記した．第 4 章は実務的な内

容が主であるが，今後の類似工事の参考として課題解決のプロセスを主に説明する． 

第 5 章では，２～４章に記した管理法と最新の ICT を組み合わせることで実現した「遮

水性盛土の総合的な品質管理法」の事例を記す． 

第 6 章では，本研究で提案する新たな締固め管理法を適用する際の留意事項を記す． 

第 7 章では，本研究の成果と今後の課題を記す． 
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図-1.1 本論文の構成  

第1章：序論 ＜課題の設定＞

課題①：締固め管理基準の課題

課題②：SSI※1による遮⽔性能の評価法

課題③：CCC※2による遮⽔性能の評価法

第2章：現場の締固めエネルギーと飽和度を
考慮した締固め管理法

第3章： SSI※1の上下限値管理による遮⽔性
盛⼟の締固め管理法

第4章：遮⽔性盛⼟の⾯的な締固め管理法

拡張（CCVの採⽤）

第5章：遮⽔性盛⼟の総合的な品質管理法

第6章：実務における留意事項

第7章：結論と今後の課題

第2〜4章の成果を
統合して構築

各管理法についての
留意事項の抽出

対応

対応

対応

※1 SSI … Soil Stiffness Index（地盤剛性指標)

※2 CCC…Continues Compaction Control（ローラ加速度応答法とGNSS管理を組合わせた定量的かつ連続的な締固め管理法）
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第 2 章 現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理 

2.1. 背景 

盛土の建設では，対象となる盛土構造物に求められる性能が担保されるよう施工管理と

品質管理の仕様が規定される．強度，剛性，遮水性能（或いは透水性能），築堤後の圧密沈

下特性，などの工学的性能は，「盛土材料の粒度等の土質（以後，「土質」）」，「締固め時の含

水比」，「締固めエネルギーレベル（Compaction Energy Level, CEL）」によって変化する．実

施工では，盛土の工学的特性を管理するために，これらの要因を管理するための施工仕様や

品質管理仕様が設定される． 

本研究で検討対象とした遮水性盛土の代表構造物であるフィルダム遮水ゾーンの建設で

は，その品質管理と施工管理は Proctor の提唱 1)を基礎とした米国型の施工管理法（含水比

管理，施工機械及び施工仕様の規定）が本格的に導入された御母衣ダム(1961 年，岐阜県)2),3)

と牧尾ダム（1961 年，長野県）4)においてその礎が築かれた 5)． 

フィルダムの遮水ゾーンの建設の施工管理・品質管理では，要求性能となる所要の三軸圧

縮強度，透水係数を確保するため，従前より，施工仕様規定による CEL 管理のほか，[1] 盛

土材の採取製造時，[2] 材料の搬出時，[3] 施工後，の各段階において品質管理試験を行い

品質確保に努めている．この際，[3]の施工後の品質管理試験では透水係数，乾燥密度，含水

比を確認するが，現場透水試験は要する時間と労力が非常に大きいため 1～2 回/月程度の頻

度で定期管理試験として実施される．このため，日常管理試験では含水比𝑤，乾燥密度𝜌（ୢ或

は締固め度𝐷ୡ）を確認し，𝑤~𝜌ୢ平面（或は𝑤~𝐷ୡ平面）での分布が各現場で設定する管理領

域に入ることを確認することで間接的に遮水性能を管理している 6)． 

この際，𝑤~𝜌ୢ平面（或は𝑤~𝐷ୡ平面）における管理領域は，一般的には次のように定めて

いる．縦軸となる乾燥密度𝜌ୢ（或は締固め度𝐷ୡ）は下限値管理が一般的で，フィルダムコア

ゾーンでは CEL=1.0Ec（標準プロクター）で現場を代表する試料を用いた締固め試験によっ

て求めた最大乾燥密度ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿଵ୉に対する締固め度 ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡ = 95%を管理下限値とする場合

が多い．横軸となる施工時の含水比𝑤については「締固め土の透水係数は最適含水比𝑤୭୮୲よ

りも乾燥側において急増する」という特性があることから，𝑤୭୮୲を管理下限値に𝑤୭୮୲ ൅ 3%

程度を管理上限値に設定する場合が多く 5)，比較的高い含水比で施工管理される傾向にあっ

た．著者は小石原川ダムの施工仕様の検討にあたり 22 の既往ダムの事例調査 4）,7)~25)（非公

表資料は参考文献には記載していない）を実施したが現場の CEL＞1Ec の条件で CEL 管理

を実施したダムは僅か 2 例（山口調整池，高見ダム）であり，大規模ロックフィルダムに限

定すると高見ダムの 1 例のみであった． 

図-2.1 に𝑤 െ 𝜌ୢ平面に上述した従来の品質管理領域[1]を示す．一方，図-2.2 に従来の品質

管理領域[1]と本研究で提案する新たな品質管理領域[2]等を模式的に示す．従来の締固めの

品質管理には諸問題があるが，図-2.2 を参照して 4 つの課題を以下に議論する． 
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図-2.1 従来の遮水性盛土の品質管理領域（概念図） 

 

 

図-2.2 提案する遮水性盛土の品質管理領域（概念図） 
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(1)  含水比の管理範囲の設定法 

第一の課題は，含水比の管理範囲の設定法に関する課題である．室内締固め試験での

CEL 及び試験試料の土質に対して，現場の締固めエネルギーレベル CELf と土質のそれ

ぞれは必ずしも合致せず，また現場では CELfと土質は不可避的に変動する． 

前述したとおり，室内締固め試験での CEL は慣用的に 1.0Ec（標準プロクター）とす

る場合が多いが，近年では転圧機械の性能向上に伴い，現場の CELf は 1.0Ec を上回る

場合が多い．図-2.3 に小石原川ダムの一般コア材を用いて締固めエネルギーを変化させ

た場合の締固め試験と透水試験の結果の一例を示す． 

図-2.3 より，含水比𝑤と乾燥密度𝜌ୢの関係を示す曲線（以後，「締固め曲線」）は締固

めエネルギーが大きくなると左上方にシフトし，含水比𝑤と透水係数𝑘の関係を示す曲

線（以後，「透水曲線」）は締固めエネルギーが大きくなると左下方にシフトする．𝑤~𝜌ୢ

関係において，ある含水比における乾燥密度の理論上限状態はゼロ空気間隙曲線に一致

するため，締固め曲線群はゼロ空気間隙曲線に沿う形で分布し，より高い締固めエネル

ギーの締固め曲線であっても最適含水比より湿潤側ではエネルギーの小さい締固め曲

線に漸近していく．同様に透水曲線も締固めエネルギーが高くても湿潤側では締固めエ

ネルギーの小さな透水曲線に漸近していく．この事実を参照し，CELf が 1Ec より大き

な場合で，品質管理の含水比管理の基準となる最適含水比を求める締固めエネルギーを

1Ec のまま運用した場合の問題を以下に指摘する． 

 

図-2.3 締固めエネルギーを変化に伴う𝑤~𝜌ୢ関係, 𝑤~𝑘関係の変化の事例 26) 

（参考文献 26)_図-5 より一部引用） 
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図-2.4 に現場の CELf が 1Ec より大きな場合の品質管理のイメージを示す．図-2.4 に

示すように CELfが 1Ec より大きい場合には，含水比管理は CELf応じた最適含水比を基

準にした②の範囲で管理することが適切であるが，慣用的に最適含水比を求める CEL

を 1.0Ec とすると①の範囲で含水比を管理することになる．このとき，締固め後の乾燥

密度と遮水性能は②よりも劣るため，このような管理は合理性に欠ける．よって，CELf

を適切に評価して，CELf に応じて含水比の管理範囲を設定することが望ましい（例え

ば，管理含水比の下限値を図-2.2 でのሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡからሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐୤への変更，図-2.4 での①か

ら②への変更）． 

 

 

図-2.4 締固めエネルギーを変化に伴う品質管理範囲の変化（イメージ） 

 

前述したとおり，近年の国内のロックフィルダムの遮水ゾーンの建設でも慣用的に

CEL=1Ec とした場合の含水比管理（以後、「1Ec 基準の含水比管理」）が採用されている

事例が多い． 

国内のロックフィルダム建設では崖錐堆積物や強風化岩由来の粘性土材料と礫質材

料を混合した礫交じり粘性土とする場合が多いが，日本国内では母材となる粘性土の自

然含水比が高く 27）ブレンド後の製造材料の含水比が 1Ec の最適含水比よりも高い場合

が多い 27）．この時，より高い締固めエネルギーを基準にした含水比管理を実施するに

は，曝気乾燥等による強制的な材料の脱水処理が必要となり工事費を増工する要因とな

ることや，強度等の設計物性値を CEL=1Ec の試験から定めており 1Ec 基準の含水比管
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理でも必要な力学的特性は得られることなどから，1Ec 基準の含水比管理を採用する事

例が多いものと考えられる． 

しかし，マサ土由来の材料のように自然含水比が低く，無理なくより高い CEL を基

準にした含水比管理を適用でき，それによって性能の高い盛土が築堤できる場合でも

1Ec 基準の含水比管理が慣用的に適用されている事例も見受けられる．この様な場合は，

含水比管理の基準 CEL は施工仕様に応じて見直すことが合理的である． 

また，高い CEL で締固めを行った場合には，図-2.3 に示すように，同一材料を使用し

た場合の遮水性能が向上することから，1Ec 基準の含水比管理では遮水性能が確保でき

ない細粒分含有率のやや少なめの材料でも遮水性能を確保できる場合がある．このよう

な材料が使用できると施工含水比は相対的に低下し過剰間隙水圧の抑制や築堤後の沈

下量の低減につながると考えられる．なお，図-2.3 に関する試験条件や詳細な分析につ

いては次節以降に記す． 

 

(2) 高密度な締固めの実現性の低下 

従来の締固め管理の第二の課題は，図-2.2 の領域[3]での施工が無理なく実施できる場

合でも排除されてしまうことである．𝑤が 1Ec での室内試験で得た最適含水比ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ

よりも低い乾燥側でも，図-2.2 の領域[3]のように𝜌ௗと𝑆௥が十分に高い状態にすれば，遮

水性や強度・剛性などの所要の性能が十分確保できる．図-2.3 の室内試験結果も併せて

参照すれば，領域[3]は従来の品質管理領域となる領域[1]よりも，乾燥密度だけでなく遮

水性能も高いことが分かる． 

このため，現場の CEL が高く，かつ，母材の自然含水比が高くない場合や，粗粒材と

の混合により製造材料の含水比を無理なく低下することが出来る場合などでは，積極的

に領域[3]での施工を目指すことが合理的である． 

 

(3) 遮水性能が不十分な領域が含まれる可能性 

第三の課題は，図-2.2 のように，従来の品質管理領域内に遮水性能の規格を満足しな

い領域が含まれる可能性があることである．乾燥密度𝜌ୢは管理基準（ ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡ≧ 95%）

を満足するが飽和度𝑆௥が十分に高くない領域（図-2.2 の領域[4]）では，遮水性が不十分

になる可能性が高く，浸水時の変形も大きくなる傾向にある． 

図-2.5 に遮水性盛土を用いた締固め特性の一例として小石原川ダムの室内試験結果に

基づく𝑤~𝜌ୢ曲線群及び透水係数コンターと CEL に応じたの品質管理における許容領域

の関係を示す．図-2.5 に関する試験条件や詳細な分析については 2.3 節に記す．図-2.5 よ

り，最適含水比より湿潤側の範囲にあっても，含水比が最適含水比付近にあり，かつ，

乾燥密度と飽和度の低い領域（図-2.5 の赤色でハッチングした領域）では，透水係数が

実施工での透水係数の規格値（＝1.0×10-5cm/sec）を満足しない． 

実施工では施工仕様規定による CEL 管理を行うことで，CEL に応じた締固め曲線付
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近の物性が確保されると考えられ，「乾燥密度と飽和度がともに低い領域」の締固め状

態が発生することは考えにくい．しかし，𝑤~𝜌ୢ平面における許容領域に遮水性能が規

格値を満足しない可能性がある領域が含まれることは好ましくない． 

次に，(1)に記載したように，含水比の管理下限値を現場 CEL に応じて引き下げるこ

とを考える．例えば，現場 CEL が 2Ec で管理できる場合，図-2.5b)に示すように CEL=2Ec

の締固め曲線の最適含水比が含水比の管理下限値となり，CEL に応じた管理範囲は相対

的に左にシフトする．この結果，赤色でハッチングした透水係数が規格値を満足しない

領域が広がる．このため，現場 CEL を考慮した含水比管理を行う場合は，この透水係数

が規格値を満足しない領域（図-2.2 における領域[4]）を適切に排除することが重要であ

る． 

 

 
a) CEL=1Ec 

 

b) CEL=2Ec 

図-2.5 CEL に応じた品質管理の許容範囲と透水係数コンターの関係 

（参考文献 26)_図-6 に加筆） 
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(4) 飽和度が過剰に高い領域の存在 

第四の課題は，飽和度𝑆௥が，乾燥密度が最大値となる最適飽和度ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲よりも高い領

域（図-2.2 での領域[5]）を排除できない問題である．領域[5]は，特に含水比が高い条件

では，トラフィカビリティの低下，重度のウェービングの発生，過転圧状態の発生など

の懸念があるため，可能な限り排除することが望ましい． 

(1)に記載したように，管理含水比の上下限値を現場 CEL に応じて変更すれば，現場

CEL が１Ec より高い場合には含水比の管理範囲が相対的に乾燥側によるため，含水比

が高く，含水比と飽和度の両方が必要以上に高い領域は概ね排除される． 

なお，従来の管理法で，1Ec での締固め曲線を現場締固め状態の管理上限とする場合

がある．その場合は，領域[5]を有効に排除できるが，出来るだけ乾燥密度を高めようと

する施工，特に𝑤がሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡに近い状態の下で 1Ec での締固め曲線を超えて図-2.2 の領

域[6]に到達しようとする施工を妨げることになる，という問題が生じる． 

 

本研究では，小石原川ダム（独立行政法人水資源機構, 2020 年概成）の建設にあたって，

(1)~(4)に記した従来の締固め状態の管理に関する諸課題を解決するため，図-2.2 に模式的に

示した新しい締固め管理法を具体的に検討・設定し，実施工に適用した． 

新しい締固め管理法の内容は，現場 CEL を考慮して含水比の管理下限値の引き下げを行

うとともに，従来の含水比の上下限値管理と締固め度の下限値管理に加えて，飽和度の下限

値管理を導入したものである． 

 

第 2 章の構成を記す．2.2.節では，既往の研究事例 28) - 34)も参照して，飽和度管理の特性

を示す．2.3.節から 2.6.節では，2.2.節で示した整理・検討の結果を実施工に適用するため，

室内試験および実機を用いた現場盛立試験の記録を解析し，その結果に基づいて本ダムの

コアゾーンの設計・施工条件に適合した管理範囲を具体的な設定法を示す．2.7.節では，実

施工における品質管理試験結果を解析し，他ダムとの比較を行うことで，本研究で提案する

管理法の有効性を示す．2.8.節では本章のまとめを記す． 
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2.2. 飽和度管理の導入 

本節では既往の研究 28) - 34)を参照して，締固め管理に導入することが有効と考えられる飽

和度の工学的特性を整理する． 

 

(1)  飽和度を用いた CELfの推定 

龍岡 28),29)は土質と CEL が広範囲に異なる様々な締め固め試験の結果から得られた締固め

曲線（𝑤~𝜌ୢ曲線）を図-2.6 に示すように𝑆௥′ሺൌ 𝑆௥ െ ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲ሻとሺ𝐷ୡሻ୲ ሺൌ 𝜌ୢ/ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐ሻの関

係に正規化している．ここで， ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲は「ሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶が得られる飽和度（以後，最適飽和度）」

を示し，ሺ𝐷ୡሻ୲は「CEL と土質に応じた最大乾燥密度ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐に対する𝜌ୢの比である真の

締固め度」を示している． 

この正規化された曲線群は土質と CEL の変化に対して鈍感であるが，非常に広範囲の条

件で得られたデータであるため，ばらつきは小さくない．しかし，現場毎の締固め管理試験

で得られた締固め曲線群では，土質と CEL のばらつきが限定的になるため，正規化した曲

線群のばらつきは小さくなる．三浦ら 31)は藤沼ダムの盛立における品質管理記録を取り纏

め，土質と CEL が工事期間中に管理された幅の中で不可避的に変化しても，最適飽和度と

正規化曲線はほとんど変化しなかったことを報告している． 

本研究では，この『土質と CEL のばらつきが限定的な場合，飽和度を用いて正規化した

突き固め曲線が殆ど変化しない』という特性に基づいて現場の締固めエネルギーCELf の推

定を行い，2.1.節で示した課題(1)を改善することを試みた．これらの詳細は次節以降に記す． 

 

図-2.6 土質・CEL が異なる様々な締固め曲線を正規化した𝑆௥′~ሺ𝐷ୡሻ୲の曲線群 3) 

（参考文献 3)_図-5 c)より引用） 

 

(2)  遮水性能を確保するための飽和度管理 

締固め土の飽和化後の透水係数は，土質の他に乾燥密度𝜌ୢと締固め時の飽和度𝑆௥の関数で

あることが報告されている 28), 29), 30)．𝑤~𝜌d 平面（或は𝑤~𝐷ୡ平面）に締固め曲線，飽和度コ

ンター，この関数に基づいた透水係数コンターを重ねて描くことで，所要の透水係数を確保
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するための飽和度の下限値を設定できる（図-2.2）． 

含水比が 1Ec 基準の最適含水比ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡより低い所謂乾燥側であっても𝜌ୢと𝑆௥が十分に

高く透水係数も十分に低い領域（図-2.2 の領域[3]）を許容する場合，𝐷ୡと𝑤の管理だけでは

透水係数が高めの領域（図-2.2 の領域[4]）を排除できない．しかし，図-2.2 に示すように，

𝑆௥の下限値を設けることで，領域[3]を許容するとともに領域[4]を確実に排除できる． 

また，飽和度の上限値を設定することで含水量が過剰になることで品質や施工性が悪化

する懸念のある領域（図-2.2 の領域[5]）を排除する提案もある 28), 29), 30) ． 

三反畑ら 32), 33)は，藤沼ダム復旧工事において上記の飽和度を考慮した品質管理を適用し，

含水比の管理下限値をሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ െ 1.0%  まで引き下げたことを報告している．また，後年，

渡邉ら 34)は，藤沼ダム復旧工事の品質管理記録を取り纏め，上記の管理基準を導入するこ

とで従来よりも効率的な締固め管理を実現できたことを報告している． 

 

(3)  現場 CEL と飽和度を考慮した締固め管理領域の設定 

図-2.7 を参照して現場の締固めエネルギーレベル CELfと飽和度を考慮した締固め管理領

域の設定する手順を以下に記す． 

従来の１Ec 基準の含水比管理による締固め管理領域を図-2.7a)に示す．ここで，CELfが

1Ec より高い場合には図-2.7b) に示すように含水比の管理下限値を CEL=CELfの最適含水

比となるよう乾燥側にシフトさせる．これにより従来の管理では実現できなかった，より

高い乾燥密度と遮水性能を実現できる領域を管理領域に取り込むことが可能になる． 

一方，従来の締固め管理領域に潜在的に存在していた，透水係数の規格（k≦kcr）を満足

しない領域④が，CELfを考慮して含水比の管理下限値を見直すことで，その範囲が拡大す

る（図-2.7b））．そこで，領域④を確実に排除するため，品質管理基準として飽和度の下限

値を定めた（図-2.7c）)．ここで飽和度の下限値のコンターと CEL=CELfの締固め曲線の交

点を A としたとき，A は CEL=CELfの最適含水比よりも乾燥側に存在するが，透水係数の

規格を十分に満足することから，管理含水比の下限値は点 A における含水比まで拡張する

ことが出来る（図-2.7d）)． 

図-2.8 に以上の提案する「現場の締固めエネルギーレベルと飽和度を考慮した新たな締

固め管理領域」を記す．図-2.8 の「①従来の品質管理領域」は，1Ec の最適含水比を下限

値にした含水比の上下限値管理と，1Ec の最大乾燥密度に対する 95%の締固め度を下限値

とした下限値管理である．これに対して新たに提案する品質管理領域では，含水比の管理

下限値を CELfに基づく最適含水比ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐୤を基本とし，飽和度の下限値を導入すること

で，透水係数が規格値を満足しない領域④を確実に排除しつつ，ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐୤よりも乾燥側の

領域も乾燥側の領域③まで拡張することを可能とした．ただし，実施工では盛立試験にお

いてピンポイントで点 A の含水比を推定して設定することは困難であるため，実務では点

A よりも若干湿潤側の含水比の管理下限値を設定することになる． 
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なお締固め度の管理下限値は①と同様にሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡ ൌ 95%を下限値としている．これは変更

後の含水比の管理範囲においても 1Ec の最適含水比より湿潤側を含んでおり，この範囲で

は締固めエネルギーが 1Ec より高い場合でも乾燥密度の差が生じないためである． 

 

  

  
a)    従来（CEL=1Ec)の管理領域 b) CELfを考慮した管理領域 

  
c) CELfと飽和度を考慮した管理領域 d) 飽和度の考慮で新たに拡張可能な領域 

図-2.7 現場の締固めエネルギーレベルと飽和度を考慮した締固め管理領域の設定 
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以上より，(1)に記した飽和度の特性を利用した CELfの推定結果に基づき含水比の管理

範囲を変更するともに，(2)に記した飽和度の上下限管理を導入して，(3)に記した手順で締

固め管理領域を設定することで，2.1. (1)～(4)に示した従来の締固め管理における諸課題を

解決できると考え，次節以降に詳述する実材料を用いた具体の検討を行い，小石原川ダム

の品質管理へ導入した． 

 

 

 

図-2.8 現場の締固めエネルギーレベルと飽和度を考慮した締固め管理領域（イメージ） 
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2.3. 室内試験での検討 

土質と CEL を変化させた室内締固め試験（JIS A 1210）と室内透水試験（JIS A 1218）を

実施し，これらの変化が本ダムの一般コア材の締固め特性と透水特性に与える影響を確認

した．また，試験結果に基づき𝑤 െ 𝜌ୢ平面に締固め曲線，飽和度コンター，透水係数コンタ

ーを描き，この結果に基づき室内透水係数の規格値を満足するための飽和度の下限値を確

認した． 

 

2.3.1 試験条件 

室内試験のケース一覧を表-2.1 に示す． 

各試験の供試体は JIS A 1210 (B 法)の突き固め方法（表-2.2）により作成する．表-2.2 に示

す 1 層あたりの突固め回数は CEL を標準プロクターの 1Ec（≒550kJ/m3）の回数であるた

め，各ケースの CEL に応じて 1 層あたりの突固め回数を修正して供試体を作製した．室内

透水試験（JIS A 1218）は変水位試験であり，供試体は締固め試験と同じ方法で作製した．

透水試験の通水距離 ΔL は供試体高さ 12.5cm で，水頭差 Δh は最大でも 100cm のスタンド

パイプの長さなので，動水勾配は 8 程度となる. 

室内試験に用いた二つの試料の粒度分布を図-2.9 示す．本ダムの一般コア材は強風化岩由

来の礫混じり粘性土であり，粒径が 0.075mm 以下の細粒分の含有率 Fc が 30～50%程度の

細粒材と Fc が 5～15%程度の粗粒材を混合した材料（コア材 A）と，コア材 A を基本に細

粒材の一 部を直径 20~50mm の風化岩を破砕機で粉砕して製造した人工細粒材で置換した

材料（コア材 B）である． 

室内試験試料のコア材は，2.4. 節，2.5.節で示す盛立試験での使用材料を基に製造してお

り， Fc が 22~25%程度，4.75mm 以下の材料の含有率（以後，< 4.75mm 含有率）が 50~55%

程度を目標に製造した全粒度試料（最大粒径 Dmax = 150mm）を，Dmax =37.5mm のせん頭粒

度で調整した試料（以後，Dmax=37.5mm 試料）である．ケース 1 では現場盛立試験で用いた

A 材を基に，ケース 2 では現場盛立試験で用いた B 材を基に調整した試料を使用した．Dmax 

=37.5mm とした理由は，礫率補正時の礫率を平均で 10%程度に抑えることができ，現場密

度試験結果との比較を行う際の礫率の影響誤差が小さくなるためである． 

 

表-2.1 土質試験ケース一覧 

 

0.4 1.0 2.0 4.0

Case1 A材 37.5 〇 ◎ ◎ ◎

Case2 B材 37.5 - ◎ ◎ -

〇…室内締固め試験（JIS A 1210)を実施

◎…室内締固め試験（JIS A 1210)，室内透水試験（JIS A 1218)を実施

Case 材料 Dmax (mm)
CEL　(Ec) 備考
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表-2.2 供試体作製に関する諸元 35) 

（参考文献 35）p.373 表-1 に加筆） 

 

 

 

 

図-2.9 室内試験材料の粒度 26) 

 

2.3.2 試験結果 

図-2.10 に室内試験によって得られた締固め曲線（𝑤~𝜌ୢ曲線）と透水曲線（𝑤~𝑘曲線）を

示す．透水係数 k の単位は[m/sec]が標準であるが，国内のダム建設事業では慣例的に[cm/sec]

が使用されているため，本研究でも[cm/sec]を使用する． 

図-2.10 に示すとおり，各ケースで，CEL の増加に伴って締固め曲線は左上に透水曲線は

左下にシフトする．これらの傾向は，他ダムで得られた類似の室内試験 36),37)と同じである． 

図-2.10a),b)の含水比𝑤がሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡよりも大きい湿潤側での締固め特性に注目すると，コア

材 A，B ともに CEL が 1Ec から上昇しても𝜌ୢはほとんど増加しない．このため，1 章で述

べた図-2.10 とおり，CELfが 1Ec より大きい場合，各盛土材において含水比の管理下限値を

CELfに応じてሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡよりも減じることで，より効果的な締固めが実現出来る． 

突固め⽅法の
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突固め層数 1層あたりの
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E 4.5 15 3 92 37.5
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図-2.11 に，図-2.12a),b)に示す締固め曲線群と飽和度コンターに図-2.10c),d)から得られる

透水係数コンターを重ねて示す．透水係数コンターのうち，図-2.10c),d)において外挿して求

めた点を用いて描いた線は破線で示している．例えば，図-2.11a)の[3]コンターの外挿部分を

求めるために，図-2.10c)において w=15~19.5%での k ～ w の関係は締固め CEL によらずに

同一であると仮定して w  > 19.5%の範囲でも継続すると仮定して平均の関係を延伸し，延

伸部分で k=5×10-6 cm/sec となる含水比 wexAを求めた．また，異なる CEL での締固め曲線が

湿潤側でほぼ同一になる部分は CEL に依らないと仮定して平均の関係を延伸し，その延伸

部分で w = wexAとなる点を[3]透水係数コンターの外挿点とした． 

この透水係数コンターの傾向は龍岡が𝜌ୢと𝑆௥の関数として定式化した御母衣ダムのコア

材の室内試験による透水係数 k のコンターの傾向 28)と基本的に一致している． 

 

 

 

 

＜コア材 A＞ ＜コア材 B＞ 

図-2.10  CEL を変化させた場合の締固め状態の変化 （𝑤~𝜌ୢ, 𝑘 関係）26) 

  
a)    コア材 A b) コア材 B 

図-2.11  締固め状態（𝑤, 𝜌ୢ, 𝑘）と飽和度 𝑆௥ の関係 26) 
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龍岡 28)は，遮水性能が求められる場合においては，飽和度の下限値 Sr L を透水係数が管

理上限値よりも確実に小さくなるように決定することを提案している．図-2.11 を参照する

と，室内試験の透水係数が管理上限値である 1.0×10-6cm/sec を確実に満足させる飽和度の下

限値 Sr L は，コア材 A, B ともに，CEL= 2Ec では 85%程度，CEL= 1Ec では 90%程度とすれ

ば良いことが分かる． 

また， k= kcr のコンターと CEL に応じた締固め曲線群との交点は，それぞれの締固め曲

線の最適含水比よりも乾燥側に位置している．このため，飽和度の下限値を設定することで，

含水比の管理下限値を CELf での締固め曲線の最適含水比ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐୤よりもさらに引き下げ

ることができる．すなわち図-2.8 に示すように管理領域は𝑤 ൏ ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐୤の領域を含んで設

定できることを示している． 

次に，Case1, 2 の現場での締固めエネルギーレベル CELf を包含していると想定される

CEL= 0.4~2Ec の範囲における室内締固め試験の𝑆௥~𝜌ୢ関係を𝑆௥ᇱ ൌ ൫𝑆௥ െ ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲൯~ሺ𝐷ୡሻ୲ ൌ

𝜌ୢ ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐⁄ ሻ の関係に正規化した結果を図-2.12 に示す． 

 

 

図-2.12 正規化した締固め曲線（室内試験）26) 

 

CEL = 0.4Ec で𝑆௥が最も低い 2 点を除いて，正規化した締固め曲線は土質と CEL によらな

いほぼ一義的な関係となっている．正規化締固め曲線は，𝑆௥ ൑ ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲の範囲では直線で，

𝑆௥ ൒ ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲の範囲では双曲線で近似できる． 

図-2.12 に示す近似線に現場密度試験等により得られる現場の𝜌ୢ，𝑆௥を代入すると， CELf
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での最大乾燥密度 ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐୤を得ることができる．さらに，このように得られた

ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐୤を室内試験で得られるሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐ ~ CELの関係（図-2.13）に代入することで現

場試験結果に対応する CELfを推定できる． 

図-2.13 に示すとおり，複数の方法で近似式の相関を確認したが，どの方法でも高い相関

が確保されている．曽田ら 38)は締固めエネルギーと密度の間には片対数の線形関係がある

ことを示しており，これらの研究結果を参考にするならば d)の指数関数近似に基づき推定

することが良いと考えられる． 

この方法で推定した現場の締固めエネルギーについては次節 2.4 で示す．なお，小石原川

ダムの実務において CEL を推定した時点では，上記の考えには至っておらず，多項式によ

る近似式の相関を確認することなく図-2.13 a)の線形補完による評価を行っている 26)．この

ため，2.4 では推定時に参照した近似式の違いによる影響も含めて考察する． 

 

  
a) 線形補完 26) b) 線形近似（1Ec 以上） 

  
c) 二次関数近似 d) 指数関数近似 

 

図-2.13 ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐ ~ CELの関係（室内試験） 
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2.4. 現場の締固めエネルギーレベルの推定 

現場の締固めエネルギーレベルは，現場盛立試験の結果を用いて，2.3.節に示した手順に

もとづき推定した． 

盛立試験のケース一覧を表-2.2 に示す．表-2.2 に示すとおり小石原川ダムでは，2 段階の

盛立試験を実施した．盛立試験 1 では，2 種類の転圧機種を用いて，締固めエネルギーレベ

ルの規定条件となる施工仕様（転圧機種，転圧回数，施工厚）を変化させて試験を行い，確

認された各条件における締固めエネルギーを参考に施工仕様を決定した．盛立試験 2 では，

盛立試験 1 で決定した施工仕様で施工含水比を変化させることによって，実施工における

含水比，飽和度の管理範囲を検討し，決定した． 

本節では盛立試験１の結果に基づく締固めエネルギーレベルの推定結果を示す． 

なお，盛立試験では表-2.3 に示す試験項目の他，鉛直方向の密度分布に関する試験 39)，地

盤剛性に関する試験 40)を実施しているが，以降に記す検討ではこれらの試験結果は用いて

いないため，表-2.3 への記載は割愛した．地盤剛性に関するの検討結果については第 3 章以

降に，鉛直方向の密度分布に関する検討については付録 A に記す． 

 

2.4.1 試験条件 

試験ヤードは実施工と同じ仕上がり厚 30cm で 3 層分を造成し，各種の現場試験は下層地

盤の影響を受けないよう 3 層目で実施した．盛立試験ヤードの造成例と試験孔の基本配置

を図-2.14 に示す．盛立試験で用いた材料の粒度分布を図-2.15 に示す． 

 

表-2.3 現場盛立試験 _ ケース一覧 

 

  

図 2.14 盛立試験ヤード造成例と原位置試験孔の基本配置 

w ※1 w '1Ec=w -(w opt)１Ec
※1

Case1-1 10t級平滑振動ローラ 0,2,4,6,8,10,16 14.3% -0.8% 乾燥側 現場密度試験 (JGS 1611)

Case1-2 19t級振動タンピングローラ 0,4,6,8,10,16 14.3% -0.8% 乾燥側 現場透⽔試験※2 (JGS 1316)

Case2-1 10t級平滑振動ローラ 6,8 17.3% 2.2% 湿潤側 含⽔⽐試験※3 (JIS A 1203)

Case2-2 10t級平滑振動ローラ 6,8 15.6% 0.6% 中間含水比 粒度試験※3 (JIS A 1204)

Case2-3 10t級平滑振動ローラ 6,8 13.4% -1.6% 極端に乾燥した状態 締固め試験※4 (JIS A 1210)

※1 w …⾃然含⽔⽐， (w opt)１Ec…１Ecの最適含⽔⽐（≒15.1％）  ※2 現場透⽔試験はN=4,6,8で実施
※3 現場密度試験孔より採取した試料で実施   ※4   各ケースで代表試料により実施

試験項⽬（共通）区分 Case 転圧機種 転圧回数 N
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図-2.15 粒度分布（盛立試験試料）26) 

次に盛立試験１における試験含水比の設定(=14.3%)の考え方を説明する．2.3.節に記した

室内試験で確認されたように，含水比がሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡよりも湿潤側となる条件では，現場の締固

めエネルギーレベル CELfを増大しても𝜌ୢはほとんど増加しないことが想定された．このた

め CELf の影響をより明確に評価できるように，盛立試験 1 は実施工で再現可能な範囲で，

できるだけ乾燥側の含水比で実施することとした．そこで，含水比低下が困難な冬期の材料

製造時でも曝気処理等により実現可能な含水比で実施することとし，「盛立試験での現場全

粒度試料を最大粒径 Dmax = 37.5mm で尖頭粒度調整した部分」の含水比として𝑤 ൌ

ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ െ 0.8%となる14.3%とした． 

 

2.4.2 締固め効果の評価方法 

本研究では「最大粒径 Dmax = 37.5mm の部分」の締固め状態に着目した評価を行うため，

以下の手順でデータの計測・換算を行い，データ解析を行った． 

乾燥密度の評価では，原位置試験で測定した全粒度試料の𝜌ୢの値から Walker-Holtz の礫率

補正式 41)によって Dmax = 37.5mm の部分の値に換算し，Dmax = 37.5mm 試料を用いた室内締

固め試験(1Ec)で得た最大乾燥密度ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿଵ୉ୡで除すことによって「Dmax = 37.5mm の部分の

1Ec 基準の締固め度ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡ」を求めた． 

含水比の評価では，原位置全粒度試料の内部の Dmax = 37.5mm の部分の含水比𝑤を，現場

採取した全粒度試料を Dmax = 37.5mm のせん頭粒度で調整して測定した． 

なお，試験孔毎の礫率のバラツキの影響を排除して比較・分析を行うため，現場密度試験

孔からの採取試料を用いて，試験孔毎に粒度試験，含水比試験，締固め試験を実施すること

で試験孔毎に礫率・最適含水比・最大乾燥密度を確認して解析に用いた． 

本研究で，「最大粒径Dmax = 37.5mmの部分」の締固め状態に着目したのは，以下の２つ

の理由による． 
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理由１：室内試験材料の最大粒径が37.5mmであること 

第一の理由は， 本ダムのコアゾーンでも，現場全粒度試料はDmax=150mmと大きすぎて室

内締固め試験が実施できないがが，「現場のDmax = 37.5mm の部分」のሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡ ൌ 𝜌ୢ/

ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿଵ୉ୡの算出に必要なDmax=37.5mmの室内試験は実施できることである． 

また，図-2.15より小石原川ダムのコア材の37.5mm以上の礫率は10%程度と比較的小さい

ことから，現場全粒度試料の透水性は「その内部のDmax = 37.5mmの部分」の透水性によっ

て支配されると考えられた． 

以上より，現場全粒度試料の透水係数を「Dmax = 37.5mmの部分」のሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡを管理するこ

とによって管理するのは合理的である，と判断した． 

理由２：安全側の評価となること 

第二の理由は，設計では，[1]現場では全粒度試料と「Dmax =37.5mm の部分」のሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡの

値が同一と仮定し，[2]同一のሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡでの両者の強度・剛性は同一と仮定して，全粒度試料

の強度・剛性として「Dmax = 37.5mmの部分」の算定された現場ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡの値に対応する値を

用いたが，この二つの仮定は安全側となると判断したからである． 

仮定[1]に関して，三国の礫率を変化させた室内試験の結果36)に基づくと，現場で「Dmax = 

37.5mmの部分」に加わるCEL は，エネルギーの一部が粒径37.5mm以上の粒子の粒子破砕等

に消費され，全粒度試料に加わるCELよりも小さくなる．この傾向は，本ダムのコア材で最

大粒径Dmaxを順次減少させた複数のせん頭粒度試料を用いた室内締固め試験によっても確

認されている42)．これらの結果から，仮定[1]は安全側と判断できる． 

仮定[2]に関しては，一般に均等係数が小さいほど同一のሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡでの強度・剛性は小さく

なる傾向にある43)．一般的にせん頭粒度調整を行うと均等係数は低下し，今回の試験材料で

もその傾向は当てはまる（例えば盛立試験Case1-1では，「Dmax = 37.5mmの部分」の均等係

数は1,768であり，現場全粒度試料の均等係数2,340 と比較すると小さい）ことから，仮に

ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡが同一でも設計値で用いた強度・剛性は実施工でえられる強度・剛性よりも小さくな

り，仮定[2]も安全側の仮定と判断できる． 

 

2.4.3 試験結果 

突き砂法による現場密度試験（JGS1611）と現場透水試験（JGS1316）の結果を図-2.16 に

示す．図-2.14 に示すように現場密度試験は各転圧回数で 5 か所で実施しており，図-2.16 に

は締固め状態ሺ 𝑤,𝜌ୢሻの 5 点平均値をプロットしている． 

図-2.16 より，Case1-1 （平滑振動ローラ）では転圧回数 N≧6 での現場における「現場全

粒度試料（Dmax = 150 mm）の内部の Dmax = 37.5mm の部分」の締固め状態は 1Ec～2Ec の室

内締固め曲線の間に，Case1-2（振動タンピングローラ） では N≧6 で 1Ec の室内締固め曲

線付近に位置していることが分かる． 
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図-2.16 盛立試験 1 の結果 ሺ𝑤~𝜌ୢ, 𝑘ሻ 26) 
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2.4.4 現場の締固めエネルギーレベル CELfの評価 

本項では，現場の締固めエネルギーレベル CELfの評価方法を記す．CELfは次の手順で算

定を行った． 

 

① 締固め条件（転圧機種，転圧回数）に応じた「現場の Dmax = 37.5mm の部分」の締固

め状態（含水比，飽和度，乾燥密度）を確認する． 

② 盛立試験での「現場の Dmax = 37.5mm の部分」の正規化締固め曲線𝑆௥′~ሺ𝐷ୡሻ୲  の関係が

図-2.12 に示すものと同じと仮定し，①で確認したሺ𝜌ୢ, 𝑆௥ሻ と盛立試験時の採取試料を

用いた室内締固め試験から得られるሺ 𝑆௥ሻ୭୮୲を，図-2.12 に示す正規化締固め曲線の近

似式に代入して，現場の締固めエネルギーレベル CELf による最大乾燥密度

ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐౜を得る． 

③ ②で得られたሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐౜を室内試験から得られるሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐౜  ~ CELの関係（図-2.13）

に代入し，「現場の Dmax=37.5mm の部分」の締固め状態を再現する室内締固め試験で

の CEL の値を求める． 

④ ①～③を繰り返して，各現場試験条件（転圧機種，転圧回数）に応じた CELfを求め，

転圧回数 N との関係に整理する（図-2.17）． 

 

 
図-2.17 CELf の推定結果 26) 

（図-2.13a）を用いて算定） 

 

図-2.17 のとおり，この CELf の値は，19t 級振動タンピングローラでは 1Ec 付近に収束し

たが，10t 級平滑振動ローラでは N=8 で 1.6Ec 付近まで上昇して収束した．実工事で用いる

機種の選定のために，図-2.14 に示す現場締固め状態（𝑤~𝜌ୢ,𝑤~𝑘ሻとそれに対応する N～

CELf関係（図-2.17）に加えて，鉛直方向の密度分布，現場透水係数の値（図-2.16b）），施工

性を比較検討し，総合的に見て 10t 級平滑ローラが有利であると判断した 39)．鉛直方向の
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密度分布に関する測定結果については付録 A を参照されたい．施工仕様として転圧回数は

N=8 とし， 設計で想定する CELf の値は N=8 での CELf の実測値に若干の余裕を考慮して

1.5Ec とした． 

 

【補足】 

③のプロセスにおいて「室内試験から得られるሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐౜  ~ CELの関係」に採用する近

似式によって，推定される N～CELf 関係は若干変化する．採用する近似式ごとの N～CELf

関係を図-2.18 に示し，その影響を考察する． 

図-2.18 より，b)線形近似式は 1Ec～4Ec 試験値に．c)二次関数近似，d)指数関数近似は 0.4Ec

～4Ec の試験値に対応した ρd の範囲で近似式を作成しているため，この範囲から外れる範

囲の信頼性は低いと考えられる．また図-2.13 の b)~d)の図中の相関係数より，b)直線近似の

信頼性は他のケースより劣る． 

近似式の違いにより，評価値の絶対値は若干異なるが a),c),d)の評価結果から，19t 級振動

タンピングローラでは 1Ec 付近で，10t 級平滑振動ローラでは 1.5Ec 前後で収束しており，

前述の評価結果に変更は生じないものと考えられる． 

 

  

  
a) 線形補完 26) b) 線形近似（1Ec 以上） 

  
c) 二次関数近似 d) 指数関数近似 

 

図-2.18 近似式による N～CELf関係の違い 
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2.5. 締固め状態の管理領域の設定法 

盛立試験 2 では，盛立試験 1 で選定した転圧機種（10t 級平滑ローラ）を用いて，コア材

A を対象にして含水比𝑤と飽和度𝑆௥の変化が乾燥密度𝜌ୢと透水係数 k に与える影響を確認

し，実施工で設定すべき𝑤と𝑆௥の管理範囲を検討した．  

なお，コア材 B でも同様の盛立試験を実施して，コア材 A で設定した管理領域で品質が

確保出来ることを確認している．しかし，その結果は管理領域決定のプロセスでは参照して

いないことから，その報告は本論文では省略する． 

 

2.5.1 現場試験条件 

試験ケースと試験項目の一覧を表-2.3 に示す．ここに示す含水比は， Dmax = 37.5 mm の部

分の値であり，標準プロクター1Ec での最適含水比ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡを基準にして𝑤ᇱ ൌ 𝑤 െ

ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ ൌ െ1.6% ~  2.2%  の範囲で複数設定した．できるだけ全体的な傾向を把握するた

めに，現場試験を行う𝑤の範囲には現場透水係数が品質管理基準を満足しないことが予測さ

れた𝑤の値も含んでいる． 

各ケースでの原位置全粒度試験材の平均粒度分布を図-2.19 に示す．使用材料は全て小石

原川ダムの一般コア材であり，その標準粒度試料として製造したコア材 A を使用した．な

お， Case2-3 は，追加試験であり，試験材料は追加試験時にパイルから新たに製造したため，

粒度分布が粒径 0.075mm 以上の範囲で Case 1-1, 2-1, 2-2 とは若干異なる． 

 

表-2.3 現場盛立試験 _ ケース一覧 【再掲】 

 

 

w ※1 w '1Ec=w -(w opt)１Ec
※1

Case1-1 10t級平滑振動ローラ 0,2,4,6,8,10,16 14.3% -0.8% 乾燥側 現場密度試験 (JGS 1611)

Case1-2 19t級振動タンピングローラ 0,4,6,8,10,16 14.3% -0.8% 乾燥側 現場透⽔試験※2 (JGS 1316)

Case2-1 10t級平滑振動ローラ 6,8 17.3% 2.2% 湿潤側 含⽔⽐試験※3 (JIS A 1203)

Case2-2 10t級平滑振動ローラ 6,8 15.6% 0.6% 中間含水比 粒度試験※3 (JIS A 1204)

Case2-3 10t級平滑振動ローラ 6,8 13.4% -1.6% 極端に乾燥した状態 締固め試験※4 (JIS A 1210)

※1 w …⾃然含⽔⽐， (w opt)１Ec…１Ecの最適含⽔⽐（≒15.1％）  ※2 現場透⽔試験はN=4,6,8で実施
※3 現場密度試験孔より採取した試料で実施   ※4   各ケースで代表試料により実施

試験項⽬（共通）区分 Case 転圧機種 転圧回数 N
含水比　(D max=37.5mm試料)

盛⽴試験1

盛⽴試験2

備考
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図-2.19 粒度分布（盛立試験 2）26) 

 

2.5.2 試験結果 

図-2.20 に，盛立試験 1 (Case1-1)と盛立試験 2 (Case2-1～2-3)の結果を併せて示す．同一の

CELfで比較するため，施工仕様とした転圧回数である N=8 の結果だけを示す．図-2.16 と同

様に，現場試験で得た全粒度試料の𝜌ୢと𝑤の値から Walker-Holtz の礫率補正式 40)得た Dmax 

=37.5mm の部分の値を，室内試験の結果と比較している．図-2.20a)には各ケースで実施した

5 か所での個別の試験値を，図-2.20b)には平均値を示す．また，図-2.20 には参考として，図

-2.12 に示した正規化締固め曲線に基づいて推定した 1.5Ec の締固め曲線を併せて示す． 

図-2.20 より，𝜌ୢに関しては，すべてのケースで品質管理基準を十分に満足しており，そ

の平均のሺ𝜌ୢ,𝑤ሻ状態は推定した 1.5Ec での締固め曲線付近にプロットされていることが分

かる．これら複数の含水比が異なる盛立試験結果からも，設定した施工仕様における現場

CELfは 1.5Ec 程度であることが再確認された． 

現場透水係数 k の分布をみると，最も乾燥側で含水比𝑤が 13.4%である Case2-3 では乾燥

密度𝜌ୢは（すなわち締固め度ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡ）は規格値を満足しているが，透水係数は規格値（k≦

1.0×10-5cm/sec）を満足していない．透水係数 k は，𝜌ୢと𝑆௥の関数であるが，この場合のよう

に𝜌ୢが一定の範囲内に収まる場合は，図-2.11 を見て分かるように𝑆௥が主要な影響パラメー

タとなり，土質と CELf が一定の範囲で変動しても𝑆௥を管理することによって k を効果的に

管理できる． 

そこで，𝑆௥に注目すると， Case2-3 では𝑆௥の値は最も低く，その平均値は 82%程度であ

り，𝑆௥が 80%を下回る個別値もある．一方，全ての透水係数の個別値が規格値を満足してい

る Case1-1, 2-1, 2-2 では，𝑆௥の個別値は全て 85%以上である． 
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次に各ケースの施工状況写真を写真-2.1～2.4 に示す．施工時に目視・触診で確認される

特徴を表-2.4 に示す．ここでは，ともに施工含水比が 1Ec の最適含水比よりも低い条件であ

るものの，透水係数が規格値を満足した Case1-1 と透水係数が規格値を満足しなかった

Case2-3 の違いに着目して考察する． 

透水係数が規格値を満足した Case1-1 では 1Ec の最適含水比よりも低い条件であるもの

の，締固め後の盛立面の表面は軽く湿潤している状態で，触診時に指先を盛立面に押さえつ

けると僅かに凹む．その他の特徴として，Case1-1 では「長靴の足跡が残る」，「転圧時にロ

ーラの沈み込みが確認できる」「ローラの轍が確認できる」などがある． 

一方，透水係数が規格値を満足しない Case2-3 では，写真から盛立面の乾燥が著しいこと

が分かる．試験結果としての飽和度の差は，数値で見ると極端な差はないように見えるが，

現場の見た目の違いは一目瞭然であった．触診においても盛立面は乾燥しており，転圧面に

指を押し付けても跡がつかない．その他に目視確認できる特徴として，「施工中に強風で粉

塵が舞う」「長靴の足跡がつかない」「振動ローラの沈み込みが確認できない（むしろ跳ね

る）」「ローラの轍がほとんど残らない」などが挙げられる． 

このように，所要の透水係数を満足する状況では土中の含水量が一定程度あり，飽和度も

 

 

 

 
a)   個別値 b) 平均値 

図-2.20  盛立試験結果 ሺ𝑤~𝜌ୢ, 𝑘ሻ  26) 
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高くなっているため，目視で確認される転圧面の状態も湿潤しており，転圧後も剛性が極端

に高くなることはない． 

これらのことより，実際の施工管理にあたっては，目視監視によってこのような材料乾燥

を避けることが最も重要であることがわかる． 

また，現場盛立試験において目視確認された前述の特性を複数の計測方法による地盤剛性

指標のデータからも確認できたことで，次章で説明する剛性指標を用いた遮水性能評価の

考え方の着想を得た．これは「材料が施工途中に極端に乾燥して，転圧後の剛性が大きく上

がっている状況では遮水性能を満足していない状態になっている．このため，剛性指標の上

限値管理を行うことで透水係数の上限値を間接的に管理する」という考え方である．これら

の詳細は第 3 章に記す． 

 

写真-2.1 試験施工時の写真（Case1-1,w=(wopt)1Ec-0.8%，管理下限値；乾燥側）  

写真-2.2 試験施工時の写真（Case2-1,w=(wopt)1Ec+2.2 %，管理上限値：湿潤側）  

 

  

a)   盛立面状況（全景） b) 盛立面状況（接写） 

  

a)   盛立面状況（全景） b) 盛立面状況（接写） 
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写真-2.3 試験施工時の写真（Case2-2,w=(wopt)1Ec+0.5 %，中間含水比）  

写真-2.4 試験施工時の写真（Case2-3,w=(wopt)1Ec-1.7%，下限値より乾燥側） 

  

a)   盛立面状況（全景） b) 盛立面状況（接写） 

  

a)   盛立面状況（全景） b) 盛立面状況（接写） 
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表-2.4 試験施工時の盛立面の状況の比較 

(a) 撒き出し後 
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（ｂ）転圧後 
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2.5.3 品質管理領域の設定 

2.5.2 で説明した現場盛立試験の結果の解析に基づいて，k が規格値に対して若干の余裕

をもって満足するよう飽和度𝑆௥の管理下限値 SrL を 85%とした．また，CELfが 1.5Ec 程度で

あることを前提にして上記の条件を満足するための含水比 𝑤 の管理範囲は，現場透水係数

が規格値を満足する Case1-1 の含水比を下限値とし，既設ダムで一般的に設定される 3%の

幅で管理するものとして，ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ –  0.8 % ൑  𝑤  ൑  ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ ൅  2.2 %とした． 

以上のように設定した乾燥密度，含水比，飽和度の管理領域を図-2.21 に示す． 

実施工では，土質と CELfを一定の範囲に収まるよう管理をするが，管理の幅の中で不可

避的にばらつきが発生するため，計測地点毎に締固め特性は変化し，それに影響を受けて現

場の𝑤と𝜌ୢの値は変動する．すなわち，図-2.22 に模式的に示すように，𝑤~𝜌ୢ平面における

締固め状態（𝑤,𝜌ୢ）は同一の点であっても，締固め曲線との相対的な位置関係によって，そ

の点が意味する締固め状態は異なる． 

そこで，土質と CEL のばらつきの影響を極小化するために，管理図の横軸を𝑤ᇱ
ଵ୉ୡሺൌ 𝑤 െ

ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡሻで，縦軸をሺ𝐷ୡሻଵா௖ ሺ ൌ 𝜌ୢ /ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿଵ୉ୡሻで正規化した．すなわち、横軸を𝑤ᇱ
ଵ୉ୡሺൌ

𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡሻでプロットすることによって、現場での土質と CELfの変動による変動を受け

ないで管理図を規定することができる． 

なお，今回の場合のように乾燥密度𝜌ୢの変化幅が限定的な場合は，ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡሺൌ 𝑤 െ

ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡሻは湿潤状態の指標として上記の点で𝑆௥ሺൌ 𝑆௥ െ ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲ሻとほぼ同義である．𝑆௥を求

めるためには土粒子密度が必要であり，図-2.32 で後述するようにこの現場では土粒子密度

のばらつきが大きく𝑆௥の値がかなりばらついた．したがって、𝑤ᇱを現場湿潤状態の指標とし

て管理法を規定した． 

𝑆௥の管理下限値 SrL= 85 %を設定することによって，CELfが 1Ec よりも高いことを反映し

て 𝑤 の管理下限値をሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡよりも低い乾燥側に設定できた．その結果，𝑤 の管理範囲を

全体的に乾燥側に移動したことにより、CELf の想定値の向上に対応して𝜌ୢが増加できるよ

うになった．これらの結果，品質管理領域の重心は左上にシフトした．このように管理領域

を設定したことによって従来よりも強度・遮水性の性能向上が期待できる，と判断した． 
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図-2.21  𝑤ᇱ～ ሺ𝐷ୡሻଵா௖ 平面での管理領域 26) 

 

 

図-2.22 締固め曲線の変化に応じた締固め状態の意味の相違 

 

 

90

95

100

105

-5 0 5

締
固

め
度

, (
D c

) 1E
c

(%
)

正規化含⽔⽐, w'1Ec=w-(wopt)1Ec (%)

1.0Ec

CEL=
2.0Ec

1.5Ec

下限(Dc)1Ec = 95%

WU

下限値含⽔⽐WL
[ w= (wopt)1Ec−0.8% ]

上限含⽔⽐WU
[ w= (wopt)1Ec＋2.2% ]

[1] 従来の品質管理領域
（重⼼：＋）

[2] 新たに提案する品質管理
領域(CELf=1.5Ec)（重⼼：×）

最適飽和度, (Sr)opt

管理⽬標点

B

A

WL

乾
燥

密
度

,

含⽔⽐, w

締固め状態（ w，ρd)

締固め曲線１：基本粒度
締固め曲線 2 ：湿潤側
締固め曲線 3：乾燥側

A

B

C

A, B, C: 異なる実際の現場試料を⽤いた
1Ecでの締固め曲線

A: 締固め易い⼟質の場合
B: 代表試料の場合
C: 締固めにくい⼟質の場合

現場締固め状態F



2-32 

飽和度の管理上限値 SrU は，例えば含水比の管理上限値 WU ( = ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ ൅ 2.2%ሻと CELf

の締固め曲線との交点（図-2.21 の点 B）における飽和度（盛立試験 1 では 97%）で設定す

ることが考えられた．しかし，盛立試験での個別孔の試験値では𝑆௥  > 97％となる点は複数

点存在するが，これらでは𝜌ୢと k は規格値を満足しており，また試験施工時の現場状況も重

度のウェービング等の問題となる事象は生じてなかった．これらのことから，小石原川ダム

では SrU は規格値としての上限値ではなく努力目標値として取り扱うものとした． 

また，本ダムでは，図-2.21 に示すように，管理基準値とは別に管理目標点を設定した．

これは，本来目標とすべき締固め状態を明示することより，その状態が実現する努力を奨励

することができる，と考えたからである．すなわち，締固め状態が全て含水比の管理範囲内

の場合でも，全体として湿潤側に寄りすぎると，図-2.10, 図-2.20 に示すように，CELfが 1Ec

よりも上昇しても𝜌ୢの上昇と k の低下は殆どなくなり，向上した CELfが有効に活用されな

いためである．これを避けること，加えて過度に乾燥側になり遮水性能が低下することを確

実に回避するために，w の目標値をሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡと設定して𝑤 ൌ  ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡの鉛直線と CELf（≒

1.5Ec）の締固め曲線の交点を管理目標点として設定した．この結果，締固め目標状態での

飽和度𝑆௥は，最適飽和度ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲よりもやや大きくなる． 
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2.6. 実施工への適用結果 

2.6.1 含水比～締固め度（w’1Ec～(Dc)1Ec関係） 

(1) 突き砂法（定期管理） 

 図-2.23 に本ダムの定期管理試験のフローを示す．図-2.24 に定期管理試験（突き砂法）の

試験結果を示す．図-2.24 では 2.4.2 で説明したとおり，現場における土質と CELf の変動の

影響を排除するために，図-2.20 と同様に横軸を含水比と CEL=1Ec における最適含水比との

差分 𝑤ᇱ
ଵ୉ୡ൫ൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ൯に，縦軸をCEL=1Ecの締固め度 ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡሺൌ 𝜌ୢ/ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ ሿଵ୉ୡሻ に

正規化して整理した．  

 

 

図-2.23 定期管理試験の試験フロー 

 

 

 

 
a)   コア材 A b) コア材 B 

図-2.24  𝑤ᇱ~ሺ𝐷௖ሻଵா௖ 関係の施工実績（突き砂法）26) 
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た試料を用いて，[1]含水比試験，[2]粒度試験，[3]土粒子密度試験，[4]礫比重試験，[5]締固

め試験（1.0Ec と 1.5Ec）を実施した．[1]，[2]は試験孔毎に実施し，[3]～[5]は 3 孔に対して

1 回実施して各回の試験での代表値を得ている．このため，礫率補正は試験孔別の礫率を用

いて実施できたが，飽和度𝑆௥ ൌ 𝑤/ሺ𝜌୵/𝜌ୢ െ 𝜌୵/𝜌ୱሻの算定に必要な土粒子密度𝜌௦，礫比重𝐺ୠ 

は三つの試験孔の間でのバラツキの影響を受ける．また，ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ ሿଵ୉ୡとሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡの値も，

同様に三つの試験孔の間でのバラツキの影響を受ける． 

また，図-2.24 における𝑆௥のコンターは，𝑆௥の算定に必要な最大乾燥密度 ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ ሿଵ୉ୡ  ，最

適含水比 ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ  ，土粒子密度 𝜌ୱが不可避的にばらつくため，各材料を用いた工事期間中

の平均値を代表値として用いて作図した．このため，個別点の評価は，ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ ሿଵ୉ୡ  ，

ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡのばらつきの影響は正規化により排除できるが𝜌௦のばらつきの影響が排除ができ

ない．例えば A 材ではコンターに作成した𝜌ୱの代表値は 2.809[g/cm3]であるが，実施工での

ばらつきは 2.748 ~ 2.852 [g/cm3]でばらついている．このため，𝜌ୱが異なるデータ群を代表値

で定めた𝑆௥のコンターと比較することになるため，個別点とコンターとの相対的な位置関係

は，個別点と代表値の差に応じた誤差を有している．  

以上のようなばらつきがあるものの，図-2.24 より，A 材，B 材ともに締固め状態は管理

目標点付近で管理されており，𝑤ᇱ
ଵ୉ୡ൫ൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ൯の平均値は 0.4 %であり，ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡの平

均値は管理基準値である 95%に対して 99.4 %であり，両者ともに規格値を十分に満足して

いる．これは後述するとおり，近年のロックフィルダムの実績と比べて高い水準にある． 

なお，個別の試験孔での飽和度𝑆௥はゼロ空気間隙曲線（𝑆௥ ൌ 100%）を超過するデータが

一部であるが複数存在する．これは前述したとおり，この図において個別点のデータポイン

トと𝑆௥のコンターとの相対位置は，コンター作成に用いた𝜌ୱの代表値と個別点の𝜌ୱとの差，

および三つの試験孔/回の間における𝜌ୱのばらつきの影響を受けていることが原因の一つと

考えられる．したがって，この図の場合では，個別データと飽和度𝑆௥のコンターとの関係は，

𝑆௥管理での目安として参照することにした．なお，後に示すように，個別の試験孔で測定さ

れた含水比，乾燥密度と土粒子密度𝜌ୱに基づき算定された𝑆௥の値は，全て規格値 85%以上で

あることを確認している. 
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次に図-2.25 に，一般的な盛土工の管理図で利用される𝑤~𝜌ୢ平面上に，定期管理試験の個

別点における締固め状態を以下の手順で統合化してプロットした結果を示す． 

 

 
図-2.25 𝑤~𝜌ௗ 平面の施工実績（突き砂法）26) 

 

① 品質管理試験で実施した締固め試験，土粒子密度試験の全データよりሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ ሿଵ୉ୡの平

均値 A，ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡの平均値 B，土粒子密度𝜌ୱの平均値 Cを求める． 

② Aを図-2.12 に示した正規化曲線に代入して得たሺ𝑆௥ሻଵ୉ୡ~ሺ𝜌ୢሻଵ୉ୡ関係にB, Cを代入し

ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲ ൌ  92.3%を用いて𝑤ଵ୉ୡ~ሺ𝜌ୢሻଵ୉ୡ関係に変換し，CEL=1Ec の代表締固め曲線を描

く．同様にして，CEL=1.5Ec に対する代表締固め曲線を描く． 

③ Cと𝑆௥ =100%,𝑆௥ =ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲ ሺൌ  92.3%ሻ ,𝑆௥ =𝑆௥ L(=85%)を𝑤 ൌ 𝑆௥ ∙ 𝑒௕/𝐺ୱ ൌ 𝑆௥ ∙ ሺ𝜌ୱ/𝜌ୢ െ 1ሻ/

ሺ𝜌ୱ/𝜌୵ሻの関係に代入し，𝑆௥=100% ,ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲ ,𝑆௥L に対応する飽和度コンター(𝑤~𝜌ୢ曲線)

を描く． 

④ 定期管理試験の個別点におけるሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡの値 D，𝑆௥の値 Eを得る．これらの値は以下の変

換でも不変とする．個別点の乾燥密度𝜌ୢと含水比𝑤を，代表締固め曲線に対応する値と

して，𝜌ୢ ൌ D ∙ Aと𝑤 =𝑆௥ ∙ 𝑒௕/𝐺ୱ ൌ E ∙ ሺC/𝜌ୢ െ 1ሻ/ሺC/𝜌୵ሻに換算する．個別点の換算乾燥

密度と換算含水比による締固め状態  ( 𝑤,𝜌ୢ)を𝑤~𝜌ୢ平面にプロットし，②で求めた代

表締固め曲線，③で求めた𝑆௥コンターと比較する． 

 

図-2.25 より，𝑤~𝜌ୢ平面で整理した場合でも，図-2.24 と同様に，定期管理試験の全デー

タの平均値は代表曲線(CEL=1Ec)の最大乾燥密度付近に位置していることが確認できる． 
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(2) RI 法（日常管理） 

小石原川ダムでは，当初は施工ロットが完了するごとに，日常管理試験として[1]含水比

試験，[2]現場密度試験（RI 法）を実施した．その後，第 3 章で示す地盤剛性指標を用いた

品質管理によって現場密度試験はその大部分を代替することとなったが，最低でも 1 日 1 回

は実施しており，実施回数・試験点数は 489 回・7315 点である．これは a)で示した突き砂

法による現場密度試験の実施回数・試験数（51 回・153 点）と比べるとはるかに多い．この

ため，定期管理試験（突き砂法）の試験精度は高いが，工事期間中の全体傾向を把握するこ

とを目的とした場合には日常管理試験の結果を評価する方が妥当であると考える．  

図-2.26 に日常管理試験（[1]含水比試験，[2]現場密度試験（RI 法））の結果を示す．図-2.26

でも定期管理試験（突き砂法）と同様に，横軸を 𝑤ᇱ
ଵ୉ୡ൫ൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ൯に縦軸をሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡሺൌ

𝜌ୢ/ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ ሿଵ୉ୡ に正規化して示す．RI 試験では全粒度材料の乾燥密度𝜌ୢが測定されるため，

搬出時の全粒度試料の粒度試験から得られる礫率を用いて，Walker-Holtz の礫率補正式 38)で

「Dmax =37.5mm の部分」の𝜌ୢを求め，１回/日実施する締固め試験から求まるሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ ሿଵ୉ୡで

除して締固め度ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡを算出し，締固め試験から求まるሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡを用いて𝑤ᇱ
ଵ୉ୡを算出して，

図-2.26 にプロットした．図-2.26 では，RI は各施工ロットで 15 点の試験を実施しており，

15 点の平均値をプロットしている． 

施工現場では，RI 法による全粒度材の𝜌ୢ が施工前に算出した規格値以上であること確認

する．規格値は，「Dmax =37.5mm の試料」を用いた室内試験で求めたሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ ሿଵ୉ୡの値を

Walker-Holtz の礫率補正式 40)で全粒度材の値に換算した値の 95%値である．この様に算定し

た全粒度材のሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡは，図-2.26 に示す「Dmax =37.5mm の部分」のሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡとは算出過程が異

なるが，同じ礫率，補正式，「Dmax =37.5mm の試料のሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ ሿଵ୉ୡ」を用いて算出しているの

で同様な値となり，この施工現場での RI 計測による締固め状態の評価は，図-2.26 に基づく

評価と同様になる． 

 
 

a)   A 材 b)  B 材 

図-2.26  𝑤ᇱ~ሺ𝐷௖ሻଵா௖ 関係の施工実績（RI 法）26)  
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図-2.26 より，日常管理試験（RI 法）でも，全測定点で A 材，B 材ともに含水比と締固め

度は規格値を満足していることが分かる．すなわち，𝑤ᇱ
ଵ୉ୡの平均値は A 材で 0.6 %，B 材

で 0.1 %，全期間での平均値は 0.26 %であり，管理目標値である 0 %に非常に近く，含水比

は概ね目標通り管理できたと考えている． 

図-2.27 に搬出時と盛立面の含水比の推移を示す．搬出時の含水比は概ね 1%以下の範囲

で管理されている．盛立面での含水比が搬出時の値よりも大きくなった時期があるが，工事

初期や日射が強く乾燥しやすい夏期には乾燥側の施工に対する懸念から行った散水による

影響があったものと考えられる． 

遮水性盛土の施工において，施工中に含水比が管理下限値以下に低下することは，遮水性

能の低下に直結するため最も避けるべき状態であるため，夏季において散水に伴い散発的

に高含水比条件での施工が発生することは，施工管理上ある程度は容認する必要があり，ま

た結果として特に問題が生じたとは判断していない． 

 

 
 

図-2.27 含水比の推移（実績）26) 
 

図-2.26 を見ると，「Dmax =37.5mm の部分」の締固め度ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡの平均値は，A 材で 99.7%，

B 材で 100.2%となっており，極めて高水準な締固め管理がなされたことを示している．ま

た，プロット群は A 材より B 材の方が若干左上にシフトしている．これは，含水比を管理

目標点に近づけるように意識的に材料調整を行った成果であると考える． 

 

2.6.2 飽和度 

図-2.28 に，A 材と B 材での，定期管理試験で測定された飽和度𝑆௥の推移を示す． 

(1)に記述した通り個別点の𝑆௥は全点で規格値である𝑆௥ ൒ 85%を満足している．工事全体

を通じて定期管理試験時のሺ𝑆௥ሻ୭୮୲は(4)で示すように概ね 88～96%の範囲で変動し，その平

均値は 92.6%であり，盛立試験時の平均値と概ね一致した． 

𝑆௥の分布は上記の ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲の平均値を中心に分布しており，工事全体としては最適飽和度
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付近の締固めができたことを示している． 

なお，飽和度は定期管理試験時のみ評価対象とし，日常管理試験での計測記録は参考値と

して取り扱っている.これらの経緯については付録 B に記載した． 

常管理試験から得られた飽和度（参考値）の度数分布を図-2.29 に示す．図より，概ね正

規分布に近い分布となっており，平均値は最適飽和度（図-2.28 より 90%~95%程度）より，

若干湿潤側の値とであり，工事全体としては良好な管理が行われている．一方，図-2.29 a)で

は規格値（85%以上）を下回る値，100%を超える値が少ないながらも存在するが，日常管理

試験での飽和度計算時は密度・含水比を計測した試料の土粒子密度は確認しておらず，直近

の代表値を用いて換算していること等の影響と推定される．  

なお，日常管理試験では [1]室内試験粒度に礫率補正に起因する誤差（礫率の代表値と現

 
図-2.28 定期管理試験における飽和度の推移（実績）26) 

 
a) 室内試験粒度に換算した値 

 
b) 全粒度に換算した値 

図-2.29 日常管理試験における飽和度（参考値）のヒストグラム 
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地個別点との誤差），[2]RI 計測における含水量計測の誤差（密度に影響），[3]含水比の代表

値と現地個別点との誤差，などの誤差が含まれる． 

 

2.6.3 含水比～透水係数（w’～k 関係） 

図-2.30 に正規化含水比𝑤ᇱ
ଵ୉ୡと透水係数𝑘の関係を示す．図-2.30 に示す〇印のデータポイ

ントは，定期管理試験で行った現場透水試験で得た現場透水係数である． 

全ての測定値は規格値 1.0×10-5cm/sec を満足しており，その算術平均値は A 材で 6.7×10-

7cm/sec，B 材で 1.2×10-6cm/sec であり，規格値よりも 1 オーダー程度低いことが確認できる．

なお，B 材の方がやや透水係数は高めなのは，コア材の母材となる細粒材の賦存量の状況も

考慮し，2018 年度以降に製造した B 材では製造時の目標粒度を若干粗めに修正したためで

あり，この結果は事前想定の通りである． 

  
a)   A 材 b) B 材 

図-2.30 含水比と透水係数の関係 ሺ𝑤ᇱ~𝑘 関係ሻ 26) 

 

2.6.4 最適飽和度の分布 

図-2.31 に「Dmax =37.5mm の部分」のそれぞれの締固め試験で得られた最適飽和度ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲

と最大乾燥密度ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ ሿଵ୉ୡの関係を示す．後述するとおり土粒子密度𝜌ୱによる変動が大き

いため，定期管理試験時に同じ試料を用いて行った締固め試験と土粒子密度試験の結果を

用いることによって上記の変動の影響が少ないሺ𝑆௥ሻ୭୮୲の値を求めて，図-2.31 にプロットし

た． 
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図-2.31 最大乾燥密度と最適飽和度の関係 26) 

 

三浦らは藤沼ダム再建設工事において，築堤期間中を通じて測定した遮水材料のሺ𝑆௥ሻ୭୮୲の

値がほとんど変化しなかったことを報告している 6)．一方，本ダムでは各材料で 6～7%の幅

で変動しており，藤沼ダムの場合よりも変動幅が大きい．これは，本ダムのコア材の母材で

は以下に示すように土粒子密度の変動が大きいため，算定された飽和度の値の安定性が低

下したためと考えられる． 

図-2.32に本ダムのコア細粒材の母材[1]と[2]の土粒子密度𝜌ୱの度数分布と度数分布を参考

に推定した分布曲線（模式図）を示す．本ダムのコア細粒材および粗粒材は，[1]砂質片岩お

よび泥質片岩を中心にした堆積岩由来の風化体積物，[2]凝灰岩由来の風化体積物の 2 種類

が主となっている．図-2.32 に示す通り土粒子密度𝜌ୱには 2 つのピークがあり，これは母材

[1]と母材[2]では風化前の岩の比重𝐺ୱの分布範囲が異なり，結果的に図-2.32 に示す𝜌ୱのばら

つき，ひいては𝑆௥のばらつきにつながったものと考えられる． 

 

 

図-2.32 土粒子密度の度数分布 26) 
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本ダムでは前述の理由から飽和度の測定値の安定性がやや低くなった．それでも，図-2.12

を見て分かるように，𝑆௥ െ 𝑆௥ ൌ 0でሺ𝐷ୡሻ୲ ൌ 1.0 ሺ100 %ሻの状態の付近では，𝑆௥ െ ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲に図

-2.28 で見られるような 6～7%程度の変動に対するሺ𝐷ୡሻ୲の変動は，図-2.12 における𝑆௥ െ

ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲ ൏ 0の範囲，すなわち現場締固めで CELfが増加して行く過程では 0.02 (2 %)程度より

も小さい．また，図-2.12 における𝑆௥ െ ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲ ൐ 0の状態ではሺ𝐷ୡሻ୲の変動は 0.05  (5 %)程度

になるが，この状態ではሺ𝐷ୡሻ୲が 1.0 よりも低い値に若干変動しても𝑆௥と𝜌ௗが低すぎて透水

係数が高すぎることになる虞は少ない．したがって，下限値管理によって𝑆௥がሺ𝑆௥ሻ୭୮୲よりも

過度に小さい状態に留まらないように管理し，また必要に応じて上限値管理によって𝑆௥が

ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲を過剰に超えないように管理すれば，𝑆௥がሺ𝑆௥ሻ୭୮୲よりも僅かに大きい締固め目標状態

（図-2.21）の実現を目指せる，と判断した． 

なお，母材の土粒子密度のバラツキが小さい現場であれば，本ダムよりもバラツキが小さ

い状態で飽和度を管理することが可能であると思われる． 

 

2.6.5 他ダムとの比較 

表-2.5 に水資源機構が管理する既設ダムの遮水ゾーンの締固め状態を整理した． 

表-2.5 他ダムとの比較 

 

締固め度について，RI 法によるሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡの全データの平均値はほぼ 100%であり，他ダムは

97.6～99.1％であり単純平均すると 98.5％であることから，他ダムと比較して確実に高い水

準での締固め品質を実現できたと考えられる． 

現場透水係数に注目すると，本ダムでは多くの既設ダムでは許容していない ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡよ

り乾燥側の含水比を許容して施工管理をしたが，他ダムと同等以上の遮水性能が確保され

ていることがわかる． 

 

2.6.6 その他の効果 

ここまでに第 2 章で提案する締固め管理領域を適用した小石原川ダムでは，品質管理試

験結果の締固め度が既設ダムと比して高いことを示した．これは締固め管理領域を改善す

ることで，同一の材料を使用した場合に，従来と比して相対的に高い品質が得られることを

意味している．この効果により，従来の締固め管理では所要の品質が確保できない材料でも，

ダム名 ⼩⽯原川 阿⽊川 奈良俣 味噌川 徳⼭
ダム⾼ 139 m 102 m 158 m 140 m 161 m

 (D c)1Ec （全粒度） 100.1% 99.1% 98.7% 98.4% 97.6%

現場透⽔係数k 1.1×10-6cm/sec 4.4×10-6cm/sec 1.4×10-6cm/sec 7.7×10-7cm/sec 2.2×10-6cm/sec

w -(w opt)1Ec  (全粒度） 0.5% 1.0% 0.9% − 1.2%

w -(w opt)1Ec  (室内粒度） 0.3% − − 1.1% −
室内試験のD max 37.5 mm 15.9 mm 15.9 mm 15.9 mm 37.5 mm

礫率 10% 17% 22% 24% 15%

含⽔⽐試験法 炉乾燥法 迅速法 RI法 迅速法 迅速法

現場密度試験法 RI 法 RI法 RI法 併⽤
（RI法,突き砂法） RI法
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本節で提案した締固め管理を行えば所要の品質が得られる場合がある． 

図-2.33 に小石原川ダムのコア材のブレンド比率の検討段階の室内試験結果の一例を示す．

図-2.33 は細粒材と粗粒材の混合比率を変化させた場合に締固めエネルギーCEL の影響を示

すものである．なお，前節までに記している室内試験とは使用している細粒材，粗粒材が異

なる材料である． 

図-2.33 の(a)，(b)を比較すると，粗粒材の比率が高くなっている(b)では CEL が 1Ec では

乾燥側の透水係数の上昇傾向が大きく，1Ec の最適含水比において室内試験の透水係数の規

格値（1.0×10-6cm/sec）を満足しないため，遮水材料としては不適当な材料となる．しかし締

固めエネルギーが 1.5Ec 以上であれば透水係数が規格値を満足する範囲が大幅に広がり，

CEL =1.5Ec, CEL=2,0Ec の最適含水比における透水係数は規格値を満足するため，CEL 

=1.5Ec 以上の現場管理が出来るならば遮水材料としての適用が可能となる． 

細粒材の賦存量が少なく必要量の確保が困難な現場では，本節で記した締固め管理領域

を適用することで，細粒材の使用量を抑えたブレンドの適用が可能になる場合があるので，

このような現場条件では，材料確保の面からも本節で記した締固め管理方法の採用価値が

高まると考えらえる． 

 

  

 

(a) 細粒：粗粒=1：2.5            (b) 細粒：粗粒=1：3.4 

図-2.33 細粒材使用料の抑制について検討した事例 
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2.7. まとめ 

遮水性盛土の品質管理の高度化・合理化を目指して，室内試験と現場盛立試験の結果に基

づき，盛土材の土質と締固めエネルギーレベル(CEL)に加えて飽和度の影響を考慮した管理

領域の設定方法を構築するとともに，実施工に適用し，その効果を確認した．以下に本章で

得られた結果を示す． 

 

1) 実施工での現場締固めエネルギーレベル CELf が 1Ec（標準プロクター）より高くなる

ことを想定し，従来はほとんど実施されていない，1Ec の最適含水比よりも乾燥側の条

件を含めた盛立試験を，小石原川ダムの遮水材料を用いて実施した． 

 

2) 盛立試験の砂置換孔から採取された材料を用いて，個別孔の粒度・乾燥密度・含水比・

飽和度・土粒子密度・礫比重を把握することで，CELf の値を出来るだけ正確に推定し

た．その結果，盛立試験の使用材料と施工仕様においては，現場全粒度試料の内部の最

大粒径 Dmax = 37.5 mm の部分に加わる CELfは 1.5Ec となり，現場全粒度試料に加わる

CELfは 1.5Ec を超えると推定されることを示した． 

 

3) 盛立試験結果に基づき，透水係数の規格値を満足するための下限となる飽和度を設定

し，この下限飽和度を参照して締固め土の含水比の管理範囲を設定した．飽和度の下限

値管理を導入することで，透水係数が規定値を満足しない状態を排除しつつ，1.5Ec で

の最適含水比よりもさらに乾燥側の含水比の範囲を許容できることを確認した． 

 

4) CELf＝1.5Ec の施工においては，1Ec の最適含水比ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡよりも乾燥側の領域におい

て，乾燥密度が高く飽和度が最適飽和度により近い締め固め状態が実現できることを

確認した．これにより，CELf が 1Ec よりも高い場合には，ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡより乾燥側の含水

比での施工を許容することで，ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡを含水比の管理上限とする従来の管理法より

も，遮水性能と強度・剛性が優れた締固めの実現を期待できることを示した． 

 

5) 1)~ 4) の検討結果に基づき，CELf と飽和度の管理を前提として，ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ~ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡ平面

における実施工における締固め状態の管理目標点と管理領域を定めた． 

ここに CEL=1Ec の締固め試験における最適含水比ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡにより正規化した含水比を

ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡሺൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡሻ，最大乾燥密度ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ ሿଵ୉ୡに基づく締固め度をሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡとして，

これらのパラメータを測定・評価して締固め管理を行った． 

 

6) 小石原川ダム本体建設工事における遮水ゾーンの品質管理記録を整理分析した結果，

全ての測定値は 5)で定めた管理領域内に収まり，平均締固め状態は 5)で定めた管理目
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標点付近にあること，すなわち，現場での Dmax = 37.5 mm の部分における 1Ec 基準の締

固め度は平均値でほぼ 100%であることを確認した．また，現場透水係数も十分に低く，

既往のダムと比して，総合的に高い品質を確保できていることを確認した． 

 

7) 6)に記した成果は，1)~5)に記したとおり，現場の締固めエネルギーレベルを考慮し飽和

度の下限値を設定することで，従来は多くのフィルダムで許容していなかったሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ

を下回る範囲での含水比を許容した結果であることを，各種の現場測定値に基づいて

確認し，本章で示した品質管理法の合理性を示すことができた． 
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第 3 章 地盤剛性指標の上下限値管理による遮水性盛土の締固め管理法 

3.1. 背景 

 

3.1.1. 社会的背景 

フィルダムのコアゾーンに代表される遮水性盛土の建設では，所要の乾燥密度と透水係

数を確保するため，粒度・粒子特性等の土質（以後，土質），含水比，締固めエネルギーレ

ベル（以後，Compaction Energy Level, CEL）を適切に管理するとともに，締固め後の盛立面

において現場密度試験を，或いは現場透水試験も行い，その品質を確認している．これらの

現場試験の実施には一定の試験時間と労力が必要で，特に現場透水係数には概ね 1 日を要

する．このため，日常管理における遮水性能確認は，搬出材の代表粒度と各層の施工後に乾

燥密度と含水比を測定し，それらが管理範囲にあることを確認するという間接的な手法で

実施されるのが一般的である 1)． 

これらの管理試験は，いずれも比較的少数の抜取検査であるために多くを実施できず，そ

の頻度から盛土全体の品質の一様性の確認が難しいという課題がある．このため，実施工に

おける盛土全体の一様性の確認や局所異常の有無については熟練技術者の目視監視による

技術的判断に頼って管理してきたのが実情であった． 

しかし，近年では少子高齢化や国家予算における建設予算の縮減，基幹産業の変化などの

影響を受け，建設業界では熟練技術者の減少が続いており 2)，従来のような多数の技術者を

投入する管理体制の構築は困難な状況になりつつある． 

このような課題を解決するために，ICT(Information and Communications Technology）によ

り人員不足の影響を補完することが建設業界全体の流れとなっている 3)．一般土工では

GNSS （Global Navigation Satellite System：全球測位衛星システム）を用いた ICT を活用し

た面的な盛土の施工管理が進んでおり，事前の盛立試験により転圧回数と乾燥密度等の関

係を確認したうえで，GNSS を用いた転圧回数管理により転圧後の密度試験を代替する品質

管理法（以後，「GNSS 管理」）も導入されている 4)．しかし，フィルダムコアゾーンの施工

に代表される遮水性盛土の締固め管理では，以下に記すとおり GNSS 管理では遮水性能が

担保できないため，前述した抜取検査型の品質管理から脱却できていない． 

GNSS 管理は，現場盛立試験により転圧回数と乾燥密度や沈下量等の関係を把握したうえ

で，現場の CEL を規定する締固め層厚，転圧回数を GNSS により管理することで間接的に

締固め状態を管理するものである．しかし，盛土の締固め状態は「乾燥密度と含水比」など

のように 2 つの指標から決まるが，GNSS 管理では締固め状態を示す定量的な指標の計測は

行わないため，GNSS 管理のみでは締固め状態を担保することが出来ない．別の言い方をす

ると，GNSS 管理は CEL の管理であり，材料が適切に管理されていることを前提に密度曲

線（𝑤 െ 𝜌ୢ曲線）や透水曲線（𝑤 െ 𝑘曲線）を特定することが出来るが，曲線上のどの位置

に締固め状態が位置するかについては特定できない．このため，遮水性能の担保には至らな
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い，のである． 

一方，RMV (Roller Measurement Value)5)或いは ICMV (Iintelligent Compaction Measurement 

Value）6)と呼ばれる転圧機に設置された加速度計の計測記録等を解析して得らえる種々の指

標と GNSS 記録を関連付けた定量的かつ面的な管理方法も普及しつつある 5) - 11)．なお，こ

れらの手法は Continues Compaction Control (CCC)5)，或いは Intelligent Compaction Data 

Management (ICDM)6),7),などの名称で呼ばれるが，本章では CCC で統一する． 

既存の CCC は，地盤剛性指標の下限値管理法（或いは変化率管理法）であるが，下記の

二つの問題がある．まず，遮水性盛土に利用される高含水比材料では，締固めに伴う剛性の

変化が小さく，特に遮水性能を確保するために推奨される最適含水比よりも湿潤側の含水

比ではこの傾向が顕著となり，地盤剛性指標の許容下限値の設定が難しい．このため，従前

よりCCCは高含水材料を用いた盛土の品質管理への適用が困難とされている 8), 9), 12)．また，

後述するように，現場の土質と CEL に対応する最適含水比よりも含水比が低い条件では，

地盤剛性が増加する一方で透水性も高くなるため，地盤剛性指標の下限値管理では透水係

数の上限値管理ができない，と言う本質的な問題がある． 

以上をまとめると，既存の面的な管理法には次の①～③のような課題があるため，フィル

ダムのコアゾーンの品質管理では，GNSS 等の ICT を利用した面的な管理記録は，施工層厚

管理や転圧回数管理を行うための補間的な施工管理記録や参考情報として取り扱われてお

り，従来の管理手法の代替手法としては位置づけられていない 13), 14)． 

既存の面的管理法の課題 

① GNSS 管理は CEL の管理法であり，GNSS 管理だけでは遮水性能を担保すること

にはならない， 

② 既存の CCC では地盤剛性指標の下限値管理を行うが，遮水性盛土において，湿潤

側では CEL と w の変化に伴う地盤剛性指標の変化が小さく適用が難しい， 

③ ③地盤剛性指標の下限値管理法では遮水性能は管理できない． 

このため，遮水性盛土において定量的かつ面的な品質管理が可能になれば，品質管理の高

度化・合理化が大きく推進され，フィルダム等の大規模工事ではその恩恵も大きい． 

CCC の導入による具体の効果として「施工と同時時に品質管理記録の取得が可能になる

ことによる，品質管理試験の省略や合理化」「定量的かつ面的なデータのリアルタイム確認

による，監督労務を補助・軽減」「抜取検査型の品質管理では把握が困難な，局所的な弱部

や異常箇所を把握」「抜取検査型の品質管理試験の試験箇所の決定補助」等が考えられる． 

 

このような背景から，本研究では，締固め土の地盤剛性指標の上限値管理に基づいた遮水

性能の管理法を，各種の室内試験と現場試験の結果に基づき詳細に検討した．具体には，室

内試験と現場盛立試験から得られた含水比の変化に伴う，透水係数𝑘 ,乾燥密度 𝜌ୢと地盤剛
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性指標の関係とそれに対する土質と CEL の影響を整理し，地盤剛性指標の上限値管理に基

づいた透水係数の間接的であるが迅速な評価法を構築し，実施工の品質管理に適用した 15)．

実施工への適用は，①落球探査法による変形係数，②ローラ加速度応答法による地盤剛性指

標，の 2 種類の地盤剛性指標を用いて段階的に適用しており，②の適用により，遮水性盛土

における CCC を実現した．第 3 章では室内試験と現場盛立試験の結果に基づく①の適用検

討のプロセスと適用実績について記し，②の適用検討のプロセスと適用実績については第 4

章にて記す． 

第 3 章の構成を記す．次項 3.1.2.に上記の新たな評価法の構築に至る理論的背景を記す．

3.2.節と 3.3.節に室内および実機を用いた現場盛立試験 の結果を記す．3.4.節では得られた

知見に基づく品質管理への適用検討のプロセスを記す．3.5.節では実施工における品質管理

試験結果を整理し，新たな評価法の妥当性を確認した．3.6.節では本章のまとめを記す． 

なお，本研究では，締固めた地盤における非水浸 CBR，平板載荷試験や落球探査法 16) 等

による変形係数，加速度応答スペクトル指標等の「地盤剛性を反映した測定値」を包括して

地盤剛性指標（Soil Stiffness Index, SSI）と称し，以後，SSI と略記する． 
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3.1.2. 理論的背景 

ここでは遮水材料として使用される土の締固め特性を述べ，締固め状態と各種物性の関

係を論じる．そのうえで地盤剛性指標 SSI を用いた締固め土の遮水性能管理に必要な条件

と，締固め土が所要の遮水性を確保されるために必要な SSI の管理範囲を論じる． 

締固め土の乾燥密度 𝜌d ，透水係数𝑘，地盤剛性指標 SSI と含水比 𝑤には，通常，図-3.1 に

示す関係がある． 

 

 
図-3.1 所定の土質と CEL における締固め土の工学的性質 

と本研究で提案する各物性値の管理範囲の概念図 

（文献 17)の図を図-3.2, 3.3 を参考に拡張） 
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図-3.1a)に示す SSI の等高線と図-3.1b)に示す SSI~𝑤関係は，図-3.2a)および後述する図-

3.15, 図-3.16 に基づいている．図-3.2a)は，シルト質砂の多様な転圧機を用いた実大締固め

試験で得た膨大なデータ 18)の解析によるものである 19 - 22)．▲, ●等の印のデータは，実大締

固め試験の代表例である．図-3.2a)の締固め曲線 A-A は，室内締固め試験（標準プロクター, 

1Ec）によるものである．最適飽和度ሺ𝑆𝑟ሻoptは，𝜌dが最大になる飽和度𝑆𝑟であり，粒度等の

土質と締固めエネルギーレベル CEL の変化に対する一定性が高い 19 - 22)．式 3-1 は，データ

解析 19- 22)で得た締固め土の非水浸 CBR の𝑆𝑟と𝜌ୢを変数とした経験式（𝜌௪は水の密度）であ

る． 

           𝐶𝐵𝑅 ൌ f஼஻ோሺ𝑆௥ሻ ∙ g஼஻ோሺ𝜌ୢሻ      (3-1a) 

   g஼஻ோሺ𝜌ୢሻ ൌ ሺ𝜌ௗ/𝜌௪ െ 0.4ሻଽ.ହ     (3-1b) 

f஼஻ோሺ𝑆௥ሻは𝑆௥の単調減少関数であり，図-3.2b にデータフィッティングの結果を示す． 

a)  

b)  
図-3.2 建設機械化研究所での実大締固め試験（原データ 18)，データ解析 19 - 22)）:  

a) 締固め状態の例，非水浸 CBR の等高線と締固め曲線 
b) 飽和度影響関数f஼஻ோሺ𝑆௥ሻ~𝑆௥関係 
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図-3.3 御母衣ダムコア試料室内試験による異なる CEL での締固め曲線と飽和透水係数 k 

の等高線（原データ 18), データ解析 19 - 22)） 
 

また，図-3.1 a)に示す𝑘の等高線と図-3.1 b)に示す𝑘~𝑤 関係は，図-3.3 に示す御母衣ダム

のコア材の室内試験 23)の解析結果 19 - 22)と第 2 章の図-2.5 に示した小石原川ダムの室内試験

結果によるものである．図-3.2a), 図-3.3 に示すような形状の SSI と𝑘の等高線は他のデータ

でも得られている 19 - 22),24)． 

SSI と𝑘の等高線がこのような形状になるのは，𝜌ୢが増加すると SSI は増加し𝑘は減少する

一方，飽和度𝑆௥が高くなると[1]サクションが低下して，骨格構造の概形を形成する粗粒子の

接点に凝集していた細粒子が分散することで骨格構造が弱くなり SSI が低下するとともに，

[2] サクションが低下すると骨格粒子間の空隙内で細い粒子が空隙内に分散するため，ミク

ロな空隙が平均的に小さくなり𝑘が減少するからである．これらは，文献 19 -22)で詳細に説明

されている． 

図-3.2 a)の CBR の等高線を見ると，各締固め曲線の最適含水比から湿潤側では，締固め

曲線に応じた CEL よりもかなり低い条件での密度から CBR 性が変化していない．これは前

述した①乾燥密度の増加に伴う剛性の増加，②飽和度の増加に伴う剛性の減少，の影響が釣

り合うことで締固めエネルギーの変化に伴う剛性の変化が生じていないものと理解される．

以上より，遮水性盛土のように所定の締固めエネルギーCEL の最適含水比ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐よりも

湿潤側の含水比で締固め管理を行う場合，SSI からは締固めエネルギーの大小は判断できな

いため，SSI の評価にあたっては CEL を別途管理する必要があると考えられる． 

図-3.1に示す関係に基づくと，粒度等の土質と現場の締固めエネルギーレベルCELfを一定

に管理し，管理法の妥当性を現場透水係数𝑘の測定によって適宜検証する場合は，前述した
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乾燥密度と含水比を用いた遮水性能の管理法と同様に，以下で説明するSSIに基づく管理法

が成り立つと考えられる． 

すなわち，𝑘を許容上限値𝑘ୡ୰以下の状態にするためには，図-3.1 a)で締固めた盛土の 

ሺ𝜌ୢ,𝑤ሻ  状態が𝑘ୡ୰の等高線よりも右上方に位置する必要がある．𝑘ୡ୰の等高線と CEL=CELf 

の締固め曲線との交点を A とし，この締固め曲線に沿って𝑤が増加して点 A から右側に移

動すると，図-3.1b), c)に示すように𝑘と SSI はともに減少する．この際 SSI は単調減少し，

𝑘は極小値を経て増加に転じるが，遮水材料では後述する含水比の管理上限値（図-3.1 の点

C）で𝑘 ൏ 𝑘ୡ୰を満足する材料を使用する．従って，透水係数を許容値𝑘ୡ୰以下とするには点 A

よりも右側に位置する必要があることから，点 A での𝑤は許容下限値となり，点 A での SSI

は許容上限値 SSIcr となる．ここで，点 A よりもやや湿潤側の点 B での SSI を管理上限値

SSIUBとすれば，SSI ≤ SSIUB(< SSIcr)となるように管理することができる．なお，点 B は透水

係数の許容上限値 kcr のコンターよりも右側に位置する飽和度の管理下限値 (Sr)UB と締固め

曲線との交点により設定する．このように，締固めた盛土の SSI の上限値管理によって間接

的であるが k の上限値管理ができる． 

含水比管理を考える場合には，CELfに対する最適含水比 ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐౜に対してやや湿潤側に

一定の管理範囲を設定して含水比𝑤を管理するのが合理的である 25)．上記の点 B は

ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐౜よりも若干乾燥側に位置するが，𝑘ୡ୰を満足する飽和度の下限値(Sr)UB との交点よ

りも湿潤側にあるため，B~C の範囲で含水比管理をすることで，所要の透水係数を満足す

ることが出来る． 

以上，遮水性盛土の品質管理には SSI の上限値管理が有効であることを述べた．一方，図

-3.1 に示すように，湿潤側の含水比で SSI の低下が進むと，土中間隙が増大により乾燥密度

の低下と透水係数の上昇に転じる．また，CEL が過大な場合は過転圧やウェービング等を

引き起こすことなる．このような状態を排除するため，𝑤の管理上限値を規定し，この際の

点 D における SSI を SSI の管理下限値 SSI LB として規定することが考えられる．この場合

においても，図-3.1 a)で SSI> SSI LB の領域内には締固めが不十分な領域も含まれているの

で，前述のように CEL の管理が別途必要となる． 

また，締固め状態は 𝜌ୢ と𝑤など 2 変数で定義されるので，SSI の値だけでは締固め状態

を同定できない．これに対して，現場の土質と CELfを一定に管理した場合は，それに対応

する現場締固め曲線と SSI の等高線の交点から締固め状態が同定される（図-3.1 a)）．その

場合は，落球探査試験，ローラ加速度応答法等から得た SSI の上限値管理によって締固め土

の透水係数𝑘の上限値管理を迅速に実施できると考えられる． 

上記の SSI の上限値管理の考え方を整理する過程において，「透水係数が飽和度と乾燥密

度の関数として説明できるのであれば，ダム等の遮水性盛土では築堤後において，湛水に伴

う飽和と自重沈下により，乾燥側での締固めを行っても経年的に透水係数は小さくなる可

能性があり，そのような状態に至るのであればさらに乾燥側の施工も許容できる可能性が

ないか？」といった議論があった． 
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これらの疑問のうち前半部分（乾燥側の施工後における飽和圧密後の透水係数の低下）に

ついては，乾燥側での締固めた後、築堤後に貯水の影響で飽和し，さらに自重圧密が進めば、

サクションが消失して間隙も小さな状態に土の状態が変化することで，飽和圧密後の透水

係数は低減することも考えられる．ただし、実際にこの様な現象が生じるかどうかの確認に

ついては実験等による確認が必要となり，今後の課題となる． 

疑問の後半部分（含水比の管理下限値の拡大の可能性）について，実ダムにおいて乾燥側

で締め固めた後に飽和圧密が進む状況を想定すると，圧密が進行するまでの間は規格値を

上回る透水係数が発現することになり，高い貯水圧下では飽和化と圧密の進行による透水

係数の低減がおこる前に細粒分の流出により初期の間隙が広がることで高透水の「みずみ

ち」が拡大し浸透破壊につながる可能性が懸念される．また，築堤後の遮水ゾーンの圧密沈

下が大きいと，隣接するフィルタゾーンとの沈下量との差により，フィルタへの偏荷重が作

用することが確認されており，コアの沈下は可能な限り小さくすることが望ましい．以上よ

り，「初期湛水における浸透破壊の可能性の排除」，「コアの沈下量の低減」という二つの視

点から，フィルダム遮水ゾーンの施工においては，極端な乾燥側の施工を避けるための地盤

剛性の上限値の設定は必要と考えられる． 

 

次節以降に，本章で記した理論的背景に基づき整理・分析した室内試験・現場盛立試験の

結果を記す． 
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【参考】飽和度と乾燥密度を用いた地盤剛性の定式化について 

龍岡の既往の研究 19)~22)において，剛性が飽和度と乾燥密度の関数として定義が可能で，

粒度等の土質（以後，「土質」）と剛性指標に応じた実験式を定めることが出来ることが示さ

れている．また，剛性以外の土の締固め状態に起因する強度や透水係数といった指標につい

ても，同様の定式化が可能であることが既往の研究の中で示されている． 

龍岡は既往の研究の中で，土の締固め状態を規定する与条件は土質，CEL，含水比である

が，締固め状態については，土質が規定されていれば乾燥密度と含水比，乾燥密度と飽和度

の 2 軸で表現が可能になり，特に飽和度を用いた場合には，CEL に独立した関数として規

定されることを示した。これは，剛性，強度，透水係数といった締固め土の工学的特性は土

質と締固め状態に起因することを示していることに他ならない． 

龍岡が示した剛性の定式化の手法では乾燥密度と飽和度を締固め状態を表現する要素と

して採用しているが，CEL やサクションなど，その他の要素を考慮していない。しかし、こ

れらの要因を考慮する必要性についての議論があることから，これについての包括的な考

え方を以下に整理する．なお，以下の整理における「剛性」は「強度」「透水係数」といっ

た乾燥密度と飽和度による同様の定式化が可能な他の工学的特性と置き換えても成立する

と考えられる． 

締固め後の剛性は締固めエネルギーレベルの影響を受けるが，その影響は剛性に対する

乾燥密度と飽和度の影響に含まれてる．つまり，乾燥密度・飽和度状態と CEL は独立では

ないため（つまり，締固め過程において，同じ締固め状態では一つの CEL が定まるため、

つまり乾燥密度と飽和度とは独立に CEL を変化させることができないこと），龍岡の実験式

には独立変数としての乾燥密度と飽和度に加えて CEL を独立変数として付け加えるは必要

ないこと（付け加えられないこと）ことが分かっている． 

同様に，CEL を徐々に大きくしていく締固めの過程では粒子破砕が必ず生じて，粒子破

砕量は CEL の影響を受けるが，粒子破砕量と乾燥密度/飽和度の締固め状態とは独立ではな

く（つまり、同じ締固め状態では一つの粒子破砕量が定まるため），剛性の経験式には、独

立変数として乾燥密度と飽和度の外に粒子破砕量を独立変数として付け加える必要はない

（付け加えられない），と考えられる．なお，CEL に応じた粒子破砕の特性は，CEL に応じ

た締固め特性と同様に土質よって変化するため，土質ごとに異なる実験式となる． 

全く同様に，剛性はサクションの影響を受けるが、サクションは締固め状態の関数であり

乾燥密度と飽和度の関数として表現できる 26)． 

従って，締固め過程において同じ締固め状態では一つのサクションの値が定まるため，剛

性の経験式には、独立変数として乾燥密度と飽和度に加えてサクションを独立変数として

付け加える必要はない（付け加えられない）と考えられる． 
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3.2. 室内試験による検討 

 

3.2.1. 試験条件 

図-3.1 に概念的に示した諸関係が小石原川ダムのコア材でも成立するか確認するために，

地盤剛性指標 SSI として非水浸 CBR（以後，𝐶𝐵𝑅と略記）を採用し粒度・CEL を変化させ

た室内試験として，突き固めによる土の締固め試験（JIS A 1210,B 法）,土の透水試験(JIS A 

1218),非水浸 CBR 試験を実施した．表-3.1 に粒度・CEL の組み合わせによる試験ケースの

一覧を示す． 

各試験の供試体は，突固めによる土の締固め試験 JIS A 1210 (B 法)の突固め方法（表-2.2,

再掲）により作成する．ただし，表-2.2 に示す A~C 法は 1 層あたりの突固め回数は CEL を

標準プロクターの 1Ec（≒550kJ/m3）の回数であるため，各ケースの CEL に応じて 1 層あた

りの突固め回数を補正して供試体を作製した． 

非水浸 CBR 試験について，通常の CBR 試験(JIS A 1218)では供試体を湿潤させた後に試

験を実施するが，今回の試験では施工時に確認される地盤剛性と他の締固め特性の関係を

把握することが目的であるため，含水比調整後に作成した供試体をそのまま用いて CBR 試

験を実施した． 

使用材料の粒度分布を図-3.4 に示す．Case 1~3 では，後述する盛立試験で使用した一般コ

ア材（コア材 B）を最大粒径 Dmax =37.5mm のせん頭粒度に調整した試料を用いた．母材で

ある盛立試験材は最大粒径 Dmax =150mm の全粒度での目標 Fc = 22%で混合製造した材料で

ある．Case 1~3 の試料を標準粒度とし，Fc の値を既往ダムの実績 27)を参考に設定した本ダ

ムにおける Fcの管理目標範囲（15～25%）の上下限値付近となるように製造した材料を Dmax 

= 37.5mm のせん頭粒度に調整し，それぞれ粗粒粒度（Case 4，Fc=18.3%）と細粒粒度(Case 

5，Fc=29.3%)の試料を作製し，使用した． 

小石原川ダムの一般コア材は強風化岩由来の礫混じり粘性土であり，粒径が 0.075mm 以

下の細粒分の含有率 Fcが 30～50%程度の細粒材と Fc が 5～15%程度の粗粒材を混合した材

料（コア材 A）と，コア材 A を基本に細粒材の一部を，直径 20~50mm の風化岩を破砕機で

粉砕して製造した人工細粒材で置換した材料（コア材 B）である． 

表-3.1 室内試験ケース一覧（試験粒度及び CEL） 

Case 

粒度（Dmax=37.5mm） 

粒度 
区分 

<0.075mm 
含有率(%) 

<4.75mm 
含有率(%) 

CEL 

Case 1 標準 26.0 58.4 0.5Ec 

Case 2 標準 26.0 58.4 1.0Ec 

Case 3 標準 26.0 58.4 2.0Ec 

Case 4 粗粒 18.3 44.5 1.0Ec 

Case 5 細粒 29.3 67.8 1.0Ec 
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表-2.2 供試体作製に関する諸元 【再掲】 

 

 

a) 室内試験粒度 15) 

 

b) 全粒度（頭粒度への調整前） 

図-3.4 粒度分布 
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A 2.5 10 3 25 19
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3.2.2. 試験結果 

図-3.5 に Case 1～3 の試験結果に基づく，標準粒度において CEL に応じた含水比－乾燥

密度，透水係数，剛性の関係を示す． 

図中の𝑘ୡ୰ି୪は室内透水試験の許容上限値である．フィルダムの遮水材料では許容上限値

に，室内透水試験では 1.0×10-6cm/sec を，現場透水試験では 1.0×10-5cm/sec を採用するのが

一般的である 28)．𝑘ୡ୰ି୪は𝑘ୡ୰の 1/10 に設定される理由は，現場盛土の不均質性と異方性等の

影響により現場透水係数は室内透水係数よりも大きくなる傾向があるため，安全側の余裕

も加味して経験的に設定されたものである 28)． 

室内試験と現場試験で上限値が異なるため，本章では室内試験による透水係数の許容上

限値を𝑘ୡ୰ି୪, 原位置試験による現場透水係数の許容上限値を𝑘ୡ୰と区別して略記する．なお，

透水係数の単位は[m/sec]が標準であるが，国内のダム建設事業では慣例的に[cm/sec]が使用

されているため，本研究でも[cm/sec]を使用している．  

図-3.5 a)の横軸は含水比𝑤の計測値であり，図-3.5 b)の横軸は各ケースの土質と CEL に応

じた最適含水比ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐との差により正規化した，正規化含水比𝑤ᇱ
େ୉୐ ൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐であ

る．図-3.5 b)より，概ね 𝑤ᇱ
େ୉୐ ൌ െ2~3%の範囲では𝑤ᇱが減少すると（すなわち飽和度 𝑆௥が

減少すると）𝐶𝐵𝑅は増加し，図-3.1 に示す概念図での傾向と良く一致している． 

図-3.5 より，CEL が高いほど最大乾燥密度( 𝜌ୢ)max が増加し，透水係数𝑘の最小値𝑘୫୧୬は低

下し，最適含水比ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐が減少するという一般的な傾向が見られる．また CEL が高い程，

   
a) 横軸＝ 𝑤           b) 横軸＝ 𝑤ᇱ

େ୉୐ ൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐ 
図-3.5 含水比～乾燥密度，透水係数，剛性の関係に対する CEL の影響（Case 1～3）15) 

1.65
1.70
1.75
1.80
1.85
1.90
1.95
2.00
2.05

5 10 15 20 25

乾
燥
密

度
, ρ

d
(g

/c
m

3 )

含水比w(%)

1.0E-08

1.0E-07

1.0E-06

1.0E-05

1.0E-04

1.0E-03

1.0E-02

5 10 15 20 25

透
水

係
数

, k
(c

m
/s

)

含水比w(%)

k=kcr-l

0

10

20

30

40

50

5 10 15 20 25

非
水

浸
C

B
R

(%
)

含水比w (%)

Case1 (CEL=0.5Ec, 標準）

Case2 (CEL=1.0Ec, 標準）

Case3 (CEL=2.0Ec, 標準）

1.65
1.70
1.75
1.80
1.85
1.90
1.95
2.00
2.05

-10 -5 0 5 10

乾
燥

密
度

, ρ
d 

(g
/c

m
3 )

含水比差, w'=w-wopt(CEL) (%)

1.0E-08

1.0E-07

1.0E-06

1.0E-05

1.0E-04

1.0E-03

1.0E-02

-10 -5 0 5 10

透
水

係
数

, k
(c

m
/s

)

含水比差, w'=w-wopt(CEL) (%)

k = kcr-l

0

10

20

30

40

50

-10 -5 0 5 10

非
水

浸
C

B
R

(%
)

正規化含水比, w'CEL= w - (wopt)CEL (%)

Case1 (CEL=0.5Ec, 標準）

Case2 (CEL=1.0Ec, 標準）

Case3 (CEL=2.0Ec, 標準）



3-13 

乾燥側で𝑤の減少に伴う𝐶𝐵𝑅の増加は大きく，その上昇量は 1.0Ec 以上の CEL でより大き

い．これらは，1.0Ec 以上の CEL で締固めを行えば，𝑤 ൏ ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐の乾燥側では地盤剛性

指標 SSI によって鋭敏に含水状態を判別できることを意味している．なお，後述する盛立試

験の結果からも，1Ec 以上の CELf が確保されればሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐よりも乾燥側での SSI の上昇が

より鋭敏になることを確認している． 

以上より，同一の材料では CEL が高いほど 𝜌ୢ , 𝑘 , SSI の物性は向上し，また含水比の変

化による 𝜌ୢと𝑘の変化は鈍くなる一方，SSI の変化は大きくなる．特に SSI の変化傾向に注

目すると，含水比𝑤が小さいほど SSI が上昇する左肩上がりの分布となり，特にሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐よ

り乾燥側における剛性の増加傾向が大きく，その傾向は CEL≧1Ec 以上で顕著である．これ

らのことから，性能向上と品質管理の容易さの両面から，より高い CEL で施工管理を行う

ことが有利といえる．  

次に粒度の影響を，図-3.6 を参照して検討する．前述の通り，試験粒度は実施工で想定さ

れるばらつきの範囲内で設定したが，この範囲内で粒度が変化しても，𝑤の変化による 𝜌ୢ，

𝑘，𝐶𝐵𝑅の変化傾向は変わらない．しかし，粒度が粗いほど，標準粒度に対してሺ 𝜌ୢሻ୫ୟ୶は若

干大きく𝑤୭୮୲は若干小さくなり，𝑘୫୧୬は若干大きくなる．また図-3.6 b)を見ると，粒度が粗

いほど，同一の𝑤ᇱ
େ୉୐ሺൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐ሻにおける𝐶𝐵𝑅は若干大きくなる．特に，𝑤ᇱ

େ୉୐が実施

工で想定される管理許容下限値よりも小さくなり𝑘 ൐ 𝑘ୡ୰ି୪となる𝑤ᇱ
େ୉୐ ൏ െ1%の範囲では，

この傾向が顕著になる．  

 

a) 横軸＝ 𝑤           b) 横軸＝ 𝑤ᇱ
େ୉୐ ൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐ 

図-3.6 含水比～乾燥密度，透水係数，剛性の関係に対する粒度の影響（Case 2, 4, 5）15) 
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図-3.7 に，図-3.5, 3.6 に示すデータの𝐶𝐵𝑅~ 𝑘 関係を示す．図-3.7 a)はエネルギーを変化さ

せた場合，図-3.7 b)は粒度を変化させた場合である．いずれのケースでも𝐶𝐵𝑅 ൏ 5%の範囲

で𝑘は極小値を示し，図-3.1 c)に示す概念図の傾向と一致している．図-3.7 a)は龍岡が御母衣

ダムのコア材の室内試験結果を用いた分析により示した CEL=1Ec と CEL=4Ec の𝐶𝐵𝑅~ 𝑘 関

係の推定結果 22)と類似する傾向を示している． 

表-3.2 に，各ケースでの𝜌ୢ ൌ ሾሺ𝜌ୢሻ୫ୟ୶ሿେ୉୐となるときの含水比の値 ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐および 𝐶𝐵𝑅

の値 ሺ𝐶𝐵𝑅୭୮୲ሻେ୉୐と，  𝑘 ൌ 𝑘ୡ୰ି୪ ሺൌ 1.0 ൈ 10଺cm/sሻとなる時の含水比  𝑤ୡ୰および  𝐶𝐵𝑅の値 

𝐶𝐵𝑅ୡ୰を示す．図-3.7 a)と表-3.2 から，同一粒度で CEL が 2.0Ec から 0.5Ec に低下すると

𝑘 ൑ 𝑘ୡ୰ି୪を満足する𝐶𝐵𝑅の範囲は大きく減少し𝑘 ൌ 𝑘ୡ୰ି୪となる𝐶𝐵𝑅ୡ୰は 60%から 5%と大き

く低下する．これは CEL が低下すると 𝜌ୢが低下して，𝐶𝐵𝑅が低下するとともに𝑘は増加す

るためである．この結果は，SSI の上限値管理によって遮水性能を管理する場合に，現場条

件として定めた CELfの値に対して施工時の CELfの値が不足した場合は，SSI の管理上限値

を満足していても遮水性能を満足しない可能性があることを意味しており，CELf 管理の重

要性を裏付けるものである． 

   

図-3.7 図-3.5, 3.6 に示す室内試験データより求めた CBR ~k 関係 15) 

表-3.2 室内試験での各種特性点における CBR と含水比の値 
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Case3 標準 2.0Ec 10.0 60※ 13.6 10.8

Case4 粗粒 1.0Ec 10.3 16 12.6 12.2

Case5 細粒 1.0Ec 5.0 24 14.8 13.3

※　外挿値

w cr

(%)

（w opt)CEL

(%)

CBR cr

(%)
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粒度
区分

CEL
(CBR opt)CEL
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図-3.7 b)と表-3.2 から，同一の CEL で粒度が粗になると， 𝑘 ൏ 𝑘ୡ୰ି୪ を満足するための

𝐶𝐵𝑅の上限値𝐶𝐵𝑅ୡ୰が低下し，遮水性能を満足する𝐶𝐵𝑅の範囲が狭くなることが分かる．た

だし，実施工で想定された Fc の変動（18%～30%）によって𝐶𝐵𝑅ୡ୰は 15～25％変化するが，

CEL の変動（0.5Ec ～2.0Ec）による変化に比べればその変化は小さい．  

いずれのケースでも，𝐶𝐵𝑅ୡ୰の値は， 𝑆௥ ൌ ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲状態での𝐶𝐵𝑅であるሺ𝐶𝐵𝑅୭୮୲ሻେ୉୐の値よ

りも大きい．この傾向は，今回の室内試験の範囲では CEL と粒度に関わらず，𝑘 ൌ 𝑘ୡ୰とな

る時の含水比𝑤ୡ୰はそれぞれのケースでの𝑆௥ ൌ ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲となる最適含水比 ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐よりも若

干小さく，図-3.1a), b)において点 C は点 T よりも左側に位置していることを意味している．

これは，𝑆௥をሺ𝑆௥ሻ୭୮୲付近の値に維持することによって𝑘ୡ୰よりも小さい𝑘を保証できて，点 C

を越えない範囲でやや乾燥側の施工を許容できることを示している． 

以上示したように，小石原川ダムの一般コア材の実施工で想定される遮水性能の確保が

可能な𝑤の範囲内ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐ ൑ 𝑤 ൑  ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐ ൅ 3~4%ሻにおいて，𝑤が減少すると地盤剛性指

標 SSI は増加することが確認できた． 

また，実施工で SSI を用いた遮水性能管理を実施する場合，必要な遮水性能を確保するた

めには，「現場の全粒度試料の内部の最大粒径 Dmax = 37.5mm の部分」に作用する締固めエ

ネルギーレベル CELf は 1.0Ec 以上確保することが望ましいこと，SSI の許容上限値に対す

る管理基準値 SSIUB の値は管理粒度の範囲内で最粗粒での値に基づいて決定する必要があ

ること，実施工での粒度等の土質と CELf の条件は SSIUB の値を決定した盛立試験での条件

と同等以上に保つ必要があることが分かった． 

なお，土質と CELfを一定の幅で管理する必要性については，従来型の 𝜌ୢと𝑤による遮水

性能の間接管理でも同様である．重要構造物であるフィルダムコアゾーンの施工において

は，土質と CELfの管理は一般土工と比較して，高頻度かつ多数の品質管理試験とより詳細

な施工仕様規定により管理されてきた．これらに加え，著者が携わった小石原川ダムでは土

質とCELfの管理は従来型の抜取試験型の品質管理と施工仕様規定による管理に加えて，ICT

を利用することでより高頻度な確認を行うことで品質保証を高めてきた．参考としてこれ

らの取組の概要を記す． 

粒度等土質については，通常は，細粒材と粗粒材と呼ばれる粒度の異なる 2 種類の母材を

互層にパイリングして，搬出時にバックホウで切り崩してブレンドすることで材料製造さ

れる．製造過程において，パイリングの際には代表粒度とブレンド比率に応じた層厚でパイ

リングすることを基本とし，パイル造成完了時と搬出時に粒度試験を行い，適切な幅の中に

納まっていることを確認する． 

小石原川ダムでは，搬出時の粒度確認試験は品質管理規定に則り 1 回/日の粒度試験を行

うとともに，画像粒度解析法 A)による ICT を併用して，1 回/30 分に搬出粒度の傾向確認を

実施することで，施工ロット内の粒度のばらつきの幅を確認しながら施工を行うことで品

質保証を高めている． 

現場の締固めエネルギーレベル CELfの管理については，従来は，試験施工で所要の性能
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が確保できる施工仕様（撒き出し厚，転圧機種，転圧回数）を定めて，この仕様どおり施工

する施工仕様規定型の管理が行われてきた．仕様通りの施工が行われているかの確認は，発

注者と受注者の双方の監督員が目視により確認を行い，チェックシート等の紙媒体に記録

を残して保管するという方法が一般的であった．小石原川ダムでは，CELf の確認は ICT 施

工記録による管理を行った．以上に概説した土質と CELf の ICT 施工管理については，第 5

章で詳述する． 

 

  



3-17 

3.3. 現場盛立試験による検討 

3.2.節で説明した室内試験で得られた含水比𝑤と乾燥密度 𝜌ୢ  ，透水係数𝑘，地盤剛性指標

SSI の相関性が現場に適用できるか，実施工に先立ち盛立試験を実施して確認した．この盛

立試験は第 2 章で説明した現場盛立試験である． 

盛立試験では，SSI として落球探査法 16)による変形係数 E と加速度応答スペクトル指標の

一つである CCV（Compaction Control Value）5), 6),29)の 2 種類を採用した．第 3 章では，前者

の変形係数を解析した結果を報告する． 

図-3.8 に落球探査法の機器構成 16)を示す．落球探査法は Hertz が提案した弾性球体の接触

理論に基づいており，重錘の着地を，半径無限大の球体とみなされる地球（地盤）と，もう

1 つの球体である重錘との接触現象ととらえ，その挙動から地盤の変形係数Ｅを推定する試

験法である 16),30)．重錘の着地時加速度センサーで捉えた衝撃波の継続時間（接触時間）は

地盤が柔らかい（Ｅが小さい）ほど長く，硬いほど短くなるため（図-3.9），接触時間からＥ

が推定できる．このとき経験的な相関式を用いることなく Hertz 理論式に接触時間と重錘の

諸元を代入して変形係数 E を算出する． 

落球探査法による変形係数 E は平板載荷試験による地盤反力係数 K30（1.25mm 沈下時の

荷重沈下曲線の割線）に相当する変形係数と概ね１：１の良好な相関が得られることが確認

されており 16) ,30)，平板載荷試験と同等のひずみレベルによる変形係数を計測していると考

えられる．変形係数から理論的に換算した地盤反力係数 K 値と経験式を用いて現場 CBR へ

の換算も可能である 30)．これら落球探査法の試験方法や原理等の詳細については参考文献

16),30)を参照されたい． 

  

 

  
図-3.8 落球探査法の機器構成 16) 

（参考文献 16）の図-1 より引用） 

図-3.9 地盤の硬軟と接触時間の関係 16) 

（参考文献 16）の図-2 より引用） 
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3.3.1. 試験条件 

表-3.3 に，試験ケースと試験項目の一覧を示す． 

小石原川ダムでは施工の途中段階でブレンド比率を変更したため，後述するとおり 2 種

類のコア材を使用している．このため，材料ごとに盛立試験を行い，その品質と適用性を確

認している．この 2 種類のコア材は盛立試験に使用した材料の粒度分布の傾向が若干異な

り，その影響が地盤剛性指標 SSI の計測結果にも反映されていた．このため，第 3 章と第 4

章では各コア材料の傾向に特徴に注目した比較・考察を行うため，試験ケース名を第 2 章と

異なる形でリネームしている． 

地盤剛性指標 SSI の計測については，落球探査法による変形係数 E とローラ加速度応答

法による計測指標の一つである CCV（Compaction Control Value）の 2 種類の SSI を計測し

た．以後，本論文では，特に注釈のない限り「変形係数」とは「落球探査法による変形係数」

のことを示す． 

表-3.3 に示す含水比は，「盛立試験での現場全粒度試料の内部の最大粒径 Dmax = 37.5mm の

部分」の施工時の含水比であり，標準プロクター1Ec での最適含水比ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡを基準にして

ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ ൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ ൌ െ1.9% ~ 2.2% の範囲で複数設定した．本節ではｗの変化に伴う，

締固めた土の地盤剛性指標，現場透水係数，及び両者の相関の変化を分析した．第 2 章 2.5.1.

で記したとおり，盛立試験を行う含水比の範囲は現場透水係数が品質管理基準を満足しな

いことが予測された乾燥側の値まで含んでいる．なお，表-3.3 には記載していないが，乾燥

密度，含水比については Walker-Holtz の礫率補正式 31)によって全粒度試料の現場締固め状

態から Dmax = 37.5mm 材料の締固め状態を算定するため，各試験孔から採取した材料を用い

て粒度試験（JIS A 1204）と土粒子密度試験( JIS A 1202)，礫の比重・吸水率試験 (JIS A 1110)

を実施している． 

盛立試験は，10t 級平滑振動ローラを用いて，実施工と同じ仕上がり厚 30cm で 3 層の試

験ヤードを造成し，下層地盤の影響を受けないよう 3 層目で各種の現場試験を実施した．第

2 章の図-2.14 に示した盛立試験ヤードの造成例と試験孔の基本配置を再掲する． 

表-3.3 盛立試験ケース一覧 

 

現場密度試験
(JGS1611)

現場透水試験
(JGS1316)

地盤剛性指標1
変形係数E

地盤剛性指標2
CCV

Case1-1 -1.70% ○ ○ ○ －
※1 コア材A，w:管理下限値より乾燥側

Case1-2 -0.8% ○ ○ ○ ○ コア材A，w:管理下限値

Case1-3 0.50% ○ ○ ○ ○ コア材A，w:中間含水比

Case1-4 2.20% ○ ○ ○ ○ コア材A，w:管理上限値

Case2-1 -1.90% ○ ○ ○ －
※2 コア材B，w:管理下限値より乾燥側

Case2-2 -1.00% ○ ○ ○ ○ コア材B，w:管理下限値

Case2-3 0.20% ○ ○ ○ ○ コア材B，w:中間含水比

Case2-4 2.20% ○ ○ ○ ○ コア材B，w:管理上限値

※1 計測機器の故障により未実施　　　※2 施工層のみの含水比調整であったため参考値扱い

備考Case
正規化含水比（1Ec基準）

w' 1Ec=w- (w opt)1Ec
(-37.5mm粒度）

試験項目
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図-3.10 に各ケースでの原位置全粒度試験材の平均粒度分布を示す．粒度分布は転圧後に

実施した現場密度試験孔から採取した試料を用いた試験値であり，転圧破砕の影響が考慮

されている．使用材料は全て小石原川ダムの一般コア材であり，Case 1 では，一般コア材の

標準粒度として製造したコア材 A を使用した．Case 2 では，製造時に使用する細粒材の一

部を直径 20~50mmの風化岩を破砕機で粉砕して製造した人工細粒材で置換したコア材Bを

使用した．図-3.10a)のとおり製造時はコア材 B の方では 4.75mm 以下含有率を若干高めに製

造しているが，図-3.10b)より転圧面での粒度は転圧破砕の影響により，粒度分布はコア材

A,B で同等となっている．ただし，追加試験として実施した Case 1-1 は試験材料を別に製造

したため，Case 1-2～4 より粒径 0.075mm～4.75mm の含有量が若干多い． 

 

   
図-2.14 盛立試験ヤード造成例と原位置試験孔の基本配置 【再掲】 

 
a) 搬出時 

 
b) 転圧後 

図-3.10 盛立試験での原位置全粒度材料の平均粒度分布 15) 
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3.3.2. 試験結果 

図-3.11 に，現場試験により得られた含水比𝑤の変化に伴う，乾燥密度 𝜌ୢ，締固め度ሺ𝐷௖ሻଵ୉ୡ，

現場透水係数𝑘，変形係数 E の変化を示す．図-3.11 には，実施工の施工仕様である転圧回数

（N=8）での測定結果を示しており，各ケースで実施した 5 点の個別試験値と，その平均値

をプロットした．コア材 A (Case 1)とコア材 B (Case 2)では締固め特性が異なりሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡの

値が異なる．このため，各ケースの原位置密度試験孔群の近傍で採取した代表試料を Dmax = 

37.5 mm のせん頭粒度で調整した試料（以後< 37.5 mm 試料）を用いた室内締固め試験(1Ec)

によって得たሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡを用いて，横軸の座標を 1Ec 基準の正規化含水比ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ ൌ 𝑤 െ

ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡとしてデータ整理した．図-3.11a)に示すሺ𝐷௖ሻଵ୉ୡは原位置全粒度試料の内部の Dmax = 

37.5mm の部分の締固め度であり，その算出方法と採用経緯については「第 2 章_2.4.2 締固

め効果の評価方法」を参照されたい．図-3.10a を見ると，コア材 A, B のいずれでも，ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ ൌ

𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡが-0.8%程度の時にሺ𝐷௖ሻଵ୉ୡはピーク値を示している．これは，現場での全粒度

試料の内部の< 37.5 mm の部分が受けた締固めエネルギーレベルは１Ec を超えていること

を示している．なお，「2.4.2. 締固め効果の評価方法」に記したとおり，現場全粒度試料が

受けた締固めエネルギーレベルは，それよりも高い． 

図-3.11 に示すように，粒度等の土質および CELf が一定とみなせる現場条件下で実施し

  
図-3.11 盛立試験の結果（N=8）15) 
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た遮水性材料の盛立試験で得られた含水比と乾燥密度・透水係数・変形係数の関係の傾向は，

図-3.1 の概念図，および図- 3.5, 図-3.6 に示す室内試験結果の傾向と良く一致している． 

粒度等の土質の影響を確認するためにコア材 A，B の挙動を比較すると，コア材 B の方

が，同一のሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡにおける𝑘と E が低めにシフトしている．特に，ሺ𝑤′ሻଵ୉ୡ ൏ 0 の範囲では，

コア材 A と比して E の値の低下が著しい．一方，乾燥密度については最も湿潤側のケース

を除き材料 B の方が材料 A よりも相対的に高い結果が得られている．図-3. 12 に示すよう

に，盛立試験前に実施した室内試験でも同様の傾向が得られている．乾燥密度が増加した理

由として土粒子密度がコア材 A では 2.75g/cm3 であったのに対し，コア材 B は 2.88g/cm3 と

増加していることが挙げられる． 

また，現場試験においては，コア材 B では透水係数も小さくなっていることから，単純

な土粒子密度の増加だけでなく，締固めによる間隙が減少しているものと推定される．図-

3.10 b)のとおり転圧面におけるコア材 A,B の粒度分布は同等であることから，人工細粒材

の置換による粒子特性の変化の影響を受けている，と考えられる． 

人工細粒材は 20~50mm の風化岩を破砕機で粉砕して製造しているが，使用された破砕機

はセメントや石灰の微粒分の粒形改善※に使用される機械であった．このため，人工細粒材

の製造過程において，粗粒子と細粒子の粒形改善※も行われていると推定される．既往の研

究 32)より，土粒子の粒形が球形に近づくことで，コア材 A と比べて粗粒子を主体に形成さ

 
図-3.12 室内試験結果 
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れる骨格構造による間隙が小さくなるとともに，細粒子による間隙の充填が容易になり，ま

た細粒子による保水性の向上が改善すると考えられる．この結果，締固め後に形成される間

隙が相対的に小さくなり，乾燥密度と遮水性は向上する一方で，保水性の向上によって粒子

移動が容易になることで剛性が低下しているものと推定される． 

※ 本論文では，コア材細粒分の隙間への充填性の観点から，粒子形状が球形に近く凹凸が

小さい状態を「粒子形状が良い」とし，粒形改善とは「粒子形状が良い」状態に近づく

ことを指すものとする．なお，材料の用途によって「粒子形状の良否」の定義は異なる

ことに注意されたい． 

コア材 B の𝑘はコア材 A と比較して全体的に 1 オーダー程度低く， െ2% ൏ ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ ൏ 2%

の範囲全体で，現場透水係数𝑘は許容上限値𝑘ୡ୰（=1.0×10-5cm/sec）よりもかなり低い．また，

後述のように，コア材 B では，含水比が管理下限値 WL より低い条件にあっても，E が設

定した管理上限値以下であれば𝑘は許容上限値𝑘ୡ୰以下となる． 

図-3. 13 に，盛立試験で得られた変形係数 E と現場透水係数𝑘の関係を示す．現場試験で

あるため個別値は不可避的にばらついたが，平均値は E の減少とともに𝑘が減少し，E があ

る値以下になると𝑘は若干増加している．これらの傾向は図-3.1 c)の模式図と図-3.7 に示す

室内実験の結果と同様である．図-3. 13 より，Case 1 （コア材 A）と Case 2 (コア材 B)のい

ずれも，E が概ね 10MPa 以下であれば𝑘 は管理基準値𝑘ୡ୰以下となると判断できる． 

𝑤の管理範囲は， ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ െ 0.8% ~ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ ൅ 2.2%  （即ち，ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ ൌ െ0.8%~2.2%）

である．図-3.11 を見ても，このሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡの管理範囲内では，E は 6.0MPa 程度以下となり，𝑘

は許容上限値 𝑘ୡ୰よりも十分小さい範囲で管理される． 

 

図-3. 13 盛立試験における透水係数と変形係数の関係 15)  
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【参考】走査電子顕微鏡（SEM)による粒子形状分析 

3.3.2 に記した，「人工細粒材の製造過程で粒子形状が改善された」という推論を確認する

ために，走査電子顕微鏡（SEM)にてコア材 A,B の骨格構造の観察と粒子形状分析を実施し

た．ただし，これらは本研究の主要な検討事項ではないため，ここでは結果の概要のみを記

し，詳細については付録 C に記す． 

緑川・丸山は高流動コンクリートの研究の一環として微粒分の形状係数と保水能力に関

する研究 32）を行っており，長短比と凸凹係数を用いた形状係数は粒子形状を表わす有効な

手段となること, 粉体の充填性は粒子形状と粒度分布に関係し, 粒子形状が球に近いほど, 

かつ, 粒子全体にわたり粒子間の隙間を埋める別な粒子が存在するような粒度分布ほど充

填性が良いこと, 粉体の保水性能のうち粒子形状は粒子表面への吸着水に, 粒度分布は粒

子間保有水に関係することを言及している．これらの特長は土質材料にも一定程度当ては

まるとの考えから，上記の推察に至っている．  

写真-3.1 に小石原川ダムコア材 A,B および T ダムのコア材 C，A ダムのコア材 D の SEM

による 2 次電子写真（倍率＝500 倍）を示す．コア材 A,B ともに扁平な粗粒子が骨格構造の

中に存在していることが確認できる． 

コア材 A,B は三郡変成岩に類する堆積岩と凝灰岩がホルンフェルス化した変成岩が風化

して粘土化した材料が母材である．風化前の母岩は扁平形状に破砕される性質があり，風化

後のコア材の粒子構造も粗粒子については同様の構造を有した粒子が存在するようである．

コア材 A,B を比較した場合に，人工細粒材を含むコア材 B では扁平な板状の粒子が若干少

なくなっているように見える． 

T ダムのコア材料である試料 3 では，試料 1,2 に見られる板状の粗粒子がほとんど存在し

ない．A ダムのコア材料である試料 4 では，板状の粗粒子が確認できるが，試料 1,2 と比べ

るとその数は少ない． 

小石原川ダムのコア材の粒度分布は細粒分含有率を Fc=20%程度と既往のダムと比べて高

めに設定している．既往のダムでは Fc=15%程度の事例が多いが，小石原川ダムでは Fc=15%

程度とした場合には，透水係数が規格値に対して十分な余裕が確保できなかったことによ

る．これは，上記のような粒子形状の影響を受けていたものと思われる． 

表-3.4 に人工細粒材の母材と破砕材の画像解析に基づく形状係数の統計処理結果の概要

表-3.4 破砕前後の形状係数の比較 

形状係数 母材 破砕材 

凹凸係数 
平均値 1.587 1.547 

標準偏差 0.917 0.560 

長短比 
平均値 1.466 1.506 

標準偏差 0.398 0.392 
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を示す．表-3.4 より破砕材は長短比の統計値には大きな変化はないが，凹凸係数が改善され

ていることがわかる（凹凸係数は小さいほど球体に近い）． 

ただし，これらの分析結果については，①使用した材料が各ダムの物性を真に代表してい

るかどうかは不明である，②各試料の統計分析に用いた母数が大きく異なる，といった課題

がある．このため，ここまでに記した形状係数に関する分析結果は十分な信頼性があるとは

言い難く，参考資料としての位置づけと考える． 
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(a) コア材 A                            (b) コア材 B 

写真-3.1 SEM による骨格構造観察（2 次電子写真,倍率＝500 倍） 
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(c) コア材 C                            (d) コア材 D 

写真-3.1 SEM による骨格構造観察（2 次電子写真,倍率＝500 倍） 
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3.3.3. 締固め状態と地盤剛性指標 

図-3. 14 に，コア材 A の締固め状態の管理範囲と地盤剛性指標としての変形係数 E の等

高線を示す．図-3. 14 は，図-3.1 a)の模式図と整合している．なお，図-3. 14 に示す異なる転

圧回数 N での現場締固め曲線の推定法 33)は，第 2 章を参照されたい． 

本ダムでの締固め状態の管理範囲は，第 2 章で詳述したとおり，ሺ𝐷௖ሻଵ୉ୡ，𝑤，𝑆௥のそれぞ

れの管理範囲の組み合わせによって構成されており，設計で要求される透水係数，強度等の

物性を保証するように設定した．締固め管理範囲についての詳細は第 2 章を参照されたい． 

強度と締固め度の関係について補足すると，小石原川ダムのコア材では断面設計のすべ

り計算に使用する c,φの設定根拠となる三軸試験の供試体作製時の締固め状態を参考に，密

度の管理下限値を設定しており，実施工時の締固め度の下限値 95%における乾燥密度は乾

燥密度の管理下限値に対して余裕をもって満足するような関係ある．このことから締固め

度の下限値を満足すれば設計上の内部摩擦角は確実に確保されると考えられる．  

第 1 章で述べたとおり，土の締固め状態は( 𝜌ୢ, 𝑤)などの 2 変数によって決まるため，地

盤剛性指標 SSI だけでは締固め状態を推定することはできない．一方で，既往の SSI の下限

値管理では常に SSI と 𝜌ୢに正の相関がある前提での管理がなされているが，図-3. 14 のとお

り，遮水性盛土では SSI（ここでは変形係数 E ）の計測結果からは 𝜌ୢの概略値すら推定で

きず，むしろ遮水性盛土の SSI は含水比𝑤の影響が支配的である． 

 

WL  含水比の管理下限値  WU  含水比の管理上限値  𝑆௥𝐿  飽和度の管理下限値 

図-3. 14 締固め状態の管理範囲と変形係数 E の等高線の比較 15) 
（コア材 A の Dmax = 37.5mm 試料） 
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図-3. 15 に龍岡が，土木研究所での共同研究 34), 35)として実施された実大締固め実験の結

果に基づき整理した，異なる現場締固め曲線と，SSI(KP FWD)コンター，𝑆௥コンターの関係 36), 

37)を示す．共同研究 34), 35)では 10 種類の重・軽量締固め機械を用いて複数の w で山砂(Dmax= 

9.5mm; D50= 0.18mm, Uc= 6.7, Fc=15.3%)の実大締固め試験が行われた．図-3. 15 からも，𝑆௥ ൌ

ሺ𝑆௥ሻ୭୮୲の状態の近傍では SSI の等高線と w 一定線はほぼ鉛直で平行であり，SSI と w が既

知でも 𝜌ୢを精度良く推定できない．つまり，通常は「SSI は 𝜌ୢの指標」と考えられている

が，むしろ「SSI は w の指標」となっている． 

以上より，遮水性盛土や山砂のような細粒分含有率が 15%程度より高く，CEL=1Ec にお

ける最適含水比が 15%前後より高い材料では，「SSI は 𝜌ୢの指標とはならず，ｗの指標と考

えられる」ことが分かった．SSI（ここでは変形係数 E ）を管理することで  𝜌ୢ~𝑤 平面にお

ける横軸の位置が同定できるため，材料の粒度等の土質と CELfを一定に管理することによ

り現場締固め曲線を確定できる場合は，SSI（ここでは変形係数 E ）の等高線と現場締固め

曲線の交点から締固め状態( 𝜌ୢ , 𝑤)を同定できる．以上より，SSI の上限値管理によって透

水係数の上限値管理ができる．この締固め状態の管理方法は，E 以外の SSI でも適用可能で

あると考えられる． 

図-3. 16 は吉田ら 38)による小石原川ダムのコア材の試験材料を用いて実施した中型三軸

圧縮試験で測定された変形係数 E50とせん断強度（最大軸差応力）qmax の実験式に基づく E50

と qmax 等高線である．剛性指標である E50 のコンターは，同一含水比における密度上昇過程

に着目すると，図-3. 16 に示すコア材の E50 の傾向は，図-3. 15 と類似の傾向を示すものの，

高飽和度状態における剛性低下の傾向がやや強い。図-3. 14 に示した現場での剛性の傾向に

 

図-3. 15 実大締固め試験 34),35)結果に基づく CEL が異なる締固め曲線群と 
地盤剛性指標・飽和度の等高線の関係 36), 37)（参考文献 36）, 37)より引用） 
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方が，図-3. 15 の傾向により近い．このように図-3. 14 に示した現場での剛性の傾向図-3. 16

に示すE50の傾向とかなり異なることの要因の一つとして，土質の違いの影響が考えられる．

すなわち、図-3. 16 は最大粒径 19mm の試料を用いた室内試験結果であり，供試体には 19mm

以上の粒形の骨格構造が存在しないため，骨格構造が相対的に不安定な構造になることで，

同一含水比における密度・飽和度の上昇時には飽和度上昇による剛性低下の影響が強く現

れている，ことが考えられる． 

また図-3. 16 に示す最大軸差応力 qmax のコンターは変形係数 E50 のコンターと傾向が異な

り，飽和度コンターが最適飽和度（(Sr)opt = 88.2%）付近までは密度の上昇に応じた増加傾向

が顕著である．これは最大軸差応力が発生する際の供試体のひずみレベルの影響を受けて

いるものと考えられる．すなわち最大軸差応力発現時のひずみレベルが大きいことで，締固

め時の土粒子配列に飽和度が与える影響が減じられるためと考えられる．このような効果

はサクションの影響が大きい低飽和度側で大きく，飽和度上昇の剛性低下，強度低下にはひ

ずみレベルの大きさに関わらず影響を受けると推定される． 

図-3. 17, 図-3. 18 に Case1 におけるコア材転圧回数に応じた変形係数，乾燥密度，飽和度

の変化を示す（図-3. 14 と整合するデータ）．図-3. 17, 図-3. 18 には計測項目ごとに転圧回数

ごとの平均値をプロットした．突き砂法と変形係数の計測結果については個別値の計測幅

も併せて記載している．図-3. 14 の考察でも記したとおり，転圧回数の増に伴う変形係数Ｅ

の変化はごくわずかであり，変形係数は締固め時の含水比の影響を強く受けている．また，

全てのケースで転圧回数の増にともない，Ｅは一時的に増加したのち減少に転じているこ

とがわかる．これは，[1]乾燥密度の上昇に伴う剛性の増加，と[2]飽和度の上昇に伴う剛性

の減少，のバランスによるもので，転圧が進むほど[1]<[2]となることを意味する． 

  

 
図-3. 16 小石原川ダムのコア材の締固め曲線，UU 三軸試験による E50及び qmax のコンタ

ーと供試体の締固め状態（参考文献 38)をの図-2 転載） 
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a)  Case1-1(w’1Ec=-1.7%) a)  Case1-1(w’1Ec=-1.7%) 

  
b) Case1-2(w’1Ec=-0.8%)  b) Case1-2(w’1Ec=-0.8%)  

  
c) Case1-3(w’1Ec=0.5%)  c) Case1-3(w’1Ec=0.5%)  

  
d) Case1-4(w’1Ec=2.2%)  d) Case1-4(w’1Ec=2.2%)  

図-3. 17 転圧回数～E,ρd の関係 図-3. 18 転圧回数～E,Sr の関係 
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表-3.5 に，第 2 章で記したコア材 A の試験施工（Case1-1~1-4）における盛立面の状況観

察結果を再掲し，再度考察する． 

Case1-2 では 1Ec の最適含水比よりも低い条件であるものの，透水係数が規格値を満足し

ており，締固め後の盛立面の表面は軽く湿潤している状態で，触診時に指先を盛立面に押さ

えつけると僅かに凹む．その他に目視確認できる特徴として，Case1-2 では「長靴の足跡が

残る」，「転圧時にローラの沈み込みが確認できる」「ローラの轍が確認できる」といった特

徴がある．一方，透水係数が規格値を満足しない Case1-1 では，写真から盛立面の乾燥が著

しいことが分かる．触診においても盛立面は乾燥しており，転圧面に指を押し付けても跡が

つかない．その他に目視確認できる特徴として，「施工中に強風で粉塵が舞う」「長靴の足跡

がつかない」「振動ローラの沈み込みが確認できない（むしろ跳ねる）」「ローラの轍がほと

んど残らない」などが挙げられる． 

このように，所要の透水係数を満足する状況では土中の含水量が一定程度あり，飽和度も

高くなっているため，目視で確認される転圧面の状態も湿潤しており，転圧後の地盤剛性が

極端に高くなることはない，という現場で目視確認された特性が，図-3.11, 図-3. 14, 図-3. 17, 

図-3. 18 に示した盛立試験における地盤剛性指標のデータからも確認できる． 
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表-3.5 試験施工時の盛立面の状況の比較※ 

(a) 撒き出し後 

 

※表-2.3 を元に Case 名を表-3.3 に合わせてリネーム  
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（ｂ）転圧後 
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3.4. 地盤剛性指標の上下限値管理による遮水性盛土の締固め管理法 

本節では，「地盤剛性指標の上下限値管理による遮水性盛土の締固め管理法」（以後，「SSI

の上下限値管理法」）の考え方を示し，具体の事例として小石原川ダムにおける SSI として

採用した変形係数 E の管理上限値 EUB の設定手順を示す．そのうえで提案する管理法の適

用条件等を示す． 

なお，面的な品質管理を実現するために，SSI としてローラ加速度応答法による指標を採

用した場合の，「SSI の上下限値管理法」については，第 4 章にて記す． 

 

3.4.1. 管理法の考え方 

(1) 基本思想 

3.2.および 3.3.に示した室内試験および盛立試験の結果より，地盤剛性～透水係数の関係

（SSI~k 関係）の大きな特徴は次のとおりである．遮水性盛土の SSI~k 関係は締固めにおけ

る CEL と材料の粒度等の土質（以後，「土質」）によって変化し，一義的に定まるものでは

ないが，基本的な分布傾向は図-3.7 や図-3.13 のとおり，V 字型の分布となる．この V 字型

分布の形状は，透水係数が極小値となる点よりも右側の剛性上昇局面において透水係数の

上昇が大きい． 

このため剛性の上限値管理を行うことで，透水係数の上限値管理が可能になり，特に

SSI~k 関係に影響を与える CEL と土質の条件を一定に保てば，SSI~k 関係は一義的となり，

ｋの上限値管理を SSI の上限値の特定が可能になる． 

図-3. 19 に盛立試験 Case1 の結果を用いて，「SSI の上下限値管理法」のイメージを示す．

「SSI の上下限値管理法」では，土質を概ね一定で管理することを前提に，締固めエネルギ

ー（転圧回数，施工厚等）についても ICT 施工により施工仕様を確実に満足するよう管理し

た場合には，密度曲線が固定されることで含水比～密度，透水，剛性の関係が一つに定まる．

 
図-3. 19  「SSI の上下限値管理法」の基本思想（イメージ） 
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この時，①SSI の上限値を管理することで乾燥側における透水係数の上昇を抑制するととも

に，②SSI の下限値を管理することで湿潤側における密度とトラフィカビリティの低下を抑

制することが可能になる． 

(2) 既往の SSI を用いた管理法との違い 

既往の SSI を用いた締固め管理法（以後「既往の管理法」は，乾燥密度と SSI の間に正の

相関があることを前提に，SSI の下限値を管理することで，所定の乾燥密度或いは間隙比の

規格を満足することを目指したものである． 

既往の管理法について，龍岡は①極端に乾燥側の締固めでは浸水コラプスの危険性を排

除できない，②乾燥密度と飽和度が不十分な締固め状態でも乾燥側では高い剛性が発現す

る場合があり，不適切な施工を許容する可能性がある，という課題を指摘している 19),22)． 

本研究で提案する「SSI の上下限値管理法」では，前節までの試験結果より， SSI の上限

値の管理を行うことで①②の課題を排除するとともに，盛土の遮水性能の管理も可能とし

ている．また，遮水性盛土等の高含水比材料のように SSI と乾燥密度に正の相関がみられな

いことから，CEL の管理を別途行い物性曲線を固定することで，SSI による締固め状態の管

理を可能にしている． 

(3) 密度～含水比を用いた締固め管理法との違い 

図-3. 20 に従来型の「密度，含水比による管理法」と「SSI の上下限値管理法」の比較を

イメージで示す．従来の管理法は w-ρd 平面上の分布が規定する範囲内に収まるによって締

固め状態を管理する方法で，含水比と乾燥密度の 2 変数による締固め管理法である．本研究

で提案する「SSI の上下限値管理法」は，密度の代わりに CEL を，含水比の代わりに SSI を

管理するものである．このように本研究で提案する SSI の上下限値管理法の基本思想は密

度，含水比の延長線上にあるが，管理指標を変更することにより ICT 施工管理への切替を

目指したものである． 

 
図-3. 20  従来型の品質管理との違い（イメージ） 
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3.4.2. 管理基準値の設定事例 

ここでは小石原川ダムの実務における変形係数Ｅの管理値の設定手順を示す． 

図-3. 14 に示す変形係数 E の値は，図-3. 11, 図-3. 13 に示すデータの平均値である．一方，

実施工では， 𝜌ୢ，𝑘などの他の管理項目と同様に，E の個別の計測値に基づいて締固め状態

を評価する．そこで，管理基準値 EUBは E と𝑘の計測値のばらつきを考慮して以下のように

設定した． 

ばらつきの原因には，(a)施工ロット間の盛土材の土質のばらつき，(b)施工ロット内の盛

土材の土質，CEL, w のばらつき，(c)計測精度に起因するばらつき，が考えられる．この内

(b)，(c)のばらつきは，図-3. 13 に示す個別データのばらつきの幅を管理基準に反映すること

で考慮できる．(a)のばらつきは，室内試験結果を参考に次のように考慮した． 

図-3.6 の室内試験結果を見ると，粗粒粒度における𝑘は， 𝑤ᇱ
ଵ୉ୡ ൌ ሺ𝑤 െ  ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡሻ ൌ 0%付

近で，標準粒度における𝑘の約 3 倍である．一方，図-3. 11 の現場試験結果を見ると，𝑤が許

容下限値である 𝑤ᇱ
ଵ୉ୡ ൌ െ0.8%付近における𝑘の平均値は，𝑘が相対的に大きいコア材 A で

も管理基準値𝑘ୡ୰（=1.0×10-5cm/sec）よりも概ね 1 オーダー低い．これらから，𝑘の計測値が

上記の粒度のばらつきの影響を受けても E の上限値管理によって𝑘 ൏ 𝑘ୡ୰の条件を満足でき

ると判断した． 

 
図-3. 11 盛立試験の結果（N=8）15) 【再掲】 
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また，図-3.6 の室内試験結果を見ると，  𝑤ᇱ
ଵ୉ୡ ൌ 0% 付近では，粗粒粒度試料の剛性は標

準粒度試料の値よりも 40%程度高い．そこで，図-3. 13 に示す盛立試験結果における 𝑤ᇱ
ଵ୉ୡ ൌ

0.8%でのコア材 A の E の計測値の上限値 6.0MPa に，この粒度のばらつきの影響 40%の 1/2

程度の影響を見込み，管理基準値 EUBを 7.0MPa とした． 

図-3. 13 に示す盛立試験で得られた平均的な E～k 関係に E= 7.0MPa を代入すると，𝑘ୡ୰の

1/4 程度の𝑘の値が得られる．この差によって，ばらつきの要因(a)，(b)，(c)の影響に備えつ

つ無用に安全過ぎる管理とならない，と判断した．また図-3. 14 を見ると，締固め状態の許

容範囲の左端の境界線（𝑤 = 許容下限値 WL）に沿って 7.0MPa 弱である．したがって，EUB 

= 7.0MPa は妥当な値であると判断した．  

 

図-3. 13 盛立試験における透水係数と変形係数の関係 15)【再掲】 

 
WL  含水比の管理下限値  WU  含水比の管理上限値  𝑆௥𝐿  飽和度の管理下限値 

図-3. 14 締固め状態の管理範囲と変形係数 E の等高線の比較 15) 
（コア材 A の Dmax = 37.5mm 試料）【再掲】 
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3.4.3. 品質管理における位置づけ  

遮水性盛土の場合を含め一般の盛土の場合で，締固め状態が図-3. 14 に示すような許容領

域の内部に位置するか否かを確認する方法は，次の(1)～(3)の組み合わせが現実的である． 

 

小石原川ダムのコアゾーンの遮水性能管理は，表-3.6 に示すように，当初は 1 回/層の頻

度の日常管理試験では上記(2)の 𝜌ୢ と𝑤の計測によって𝑘を間接的に管理し，1 回/月程度の

頻度の定期管理試験では，上記(3)の現場透水試験による直接管理を行っていた． 

小石原川ダムでは(2)の 𝜌ୢと𝑤による日常管理の大部分を，(1)の「SSI の上下限値管理法」

で代替することで，品質管理項目と頻度を一部変更した．また，(1)の「SSI の上下限値管理

法」の前提条件である CELf管理として，施工層厚と転圧回数の GNSS 管理についても品質

管理項目に位置づけた． 

 

 

表-3.6 小石原川ダムコア盛立に関する品質管理項目および頻度（抜粋） 

 

当初 変更

JGS1316 3点/回
1回/月 or

45,000m3

1回/月 or

45,000m3

JGS1611 3点/回
1回/月 or

45,000m3

1回/月 or

45,000m3

JIS A 1204 3点/回
1回/月 or

45,000m3

1回/月 or

45,000m3

RI法 15点/回 1回/1層 1回/4層

GNSS － － 1回/1層

簡便法 3点/回 1回/1層 1回/1層

落球探査法 15点/回 － 1回/1層

含水比

変形係数

乾燥密度
（締固め状態）日

常
管
理

試験項目

定
期
管
理

現場透水係数

乾燥密度

粒度

試験方法 試験数量
試験頻度

(1) 迅速で多点計測や⾯的計測が可能な間接管理法として，現場の⼟質と CELf を管理し
た上で，⼟構造物の要求性能に応じた SSI の上限値管理，あるいは下限値管理，あ
るいは両者． 

(2) 限定された箇所でしか実施できないが，より確実な間接管理法として，転圧後の盛
⽴⾯の代表箇所での 𝜌ୢと𝑤の計測による間接管理法． 

(3) 遮⽔性盛⼟では，さらに限定された箇所での原位置透⽔試験による直接管理法． 
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3.4.4. 適用条件  

a) 適用可能な材料 

本論文で提案する「SSI の上下限値管理法」が適用可能な土質材料は，図-3.1～3.3（或い

は図-3.19）に示すような工学的性質の傾向を有する遮水材料である．このような傾向の工学

的性質を有する遮水材料は，かなり一般性があると考えられる． 

しかし，個々のプロジェクトへの適用にあたっては，使用材料が図-3.1～3.3 に示すよう

な工学的性質の傾向を有することを確認する必要がある．同時に，低含水比側における地盤

剛性指標の管理上限値は，粒度等の土質と現場の CELf によって変化することを留意して，

室内試験と現場盛立試験の結果に基づいて設定する必要がある． 

 

b) 適用条件（CELfと土質の管理） 

乾燥密度 𝜌ୢと含水比𝑤の現場測定に基づく従来型の遮水性能の間接管理では，( 𝜌ୢ , 𝑤)状

態を確認することで CELf を確認していると見なせる．しかし，粒度等の土質（以後，「土

質」）の変化に伴う透水性の変化は締固め状態( 𝜌ୢ, 𝑤)の変化よりもかなり鋭敏であるため，

従来型の管理においても土質が適切に管理されていることが前提となっている． 

一方，図-3. 14 を見ると，𝑤一定で CELfを増加させて行く現場での締固めの過程では， 𝜌ୢ

が増加し飽和度𝑆௥が増加する．これに伴って𝑘は低下して行くが，変形係数 E の変化(すなわ

ち地盤剛性指標 SSI の変化)は非常に小さい．したがって，仮に CELfを管理しないで E の値 

(すなわち SSI の値) だけで締固め状態と遮水性能管理をしようとすると，CELf が不足して

締固めが悪く𝑘が高い状態を感知できないこととなる．同様に，粗粒化した場合，許容含水

状態でも𝑘が上昇して許容上限値𝑘ୡ୰以上になっていても，E が管理基準値 EUB以下となって

いても許容されてしまう可能性がある． 

図-3. 21 に，図-3.7, 図-3.11 に示した実験結果を参考にして，E ~ k 曲線に対する CELf と

粒度の変化の影響を模式的に描いた．図-3. 21 に示すとおり，𝑘 ൌ 𝑘ୡ୰ となる E の値 Ecrとそ

れに対応した管理基準値 EUBの値は，CELfの減少と粗粒化によって低下する．このため，E

の管理基準値 EUB はそれぞれの現場毎に設定する必要があり，また実施工では従来と同様

に CELfと使用材料の土質の適切な管理が不可欠となる． 

以上より，「SSI の上下限値管理法」では，「土質」，「CELf」を，SSI の管理基準値を定め

たときの試験条件と比して現場条件を同等もしくは好条件に保つ必要があり，「土質」，

「CELf」の確認頻度と精度が高いほど，SSI に基づく評価結果の信頼性が向上する． 

「土質」と「CELf」の重要性は従来の「密度試験による締固め管理」でも同様であるが，

同一含水比において CEL と乾燥密度には対数近似に近い相関があるため，密度の下限値管

理をしていれば「CEL が不十分な施工」についてはある程度排除できる．一方，同一含水比

において CEL の変化に対して SSI はほとんど変化しない．このため，「SSI による締固め管

理」では CEL の管理がこれまで以上に重要になる． 

以上のように，締固め土の地盤剛性指標 SSI は締固め時の「土質」，「含水比」，「CEL」に
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応じて変動する．提案する「SSI の上下限値管理法」は SSI の３つ変動要因のうち２つを固

定し，残る１つの変動要因による SSI への影響と締固め状態の関連性を明らかにして管理

するものといえる． 

小石原川ダムのコア盛立では，より高い CEL を活用した効果的な締固めを目指すため，

ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡより乾燥側の含水比を許容しており，ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡより乾燥側では含水比の変化による

SSI の変化が大きい．一方，「土質」，「CEL」については厳格な管理をおこなう．小石原川ダ

ムのコア盛立では「土質」，「CEL」を一定の幅で管理することで SSI を「含水比」の間接的

な指標とし，さらに，密度・透水係数といった締固め状態との関連性を把握して管理値を設

定することで「透水係数」の間接的な指標とすることを可能とした． 

  

 

図-3. 21 盛立試験における現場透水係数と変形係数の関係（模式図） 

1.0E-08

1.0E-07

1.0E-06

1.0E-05

1.0E-04

1.0E-03

0 2 4 6 8 10 12 14

現
場
透

水
係
数

，
k

(c
m

/s
)

落球探査法による変形係数，E（MPa）

管理されたCELf と
粒度等の土質に対
する k～E 関係

細粒化

粗粒化
CEL低下
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Ecr ：k=kcr となるE
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3.5. 実施工への適用結果 

3.5.1. 品質管理試験結果  

小石原川ダムのコアゾーンにおける全盛立期間の品質管理記録を整理し実施工における

𝑤， 𝜌ୢ， 𝑘୤，E の関係を得て，「SSI の上下限値管理法」の妥当性を確認した．図-3. 22 に，

盛立試験から得られた変形係数 E と𝑤の関係（図-3.11 c））に本ダムでの品質管理試験で得

られた値を重ねて示す． 

図中の二つの破線は，盛立試験で得られた Case 1（コア材 A）と Case 2（コア材 B）での

平均関係である．実施工でのコア材 A, B のデータは，盛立試験でのコア材 A,  B の平均曲

線の周囲にプロットされていて，また全ての計測値は𝑤ᇱ ൌ ሺ𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡሻの管理範囲内に

分布している．小石原川ダムでの 1Ec 基準の正規化含水比 𝑤ᇱ
ଵ୉ୡの平均値は，コア材 A で

 𝑤ᇱ
ଵ୉ୡ ൌ 0.62%，コア材 B で 𝑤ᇱ

ଵ୉ୡ ൌ 0.14%，全期間で 𝑤ᇱ
ଵ୉ୡ ൌ 0.26%である．𝑤’の個別値の

分布状況に注目すると，従来の管理では許容範囲を外れる𝑤’ ൏ 0 (∴ 𝑤 ൏ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ)の状態の

データがかなり多いことが，特徴的である．  

なお，小石原川ダムでは，含水比の上限値付近における乾燥密度については管理基準値に

対して十分高く，CELf 管理によって締固め度 95%は確保できると考えられた．また，図-3. 

14, 図-3. 22 から分かるように，含水比が管理上限値に接近すると E の変化率が非常に小さ

くなり，E の値からの締固め状態の推定精度が著しく悪くなる．これらの理由によって，E

の下限値管理は行わなかった． 

図-3. 23 に，盛立試験から得られた𝑘~𝐸関係（図-3. 13）に本ダムでの品質管理で測定され

た値を重ねた．図中の曲線は盛立試験から得られた Case 1（コア材 A）と Case 2（コア材 B）

 
図-3. 22 𝐸~𝑤関係のまとめ（盛立試験と実施工） 
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× ･･･ 品質管理試験_コア材A
＋ ･･･ 品質管理試験_コア材B

WL ：wの管理下限値

WU：wの管理上限値
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での平均関係である．図-3. 23 a)より，解析対象とした全てのデータで𝐸 ൏ 𝐸୙୆ሺൌ 7MPaሻ，

𝑘 ൏ 𝑘ୡ୰ሺൌ 10ିହcm/sሻであり，管理基準を満足していることがわかる．だだし，コア材 B の

数点で，𝑘が𝑘ୡ୰に近い．これらの地点で現場透水試験を行った孔から採取した試料を用いて

粒度を確認したところ，管理基準値内ではあるが，粒度分布が粗めであった．この結果で，

粒度管理の重要性が再確認された． 

図-3. 23 a)では，個別孔毎のデータをプロットしており，粒度等の土質が管理範囲の中で

ばらついているため，データポイントのばらつきが大きい．そこで粒度等の土質のばらつき

の影響を排除した場合の傾向を確認するため，試験孔から採取した試料の粒度が盛立試験

時の粒度に近い条件のもの（<0.075mm 含有率 22%前後，<4.75mm 含有率 55%前後）を抽出

し，1 回の試験で計測する 3 点分のデータの平均値をプロットしたのが図-3. 23 b)である．

図-3. 23 b)から，粒度等の土質が想定値に近い条件ならば，実施工データにおける𝐸~𝑘 関係

も盛立試験と同様の分布傾向を示すことがわかる． 

盛立試験と実施工のコア材 A，B の関係を表-3.7 に示す．表-3.7 より，実施工時の粒度は，

コア材 A では盛立試験時よりも細粒側で，コア材 B ではコア材盛立試験時よりやや粗粒側

  
(a) 全データ（個別値） (b) 抽出データ（3 点平均値） 

図-3. 23 原位置透水係数 𝑘୤～落球探査法による変形係数 E 関係のまとめ （盛立試験と実施工） 

表-3.7 盛立試験と実施工の粒度特性値（平均値） 

区分 

粒度（Dmax  =150mm） 

<0.075mm 
含有率(%) 

<4.75mm 
含有率(%) 

37.5mm 
超過率※1(%) 

コア材A 
（盛立試験） 22.0 50.3 17.4 

コア材B 
（盛立試験） 

23.9 57.5 14.4 

コア材A 
（実施工※2） 

25.6 55.5 11.6 

コア材B 
（実施工※2） 23.8 52.3 16.3 

※1  37.5mm 以上粒径の含有率 
※2  砂置換試験孔からの採取試料による粒度試験結果の平均値 
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（コア材 A の盛立試験よりは細粒側）で管理されていたことがわかる．図-3. 23 a)に示すよ

うに，同一の E における𝑘の値はコア材 A の盛立試験の代表曲線より低目のデータが多い．

これは，実施工において一般コアの製造粒度がコア材 A の盛立試験時よりやや細粒側にな

っていたためと思われ，この結果は図-3.7b の室内試験結果や図-3. 21 に示した模式図とも

整合する． 

以上に示した実施工のデータから，粒度等の土質と現場締固めエネルギーレベル CELfが

適切に管理された条件の下では，地盤剛性指標の管理による遮水性能の間接管理が可能な

ことが確認できる． 

3.5.2. 試験時間の短縮  

SSI として採用した落球探査法による変形係数 E の測定では 1 点あたりの試験時間が 30

秒程度であり，RI 計測と比較しても試験時間を大幅に短縮できる．小石原川ダムでは RI 計

測を 15 点/層実施していた（これは，既往のダムと比較するとかなり多い．事前試験におけ

る RI 試験値のばらつきを考慮して設定された．）．SSI 計測に基づく管理を導入した結果，

各層の日常管理に要する試験時間は，75 分～90 分程度から 10 分程度に短縮された．日常

管理試験を RI 法から落球探査法に変更した施工ロット数は，全工事期間で約 900 層である

ため，概算で約 900 時間の試験時間が縮減された（第 4 章に記載するローラ加速度応答法

を用いた管理では更に縮減される）．実施工では，休憩時間中に品質管理試験を行う等によ

り待機時間を縮減する工夫をするため，単純にこの時間数だけ工期が短縮された訳ではな

いが，工事全期間を通じて一定の施工効率の向上に寄与したと考えている． 
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3.6. まとめ 

遮水性盛土材料を用いた各種の室内試験と現場盛立試験を実施して，含水比の変化に伴

う乾燥密度，透水係数，地盤剛性についての基本的な法則性を確認し，「地盤剛性指標の上

下限値管理による遮水性盛土の締固め管理法（SSI の上下限値管理法）」を構築した．以下

に本章のまとめを示す． 

 

1) 既往の研究を参照して締固め土の工学的性質の概念的全体像を把握し，それに基づいて，

粒度・粒子特性等の土質（以後，「土質」）と締固めエネルギーレベル（Compaction Energy 

Level, CEL）が既知の場合には，地盤剛性指標（Soil Stiffness Index, SSI）の上限値管理に

よる遮水性材料の透水係数𝑘の上限値管理が可能になることを推察できた． 

 

2) 小石原川ダムの一般コア材について，CEL 粒度を変化させた複数の材料を用いて，室内

室内（非水浸 CBR 試験，締固め試験，透水試験）を実施した．さらに 2 種類の材料で

複数の含水比条件での現場盛立試験を実施した．これらの試験結果に基づいて，小石原

川ダムの一般コア材でも 1)の概念的全体像の傾向を具体的に確認でき，1)の管理手法が

適用可能であることを確認した． 

 

3) 室内試験の結果に基づいて，1)の管理手法を適用する場合，必要な遮水性能を確保する

ためには，現場全粒度試料の内部の最大粒径 Dmax = 37.5mm の部分に対して 1Ec 以上の

現場締固めエネルギーレベル CELfを確保することが望ましいことを確認した． 

 

4) 室内試験および現場盛立試験の結果に基づいて，SSI の管理上の許容上限値（管理基準

値）SSIUBの値は管理粒度の範囲内で最粗粒の材料での値に基づき決定する必要があり，

実施工での粒度・粒子特性等の土質と CELf は SSIUB の値を決定した盛立試験での値と

同等以上の条件を確保する必要がある．なお，土質に関する「同等以上」とは，細粒分

含有率が高く遮水性が高い材料であることを指す． 

 

5) 締固め土の SSI，ひいては土の締固め状態は，締固め時の「土質」，「含水比」，「CEL」

に応じて変動する．このため，SSI の３つ変動要因のうち２つを固定し，残る１つの変

動要因による SSI の変化と締固め状態の関連性を明らかにすることで，「SSI による締固

め管理」が可能になる． 

 

6) 室内試験と盛立試験の結果から，①遮水性盛土のような高含水比材料の場合，「土質」

の条件を一定にした状態でも，締固めに伴う SSI の上昇が小さく，特に ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡより

も湿潤側の含水比ではこの傾向が顕著となり，ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ~ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡの縦軸の位置は SSI の計
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測結果から推定ができないことを示し，②遮水性盛土に SSI 管理を適用する場合には，

「土質」と「CEL」の管理を確実に行う必要があること，を明らかにした． 

 

7) 1)~6)の知見に基づき，以下の[1]~[3]による「地盤剛性指標の上下限値管理による遮水性

盛土の締固め管理法（SSI の上下限値管理法）」を提案した． 

[1]盛土材料の土質が概ね一定に管理されている条件で，ICT 施工等により CEL（撒き

出し厚，転圧回数，転圧速度等）を一定に管理することで，密度曲線，透水曲線を

固定する．この結果，SSI と乾燥密度，透水係数の関係は一義的になる． 

[2][1]の条件下での SSI の上限値管理により，乾燥側での透水係数の上昇を抑制する． 

[3][1]の条件下での SSI の下限値管理により，湿潤側での密度とトラフィカビリティの

低下を抑制する． 

 

8) 提案する「SSI の上下限値管理法」について，室内試験および盛立試験の結果に基づき， 

SSI として落球探査法による変形係数を用いた場合の管理基準値を定め，実施工の品質

管理に適用した． 

 

9) 実施工の品質管理記録を解析した結果，「SSI の上下限値管理法」の妥当性を確認できた． 

 

小石原川ダムでは，本章で記した「SSI の上下限値管理法」について，SSI としてローラ

加速度応答法による指標を採用することで，遮水性盛土における定量的かつ連続的なデー

タを用いた締固め管理（Continues Compaction Control）を実現した．これらの実務導入のた

めの検討内容と実務での品質管理記録の分析結果については，第 4 章に記す． 
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第 4 章 遮水性盛土の定量的かつ連続的な締固め管理法 

4.1. はじめに 

3 章で記した地盤剛性指標（Soil Stiffness Index ; SSI）の上下限値管理に基づく遮水性盛土

の締固め管理法 1)における管理指標に，Roller Measurement Value (RMV)2)，或いは Intelligent 

Compaction Measurement Value (ICMV) 3),4),5))呼ばれる，転圧機に設置された加速度計の計測

記録等を解析して得らえる種々の指標を適用し，GNSS（Global Navigation Satellite System：

全球測位衛星システム）による位置情報と関連づけることで，遮水性盛土における定量的か

つ連続的な締固め管理（Continues Compaction Control, CCC2)）が可能となると考えられた． 

近年の建設業界では，我が国の人口減少等による技術者の減少傾向への対策として

Construction の推進による生産性の向上が図られている．本研究では，従来は困難とされて

きた遮水性盛土における CCC を実現することで品質管理と施工管理に掛かる労務を軽減し，

生産性の向上に寄与するとともに，抜取検査では得られない膨大なデータを用いた品質管

理そのものの高度化，それらのデータを CIM/BIM と連携して管理へ引き継ぐことで将来に

わたって品質のトレーサビリティ向上，を図ることを目的としている． 

本研究では小石原川ダムにて遮水性盛土における CCC を実務導入するための具体的な技

術的な検討を行い，遮水性盛土における CCC を実施工へ導入した 6)． 

本章では，既存の CCC に関する基準等についての課題を整理したたうえで，小石原川ダ

ムのコアゾーン建設において CCC を実務導入するために実施した各種の技術的検討と，実

施工で得られた品質管理記録の解析の結果をとりまとめる．とりまとめにあたっては公表

済みの論文 6)では紙幅の都合で割愛した内容も含めて再整理する． 

なお，『RMV と GNSS 記録の関連付けによる，定量的かつ面的な締固め管理』は Intelligent 

Compaction （ IC ） 3),4),5), Intelligent Compaction Data Management (ICDM) 3),4),5), Continues 

Compaction Control (CCC)2)，などの名称で呼ばれるが，NCHRP Report 676 -Intelligent Soil 

Compaction Systems- 2)において，IC と CCC は次のように定義されている． 

The term intelligent soil compaction systems was defined (in the NCHRP Project 21-09 
request for proposals) to include (1) continuous assessment of mechanistic soil properties 
(e.g., stiffness, modulus) through roller vibration monitoring;(2) automatic feedback 
control of vibration amplitude and frequency; and (3) an integrated global positioning 
system to provide a complete geographic information system-based record of the 
earthwork site.  
An equally important term is roller-integrated continuous compaction control̶defined 
by IC components (1) and (3). 

―参考⽂献 2)より引⽤― 
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この定義によると，IC は上記(2)に記載される振動・振幅の自動制御機能を有する場合の

転圧を指しており，(2)の要件を満たさない場合には CCC に該当する．これらを参考に，本

研究では『RMV と GNSS 記録の関連付けによる，定量的かつ面的な締固め管理』を Continues 

Compaction Control (CCC)と呼称する． 

また，参考文献 4) ,5)では参考文献 2)で検討対象とされた 6 社のメーカーで使用される 5

種の RMV(ks, EVIB, MDV, CMV, CCV)を Intelligent Compaction Measurement Value (ICMV）と呼

称し，これらの ICDM を用いた品質管理を Intelligent Compaction Data Management (ICDM)と

呼称している（表-4.1）．表-4.1 に記載される通り，各指標のうち MDP,CCV,CMV について

は自動制御機能を有しておらず，参考文献 2)で定義されるところの IC を実現するものでは

ないため，参考文献 3),4),5)における ICMV,ICDM という呼称は便宜的な側面がある．よっ

表-4.1 参考文献 4)で検討対象とされている RCV (＝ICMV)の主要機能 

（参考文献 4)の Table3 に加筆） 
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て，本研究では，転圧機に設置された加速度計の計測記録等を解析して得らえる指標の総称

は Roller Measurement Value (RMV)で統一する． 

本章の構成を以下に記す．4.2.節では現在使用される主要な RMV について，4.3.節では既

往の CCC における品質管理事例とそれらの課題について記す．4.4.節では小石原川ダムの

実施工において採用した RMV と，実施工で確認された計測異常値の取扱いについて記す．

4.5.節と 4.6.節では現場盛立試験結果の解析に基づく CCC を適用するための検討と具体の

品質管理方法を記す．4.7.節では実施工から得られた品質管理記録とその解析結果を記す．

4.8.節では現状の課題に関する考察を記し，最後に 4.9.節に本章のまとめを記す． 

 

 

4.2. 主要な RMV 

本節では 4.1 節で紹介した既往の Continues Compaction Control (CCC)の研究等に使用され

ている主要な Roller Measurement Value (RMV)についての紹介する．表-4.2 に本節で紹介す

る RMV の一覧を示す．各指標の算定方法の詳細については各メーカーの公表資料や個別の

参考文献の他，参考文献 2),3),7)にも表-4.2 に示された指標の概要がまとめられている．特に

土木学会建設用ロボット委員会 振動締固めに関する研究 WG の活動報告書 7)では和文で詳

細な説明がなされている．各指標の詳細についてはこれらを参照すると良い． 

CCC に関する研究は 1970 年代のスウェーデン高速道路局のハインツ・サーナー博士の現

地試験に遡る．この調査により，転圧機の基本周波数の振幅と基本周波数の整数倍の周波数

における振幅の比率が，転圧によって土の締固め状態に応じた剛性と層間を持つ可能性が

示された．サーナー博士は Geodynamik を設立し，Dynapacとの共同開発によりCompaction Meter 

Value（CMV）を開発された 8),9)（Thurner＆Sandström1980，Forssblad 1980）．この新たな測定技術

とその応用に関する技術記事は 1980 年に開催された the First International Conference on 

Compaction にて公表された 8),9),10)（ThurnerandSandström1980，Forssblad 1980，および Machet 1980）． 

2004 年に酒井重工業は CMV と同じく転圧機に設置した加速度計から得られる地盤の応答加

速度記録の周波数解析に基づく CCV を開発・導入した 11),（Scherocman et al.2007）．これらの転

圧機械に設置した加速度計から得られる，地盤の応答加速度記録をスペクトル解析から得られ

る指標のことを，本研究では，「加速度スペクトル指標」と呼称する． 

2003 年にアイオワ運輸局，連邦高速道路局（FHWA），Caterpillar 社によって, 粒状で粘着

性のある土質材料の締固めに適用するための RMV として，Machine Drive Power（MDP）シ

ステムの共同研究プロジェクトが開始された．MDP システムは，ドラムの沈下による転が

り抵抗の原理に基づいており，このアプローチは振動モードと静的モードの両方で機能す

るという特徴がある．この測定システムは，2003 年から現場試験に基づく調査が行われ

12),13),14)（White et al., 2004, White and Thompson, 2008, Thompson and White, 2008），その後，ミ

ネソタ州の本格的な盛土プロジェクトで使用された．15),16)（White et al., 2008a，b） 

1982 年に Bomag 社は Ω値を開発・導入した．Ω値は加速度計データを使用して土壌に伝達さ
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れる転圧エネルギーの継続的な計測を可能にしたもので，当時は CMV の唯一の代替指標であっ

た．さらに 1990 年代後半，Bomag 社は加速度データを使用してドラム変位，推定適用力，およ

び動的ローラ地盤モデルを決定する振動係数 EVIBを開発・導入し 17)（例：Kröber et al, 2001），そ

れ以降は Ω値の採用機種は製造されていない． 

1999 年に Ammann 社は地盤剛性指標 ks（kBとも呼ばれる）を開発・導入した 18)（Anderegg＆

Kaufmann, 2004）． これは，測定されたドラム変位，推定圧縮力，ローラと地盤の相互作用を表

すバネ－ダッシュポットモデルを使用して準静的剛性の測定値を提供するものである． 

EVIB と ks は CMV,CCV, MDV のような地盤剛性との相関性を確認することによる疑似的な地

盤剛性指標とは異なり，締固め土のひずみ量と剛性値を直接計算するもので，この点で加速度ス

ペクトル指標に対する優位点がある． 

 

表-4.2 既存の加速度応答スペクトル指標（参考文献 3）, 4)を参考に作表） 

指標名 定義式※ メーカー等 備考 

𝑘௕  
Roller-Integrated Stiffness 

𝑘௕ ൌ 4𝜋ଶ𝑓ଶ ൬൅
𝑚௥𝛾௧cosሺ𝜑ሻ

𝐴
൰ Ammann 

f;励起振動数 

md:ドラム質量 

𝑚௥𝛾௧:偏心モーメント 

φ:移送角 

A:振動振幅 

𝐸௏ூ஻ 
Vibration modulus 

𝑍௔ ൌ
ሺ1 െ 𝜈ଶሻ

𝐸௏ூ஻
∙
𝑓
𝐿
∙

2
𝜋
∙ ൬1.8864 ൅ 𝑙𝑛

𝐿
𝐵
൰ 

 𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒, 𝐵 ൌ ට
ଵ଺

గ
∙
ோሺଵିఔమሻ

ாೇ಺ಳ
∙
௙

௅
 

Bomag, 

Za:変位 

f：ドラムの力 

ν:材料のポアソン比 

L :ドラムの長さ 

B :ドラムの接触幅 

R ':ドラムの半径 

MDP 
Machine Drive Power 

𝑀𝐷𝑃 ൌ 𝑃௚ െ𝑊𝑉 ൬sin𝛼 ൅
𝑎
𝑔
൰ െ ሺ𝑚𝑉 ൅ 𝑏ሻ Caterpillar 

Pg:必要電力 

W:ローラ重量 

V:ローラ速度 

a:機械加速度 

g:重力加速度 

α：傾斜角 

m,b:機械固有の内部損

失係数 

 

Bouncing Value 𝐶
𝑆ଵ ଶ⁄

𝑆ଵ
 Dynapac, 

C:定数 

CMV 
(Compaction Meter Value) 

𝐶
𝑆ଶ
𝑆ଵ

 Dynapac 
Caterpillar 

C:定数 

CCV 
(Compaction Control Value) 

𝑆ଵ ଶ⁄ ൅ 𝑆ଷ ଶ⁄ ൅ 𝑆ଶ ൅ 𝑆ହ ଶ⁄ ൅ 𝑆ଷ
𝑆ଵ ଶ⁄ ൅ 𝑆ଵ

ൈ 100 SAKAI 
 

乱れ率 

∑ 𝑆௡ஶ
௡ୀଶ ൅ ∑ 𝑆ሺଶ௡ିଵሻ/ଶஶ

௡ୀଶ

𝑆ଵ ൅ 𝑆ଵ ଶ⁄

𝐹଴ ሺ𝑚ଵ ൅ 𝑚ଶሻ𝑔⁄

 
αシステム 8) 

m1:ﾌﾚｰﾑの質量 

m2：振動輪の質量 

F0：起振力 
※ Sn :基本振動数を f0としたときの，1/2・f0の整数倍の振動数に対応するスペクトル値 
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4.3. CCC を適用した管理事例 

本節では，国内外で適用された CCC の管理事例を紹介し，その特徴と課題を論じる． 

CCC を実施工への適用は，欧州が先行しており，オーストリア（1990 年, 1993 年と 1999

年に改訂），ドイツ（1994 年, 1997 年に改訂），スウェーデン（1994 年, 2004 年に改訂）で導

入されている．International Society for Soil Mechanics and Geotechnical Engineering  (ISSMGE)

では，オーストリアの仕様に基づいて推奨仕様を規定している（Adam2007）． 米国では，

ミネソタ州が 2007 年から 2008 年に CCC のパイロット仕様を実装し，2009 年の改訂仕様を

作成している．これらの既往の管理事例については NCHRP Report 676 -Intelligent Soil 

Compaction Systems- 2)において，とりまとめがなされている．また，国内では平成 29 年に

NEXCO の土工施工管理要領（平成 29 年 7 月）の中に参考資料として，「ローラ加速度応答

法を用いた盛土の品質管理（案）」として整理がされている 19)．これらの参考文献を参考に，

既往の CCC による管理事例の概要を表-4.3, 表-4.4 に整理した． 
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表-4.3 既往の CCC による管理事例（その１） 

国家等 スウェーデン

基準・規格 ATB Vag 2005

基準・規格 Method2 Method3 管理法１ 管理法２ ATB Vag 2005 暫定仕様１ 暫定仕様２

含⽔⽐に関する規定 特になし 特になし 特になし 特になし 特になし 最適含⽔⽐の65%〜95% 最適含⽔⽐の65%〜95%

⾼含⽔⽐材料の取扱い ⼀部適⽤不可（シルト、粘⼟） ⼀部適⽤不可（シルト、粘⼟）
細粒分（<0.06mm）が15%を超える場合は
含⽔⽐に特別な注意を払う必要がある

細粒分（<0.06mm）が15%を超える場合は
含⽔⽐に特別な注意を払う必要がある

対象外（Fc≦7%の材料のみ使⽤可能） 規定はない 規定はない

RMVの校正作業
RMVと抜取検査のSSI（平板載荷試験、LWD
試験）、乾燥密度との相関を確認

不要 RMVと抜取検査型のSSI（平板載荷試験、
LWD試験）との相関確認を実施

不要 不要 含⽔⽐補正を⾏う 含⽔⽐補正を⾏う

適⽤条件
・基盤条件と材料の⼟質は⼀定
・校正時の相関係数がr≥0.7 or R2≥0.5

・⼩規模⼟⼯でRMVの校正が困難な場合
・Method2の適⽤条件を満⾜しない場合

校正時の相関係数が
r≥0.7 or R2≥0.5

特になし − ・基盤の剛性が均⼀
・施⼯リフト厚は事業計画と同⼀

−

地盤剛性指標またはRMVの
管理⽅法

RMVの下限値管理
抜取検査（平板載荷試験、LWD試験）によ
る剛性の下限値管理

RMVの変動率・下限値の管理
抜取検査（平板載荷試験、LWD試験）によ
る剛性の下限値管理

抜取検査（平板載荷試験、LWD試験）によ
る剛性の下限値管理

RMVの上下限値管理
抜取検査（LWD試験）による剛性の下限値
管理

備考

・路床にのみ適⽤可
（路盤には適⽤しない）

・MV-TVを満⾜しない10%の領域について
はヤード内に分散されている必要があるが，
この分布状態の妥当性についての判断は現場
技術者の判断に任されている

・盛⽴試験及び品質管理試験では転圧重機の
周波数や振幅を可変制御することは許可され
ていない（＝転圧機の締固めエネルギーを⼀
定に保った条件でのRMVで評価する）

・路床にのみ適⽤可
（路盤には適⽤しない）

・ロット全体のRMVの平均値が5%以下に
なった状態で試験箇所を決定

・RMVと現場密度試験との相関確認は推奨
されていないが，代替⼿法として認められて
いる

ロット全体のRMVの平均値が5%以下になっ
た状態で試験箇所を決定

・路盤（300mm〜700mm）にのみ適⽤．

・上層路盤と下層路盤で許容される細粒分
（0.06mm未満の粒⼦）の最⼤含有率は7％
以下であるため，CCCは主に粘着性のない材
料に対して実⾏される．

・Mn / DOT仕様では使⽤材料の⼟質と採取
場所ごとに，インテリジェントコンパクショ
ンにおける⽬標値（Intelligent Compaction
‒ Target Value, IC-TV）※を決定するための
試験施⼯（control strip）を設定する．（前
後の⽂脈からcontrol tripとは下記の管理含⽔
⽐の上下限値に対応したRMVを計測するた
めの試験施⼯と同義であると解される．）
・Mn / DOTによる「インテリジェントコン
パクション」という⽤語の使⽤は，測定中に
振動ローラ挙動についての⾃動フィードバッ
ク制御が許可されていないため，実質的には
CCCと同等となる．

⽶国（ミネソタ州運輸省）

暫定仕様 (2007-2008）

評価⽅法

ドイツ

ZTVE-StB

ISSMGE

Adam2007

・試験施⼯でRMVの平均値が⼤きく上昇し
ない場合に最適な転圧回数（＝規定転圧回
数）に達したと判断
・IC-TV(Target Value)を試験施⼯で定めた
規定転圧回数におけるRMVの全計測データ
に対して，その計測値の90%以上がIC-TVの
90%値よりも⼤きくなるように設定（＝下限
値管理のみ）
・試験施⼯から得られたIC-TVと含⽔⽐の線
形関係を⽤いて，IC-TVの含⽔⽐補正線を作
成する．標準プロクターのwoptの65%及び
95%付近の含⽔⽐で実施した試験施⼯におけ
るIC-TV値を⽤いて⽔分補正トレンドライン
を作成
・施⼯層の締固めの合否は，RMVの90%以
上が，含⽔⽐補正されたIC-TVに対して
90%~120%に収まるか否か，さらに全ての
RMVが含⽔⽐補正されたIC-TVの80%を満⾜
するか否か，で判定
・上記の判定基準を満⾜しない場合は，基準
を満⾜するまで再転圧及び材料の含⽔⽐調整
を実施
・計測ロットのRMVの⼤部分が，含⽔⽐補
正済みのIC-TVの120%を超過する場合，IC-
TVを再評価する必要があり，不適切であっ
た場合は，締固め特性の変化を反映した新た
なIC-TVと含⽔⽐補正を構築

・抜取検査の試験箇所をCCCで決定し，抜
取検査結果で評価

・試験箇所はRMVマップを⽤いて最もSSIが
⼩さいと推定される箇所で実施する．

・通常抜取検査の試験数は8点/5000m3であ
るが、CCCの適⽤により2点に減ずることが
可能。さらに過去にNGとなる値がなく、標
準偏差が⼩さい場合は1点まで減ずることが
可能。

・抜取検査の試験箇所をCCCで決定し，抜
取検査結果で評価
・RMVが最も低い領域におけるPLT若しくは
LWDが基準値を満⾜することを確認する．

・キャリブレーションは三段階の締め固め条
件に対して実施し，各ケースでPLTの場合は
3点以上（計9点以上），LWDの場合は4点平
均を3地点以上（計36点以上）の現場試験を
実施し回帰分析を⾏う
・品質確認は以下の(A)~(F)を満⾜する場合
に合格判定となる．
(A)転圧回数に応じたRMVの平均値の上昇が
5%以下
(B)（A）を満⾜したRMVの平均値が基準値
以上
(C)RMVの最⼩値RMVminは0.8MIN以上
(D)RMVの累計10%値がMIN以上
(E)RMVの最⼩値RMVminがMIN以上の場
合、領域全体のRMVの変動係数が20％以下
(F)0.8MIN≤RMVmin≤MINの場合、RMVの
最⼤値が≤MAX= 1.5MIN

・抜取検査の試験箇所をCCCで決定し，抜
取検査結果で評価

・転圧重機の周波数や振幅を可変制御しない
条件でRMVの計測を⾏い，施⼯エリア内の
弱部を推定して抜取検査をする．

・変形係数，乾燥密度の⽬標値と⼀致する
RMVの⽬標値Measurement Value -Target
Value(MV-TV)を設定
・RMV-TVを定めるためのEv2，乾燥密度の
最⼩値が定めており，粘⼟またはシルト質⼟
の場合は45MPa以上，粒状材料（砂質⼟・
礫質⼟）の場合は80~100MPa以上．乾燥密
度については標準プロクターに対する98%以
上
・品質管理における施⼯ロットの締固めに関
する合否判定は，同⼀施⼯ロットのRMVの
90%がMV-TVを超過しているか否かで判定

試験施⼯時にLWDも計測し，LWD-TV
(Target Value) を設定

IC-TV同様に含⽔⽐補正に基づくLWD-TVに
よる管理も併⽤
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表-4.4 既往の CCC による管理事例（その２） 

国家等
⽇本

（NEXCO)

基準・規格
⼟⼯施⼯管理要領
（平成29年7⽉）

基準・規格 option1 option2a option2b option3a option3b option3c
⼟⼯施⼯管理要領
（平成29年7⽉）

含⽔⽐に関する規定 規定はない 規定はない 規定はない 規定はない 規定はない 規定はない 規定はない

⾼含⽔⽐材料の取扱い 粘性⼟には適⽤不可 粘性⼟には適⽤不可 粘性⼟には適⽤不可 粘性⼟には適⽤不可 粘性⼟には適⽤不可 粘性⼟には適⽤不可
塑性指数(IP)≥10以上かつ75μmふるい通過
率≥25%以上の場合は原則として使⽤不可

RMVの校正作業
不要 不要 不要 RMVと抜取検査に⽤いる現場試験（剛性，

密度等）との相関を確認
不要 室内試験で確認される⼯学的特性との相関に

基づきMV-TVを設定
必要

適⽤条件
RMVと⼟の締固め状態を⽰す現場試験結果
に正の相関があること

ー ー 校正時の相関係数がR2≥0.5 ー ー CCV，乱れ率α，Evib以外のRMVの適⽤にあ
たっては試験施⼯による性能確認試験が必要

地盤剛性指標またはRMVの
管理⽅法

抜取検査の基準については記載はない RMVの変化率管理 RMVの変化率管理 RMVの下限値管理 RMVの下限値管理 RMVの下限値管理（実質上下限値管理） RMVの下限値管理

備考

・抜取検査位置はRMVの最⼩値の計測位置
・盛⽴試験で低、中、⾼のRMVに対する現場
試験を⾏い相関を確認

・オーストリアの管理法２やドイツの
Method3と基本的な考え⽅は同じ

・RMVを地盤剛性指標（PLT,LWD等）と相
関をとる場合には，単⼀変数の回帰分析で
可．
・RMVを密度と相関させる場合には，⽔分
の影響を受けるため，多変量回帰が必要とな
る場合がある

− ・上下限値を管理することは具体に⽰されて
いないが、上記のような締固め管理範囲に応
じてRMVを管理するのであれば、上下限値
管理になると推定される．

・路床や盛⼟地盤に⼟質安定処理⼯法を採⽤
した場合には転圧時の剛性が低いためローラ
加速度法では適切な計測が困難なことから，
⼟質安定処理をした場合には，ローラ加速度
応答法は適⽤できない

・締固めエネルギーはGNSS管理により、別
途確認する

・試験施⼯により，現場密度試験，平板載荷
試験，たわみ試験等から得られる物性値と
RMVとの相関を確認するが，相関係数の基
準についての記述はない

⽶国 （NCHRP Report676）

評価⽅法

・抜取検査の試験箇所をCCCで決定し，抜
取検査結果で評価

・相関の確認については盛⽴試験で低、中、
⾼のRMVに対する現場試験を⾏い，それら
の相関を確認する

・RMVの管理基準値は，平板載荷試験から得
られる変形係数の管理基準値に相当するRMV

とし，変形係数とRMVの線形近似式から算定
する．変形係数の管理基準値は（株）路床で
20MPa以上，上部路床で40MPa以上，盛⼟地
盤で42MPa以上である．

・施⼯の合否は，施⼯ロットのRMVについて
上位10%を排除（ハイカット）したうえで，
残データの下位10%値となるμ‐1.28σ値が
RMVの管理基準値を満⾜するか否か(＝ハイ
カット後の90%以上が基準値を満⾜するか否
か)で判定する．

NCHRP Report676 推奨仕様

・転圧回数iに応じたRMVの施⼯ヤード全体
の平均値の変化率が5%以下となるか否かで
判定

転圧回数iに応じた、個別座標点における
RMVの変化率がΔMVについて、施⼯ロット
の累積発⽣率曲線を作成し，ΔMV-TVにお
ける累積値が所定の閾値（80~95%を推奨）
を超過するか否かで判定

＜RMVと抜取検査に⽤いる現場試験との回
帰分析に基づく相関関係によりMV-TVを設
定＞

・RMVが設定したMV-TVを満⾜する割合が
所要の規格値（80-95%を推奨）を満⾜する
か否かで判定
・キャリブレーションは低、中、⾼の締固め
状態において実施
・RMVマップから，抜取試験箇所を設定す
る．この際，ロット内の局所的な変動箇所は
避けて試験箇所を選択．選択箇所で３〜５点
の現場試験を⾏い，その平均値を1つの回帰
点とする
・RMVの⽬標値MV-TVについては既存の品
質管理基準値（例えば締固め度95%以上等）
に基づき回帰式から設定される

＜MV-TVをMVの変化率で設定＞

・RMVが設定したMV-TVを満⾜する割合が
所要の規格値（80-95%を推奨）を満⾜する
か否かで判定
・試験施⼯にて転圧回数iに応じたRMVを記
録する．試験施⼯の施⼯ヤード全体の90%以
上の範囲で，ΔMVi≦5%の条件が満⾜する
ときの，施⼯ヤード全体のRMVの平均値μ
MViがMV-TVとして設定される
・この校正⼿順は原則としてOptionb2と同
じである．

＜RMVを室内試験による物性値に関連付＞

・RMVが設定したMV-TVを満⾜する割合が
所要の規格値（80-95%を推奨）を満⾜する
か否かで判定
・事前に選択された含⽔⽐〜乾燥密度の組合
せによる締固め状態において，室内試験で確
認される⼯学的特性との相関に基づきMV-
TVを設定
・室内試験は含⽔⽐はwopt ‒ 4％からwopt +
4％まで変化し，乾燥密度は標準プロクター
若しくは修正プロクターに対して
Dc=90~110%まで変化させる
・室内試験と現場試験からの重回帰関係か
ら，室内試験の物性特性をRMVに関連付
け，MV-TVは線形回帰式から⽬標とする室
内試験のQATVに対応する値で決定
・含⽔⽐を変化させた条件で（wopt ‒ 4％か
らwopt + 4％など）試験施⼯を実施し，複数
の転圧回数における現場含⽔⽐，現場乾燥密
度の測定とＲMVを取得する．現場試験の測
定データと対応するＲMVデータを使⽤し
て，重回帰関係を作成し、ＲMVを⽔分と乾
燥単位重量の関数として予測する（オプショ
ン3aと同様）
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表-4.3, 表-4.4 に示す既往の管理方法は，以下の 2 種類の方法に大別される． 

 

これらの管理法の特徴と課題について以下に記す 

 

(1) 管理法① 

 管理法①に分類される管理法では，RMV の校正（キャリブレーション）が必要

となる． 

 キャリブレーションは平板載荷試験や LWD 試験のような他の現場試験で計測

される剛性指標との相関をとることが基本とされており，乾燥密度との相関を

評価する場合は 2 変数以上の重回帰分析が必要となる場合があるため，推奨さ

れない（若しくは適用されない）． 

 転圧回数に応じた RMV の施工ロット全体の平均値の変化が一定の幅以下に収

束した後に，計測値の評価がなされる．（変化率が一定値以下に収束することで

施工完了と判断する管理法もある；NCHRP Report676 推奨仕様_option3b） 

 RMV は地盤剛性と相関がある指標であるため，第 3 章でも述べたとおり高含

水比材料では締固めエネルギーの上昇に対する RMV の変化率は小さくなるた

め，変化率の収束によって転圧完了の判断はできない． 

 多くの管理指標では RMV の管理基準値である TV( Target Value)を定め，施工ロ

ットの RMV の 90%以上が MV-TV を満足することを確認することで，施工の

合否判定を行っている． 

 ミネソタ州運輸局の暫定仕様，NCHRP Report676 の推奨仕様_option3c 以外の手

法では RMV の下限値管理であり，含水比・飽和度の影響を考慮していない． 

 ミネソタ州運輸局の暫定仕様では標準プロクターの最適含水比 wopt に対して

65~95%の含水比に対応した含水比補正を行うものとしており，RMV を TV の

80～120%の幅で管理するため上限値を考慮している．ただし，含水比の許容下

限値が woptの 65%とかなり低い．これは締固めエネルギーが標準プロクターに

対してかなり大きく，使用材料も自然含水比が低い砂質～礫質材料での施工に

限定された仕様であるならば，水浸コラプスの影響を受けない程度の範囲に収

まると推定される．ただし，使用材料と使用重機の選定によっては過剰に乾燥

側の施工を許容する可能性がある．また，遮水性盛土等の高含水比材料への適

用は想定していないものと考えられる．（ミネソタ州には氷河期の名残で無数の

湖沼が存在し，路床土には粘性土が多く地下水位も高いとされており，そうい

った自然条件とは合致しない部分がある，と考える．） 

管理法①：CCC により計測される RMV に基づき判定する管理法 
管理法②：施⼯ロットの合否は従来通り抜取検査型の現場試験に基づき判定するが，そ

の試験位置を CCC により設定する管理法 
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 NCHRP Report676 推奨仕様_option3 では施工ロットの RMV が規格値となる

MV-TV を満足する割合が所要の規格値（80~95%を推奨）を満足するか否かで

施工の合否を判定するもので，MV-TV の設定方法の違いにより a,b,c の 3 種類

の管理方法を提案している．特に option3c では含水比と締固め度の変化に応じ

た RMV の範囲を設定しており，本節で紹介した管理法の中では，RMV の管理

範囲の設定方法の合理性は最も高いと思われる． 

 NCHRP Report676 の推奨仕様は，基本思想として RMV の下限値管理を想定し

ていると考えられるが，option3c では含水比の管理範囲と締固め度の上下限値

を設定して，その管理範囲に対応して RMV を管理するため，結果的に RMV の

上下限値管理を行う必要が生じると考えられる．ただし，RMV の上下限値管理

の必要性についてはレポートの中では触れられてはいない． 

 

(2) 管理法② 

 管理法②に分類される管理法は，RMV マップにより抜取検査の試験位置を決

定するためのものである．このため，相対的な RMV 変化が確認できればよい

ため，他の指標との校正（キャリブレーション）を必要としない． 

 ドイツやオーストリアでは，盛立試験を実施しない小規模土工や，盛立試験に

おける RMV と他の指標との相関が基準値を満足しなかった場合に採用する． 

 抜取検査位置を RMV の低い地点で実施する． RMV が低い箇所は弱部である

という剛性指標の下限値管理の思想に基づいている． 

 

(3) 既往の CCC による管理法の課題と改善方法 

a) 既往の CCC による管理法は，ミネソタ州運輸局の暫定仕様を除く全ての管理法が

剛性指標となる RMV の下限値管理若しくは変化率管理である．このため，本研究

の第 1 章，第 3 章で述べたとおり，乾燥側の含水比での施工が奨励されやすくな

り，締固め後の湿潤による材料の強度・剛性の低下を引き起こすリスクがある．特

に，遮水性盛土では過度に乾燥側の施工をすることで所要の遮水性能が確保され

ない可能性がある．これらのリスクを回避するには地盤剛性に基づく締固め管理

を行う場合には，下限値管理のみではなく，上限値管理の考え方を導入する必要が

ある． 

b) NEXCO の要領を除く全ての管理法は，剛性指標のみで締固め状態を評価すること

を想定している．しかし，土の締固め状態は含水比と乾燥密度，あるいは飽和度と

乾燥密度などの 2 種類の独立な物性によって規定されるため，剛性のみで評価は

できない． 

c) 締固めた地盤の剛性は乾燥密度と含水比の関数であるが，締固めエネルギーと粒

度等の土質を固定した条件の下では，乾燥密度と含水比の関係は 1 本の締固め曲
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線上で推移する．この条件下では，１つの地盤剛性には１つの乾燥密度と含水比で

表現される締固め状態が対応することになり，地盤剛性の計測を行うことで締固

め状態を監視していることになる． 

d) a),b),c)より，剛性指標である RMV を用いた CCC を適用するためには，３章で述

べたとおり，土質と締固めエネルギーを一定の幅で管理したうえで RMV の上下限

値を管理する必要がある． 

 

次節以降では，上記の課題とその改善方法を踏まえた，小石原川ダムでの CCC の実務適

用のための諸検討と適用結果を記す．  
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4.4. 本研究で採用した RMV 

 

4.4.1. 採用した指標 

本研究では SSI 管理の指標とする RMV に Compaction Control Value（CCV）を採用した．

CCV は 4.2.節でも紹介したとおり，振動ローラに設置した加速度計の計測データを周波数

分析して得られる応答加速度スペクトル指標であり，式(4.1)によって定義される 2)~5)．  

𝑆ଵ ଶ⁄ ൅ 𝑆ଷ ଶ⁄ ൅ 𝑆ଶ ൅ 𝑆ହ ଶ⁄ ൅ 𝑆ଷ
𝑆ଵ ଶ⁄ ൅ 𝑆ଵ

ൈ 100     ・・・ ሺ4.1ሻ 

Sn :振動ローラの基本振動数を f0 としたときの 1/2・f0 の整数倍の振動数に対応する応答加速

度のスペクトル値 

 

(1) 分解能 

CCV の計測値はローラ幅（約２.3ｍ）、GPS 位置情報のサンプリング頻度（1 回/sec）、

ローラの転圧速度（約 3km/sec）の関係により記録される。 

 

(2) 面的データの処理 

面的データは、「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領（R2 年 3 月最終改訂，

国土交通省）」20)に記載される 50cm×50cm グリッド毎に(1)で計測されたデータが出力さ

れる． 

各グリッドのデータは，ローラの軌跡が僅かでもグリッドに重なれば、そのグリッド

のデータは上書きされる．このため，ラップ転圧される範囲が含まれるグリッドについ

ては規定の転圧回数の倍のデータが計測されることになる．よってデータ整理は各グリ

ッドの最終上書値を基本としてデータ分析を行っている． 

なお，ローラ軌跡は GNSS 記録，ローラ形状，GNSS アンテナ位置，に基づき算定さ

れる． 

 

 

4.4.2. 異常値の取扱い 

盛立試験および試行運用時の計測記録を分析した結果，特定の場所で異常に高い CCV の

値が発生する場合があることが確認された．従来のRMVの下限値管理の場合は，「高いRMV

は高い品質を意味する」と仮定しているため，仮に異常と思われる高い値が測定された場合

にはハイカット処理をすれば安全側の管理となる．このため品質管理上の課題と認識され

にくく，異常に高い RMV の測定値に関連した問題は，殆ど研究されていない． 

しかし，本研究では RMV の上限値管理に基づく管理を行うため，実際には遮水性は高い

状態にもかかわらず非常に高い CCV 値が観測された場合には，その計測値を異常値として
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適切に排除しないと，信頼できる遮水性管理とはならない．例えば，4.3.節で紹介した

NEXCO の事例では，計測された RVM データの上側 10%を棄却して残データの統計処理値

で評価を行う 19)．これは下限値管理を行う場合は安全側の評価となるが，上限値管理を行

う場合には，仮に上側 10%が異常値でなければ危険側の評価ともなりえる． 

そこで，異常値の発生要因の分析と異常データの棄却法の検討を次のとおり実施した． 

 

(1) 基本振動数の変動による影響 

式(4.1)のとおり CCV は振動ローラの基本振動数 f0 に基づき算定する指標であるため，f0

の変動の影響を受ける可能性がある．これは，CMV や乱れ率などの他の加速度応答スペク

トル指標でも同様である（表-4.2 参照)． 

図-4.1 に盛立試験で計測された CCV と f0 の経時変化の例を示す．図-4.1 より，f0 が急変

するタイミングで CCV が一時的に急変している．より正確には，f0 が急減・急増するタイ

ミングで CCV が一時的に急増・急減している．コアゾーンの施工において f0 が急変する要

因の多くは，①振動スイッチの ON/OFF 時，②前後進の切替時，である．このため，本研究

では①と②の影響を受ける計測値はデータ整理の対象から除外した． 

(2) コア・フィルタ境界の影響 

図-4.2 は，CCV マップの例である．上記の要因①，②による異常値のほか，③コア・フィ

ルタ境界において高い計測値を示している．小石原ダムではコア→フィルタの順で施工を

行い，コア・フィルタ境界では，フィルタの敷均し後にラップ転圧を行った．このため，剛

性の高いフィルタゾーンの影響を受けた計測値が最終の CCV の記録として上書きされる．

そこで，異種材料との境界施工の影響を受けているデータは棄却してデータ分析を行うこ

ととし，その影響範囲を検討した． 

図-4.3 に，各種の要因による異常に高い CCV の測定値を段階的に排除した後の CCV の面

的分布と，CCV の累積発生確率曲線の変化の例を示す．コア・フィルタ境界近傍のデータ

は境界施工の影響を受けているため，c)～f)ではこれらを段階的に棄却している． 

 
図-4.1 CCV と f0 の経時変化の測定例（盛立試験）6) 
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コア・フィルタ境界から 7 つのメッシュ（1 メッシュ 50cm 四方）のデータを棄却した段

階 f)では，異常値が若干残存するが僅かである．棄却範囲を 9 メッシュ以上に広げると異常

値はほぼ消滅するが，高標高部ではコアゾーンの幅が狭まるため，フィルタからの影響範囲

を全て棄却すると施工ロットにおける評価範囲が狭くなりすぎる．そこで，前節でレビュー

した既存の CCC の評価方法を参考に，残存するコア・フィルタ境界付近の異常値のデータ

数が施工ロット全体の概ね 10%以下になるようにコア・フィルタ境界を中心とした 7 メッ

シュのデータをデータ整理対象から除外した． 

4.5.節以降に記すの盛立試験ならびに実施工でのデータ分析では，①振動スイッチの

ON/OFF の影響を受けたデータ，②前後進の切替の影響を受けたデータ，③コア・フィルタ

境界の影響を受けたデータ（境界から 5 メッシュまで），については棄却したデータを用い

て分析をしている． 

  

 

図-4.2  CCV 異常値の発生個所（例） 
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a) 処理前 b) ON/OFF,前後進の異常値排除 c) b) + 境界１メッシュ 排除 

   

d)  b) + 境界 3 メッシュ 排除 e) b) + 境界 5 メッシュ 排除 f) b) + 境界 7 メッシュ 排除 

 

g) 排除に伴う CCV の累積発生確率分布の推移 

図-4.3 各種要因による異常値棄却後の CCV の分布の例 
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4.5. 現場盛立試験による検討 

現場盛立試験では，地盤剛性指標 SSI として落球探査法による変形係数（以後，「変形係

数」）E と CCV を計測した．SSI に変形係数 E を適用した場合の SSI の上限値管理に基づく

透水係数の管理法については，第 3 章で詳細に記した．本節以降では，SSI に CCV を適用

した場合の管理法について説明する． 

 

4.5.1. 試験条件 

表-4.5 に，試験ケースと試験項目を示す．盛立試験では，含水比の変化に伴う乾燥密度，

透水係数，剛性指標の変化を確認した．透水係数が品質管理基準値を満足しない Case1-1 で

は，計測機器の故障により CCV の計測が実施できず，遮水性能が不十分な状態での CCV の

計測結果が確認できなかった．そこで，場透水係数が管理基準値を満足しないよう，粒度を

粗粒化させ含水比を乾燥側に調整した材料を用いた Case3 を追加試験として実施した． 

表-4.5 に示す含水比 w は「現場全粒度試料の内部の最大粒径 Dmax = 37.5mm の部分」の値

である．表-4.5 に示すように，盛立試験では Dmax = 37.5mm の部分の最適含水比 ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡを

基準にした正規化含水比ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ ൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡを，െ1.9%  ~ 2.2%の範囲で複数設定した．

含水比設定の考え方の詳細については第 2 章の 2.4.1.を参照されたい． 

第2章の図-2.14に示した試験ヤード形状と試験孔の基本配置を再掲する．試験ヤードは，

表-4.5 盛立試験ケース一覧 

 

   
図-2.14 盛立試験ヤード造成例と原位置試験孔の基本配置 【再掲】 

現場密度試験
(JGS1611)

現場透水試験
(JGS1316)

地盤剛性指標1
変形係数E

地盤剛性指標2
CCV

Case1-1 -1.7% ○ ○ ○ －※1 コア材A，w:管理下限値より乾燥側

Case1-2 -0.8% ○ ○ ○ ○ コア材A，w:管理下限値

Case1-3 0.5% ○ ○ ○ ○ コア材A，w:中間含水比

Case1-4 2.2% ○ ○ ○ ○ コア材A，w:管理上限値

Case2-1 -1.9% ○ ○ ○ －※2 コア材B，w:管理下限値より乾燥側

Case2-2 -1.0% ○ ○ ○ ○ コア材B，w:管理下限値

Case2-3 0.2% ○ ○ ○ ○ コア材B，w:中間含水比

Case2-4 2.2% ○ ○ ○ ○ コア材B，w:管理上限値

Case3 -1.0% ○ ○ ○ ○ 粗粒化材1,含水比は管理下限値付近

※1…計測機器の故障により未実施　　　※2…施工層のみの含水比調整であったため参考値扱い

備考Case
含水比

w'=w- (w opt)１Ec

(-37.5mm粒度）

試験項目

39.0m

N=●回 N=●回 N=●回

N=●回 N=●回 N=●回

6.0m 5.0m 6.0m 5.0m 6.0m 6.0m5.0m

6
.0
m

1
.0
m

2
.0
m

2
.0
m

1
.0
m

6.0m

1.0m 2.0m 2.0m 1.0m

凡 例

現場密度試験（RI法：参考値）

現場密度試験（突き砂法）
現場透水試験
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第 2 章，第 3 章で説明したとおり，実施工と同じ転圧機種である 10t 級平滑振動ローラを用

いて，実施工と同じ仕上がり厚 30cm で 3 層の試験ヤードを造成し，下層地盤の影響を受け

ないよう 3 層目の最上層で各種の現場試験を実施した．  

盛立試験材料には小石原川ダムの一般コア材を用いた．図-4.5 に，各ケースで転圧後に原

位置採取した全粒度試験材の平均粒度分布を示す．Case 1 では一般コア材の標準粒度とし

て製造したコア材 A を使用し，Case 2 では細粒材の一部を，粒径 20~50mm の風化岩を破砕

機で粉砕して製造した人工細粒材で置換したコア材 B を使用した． 

Case1-1 は追加試験として実施しており，他ケースとは別に盛立試験材料を製造したため，

0.075mm～4.75mm の範囲の含有率が Case1-2~4 と比べてやや多い． 

Case3 は一般コア材とフィルタ材の混合材であり，粒度分布は品質管理基準を僅かに下回

るよう調整し，含水比は許容下限値をやや下回るよう調整した． 
 

 
図-4.5 盛立試験の平均粒度分布（原位置試料） 

 

4.5.2. 試験結果 

(1) (Dc)1Ec , k , E , CCV と含水比 w の関係 

図-4.6 に，施工仕様の転圧回数（N=8）における，締固め度 ሺ𝐷௖ሻଵ୉ୡ，現場透水係数𝑘, 変形

係数 E，CCV と含水比の関係を示す．各ケースでሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡの値が若干異なったため，横軸に

正規化含水比ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ ൌ 𝑤െ ሺ𝑤optሻ1Ec
を用いて整理した．図-4.6 では，Case1,2 については，ケ

ースごとに個別の試験値の算術平均値をプロットしている． 

図-4.6 a)に示す締固め度は，Dmax =37.5 mm の部分のሺ𝐷௖ሻଵ୉ୡである．ただし，Case3 につい

ては，37.5mm 以上の礫率が 40%以上と大きく乾燥密度の礫率補正を適切に行うことが困難

であったため，図-4.6 a)には Case3 の値をプロットしていない． 

図-4.6 d)の CCV ついて，▲と●印のデータは，各ケースの全データから 4.4.節で述べた異

常値を排除して平均した CCV 値をሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡの平均値に対してプロットした．また，Case1-1 で

は CCV が計測できなかったため，E の平均値を図-4.7 に示す Case 1 での平均的な E-CCV 関

係に代入して推定した．図-4.6 d)に示す△と〇印のデータは，この CCV の推定値をሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡの

平均値に対してプロットしたものである． 
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図-4.6 に示す土質と CELf が一定とみなせる現場条件で実施した遮水材料の盛立試験での

結果は，第 3 章の図-3.1 の概念図と整合している． 

図-4.6 c),d)より，変形係数 E と CCV の計測感度を比較する．Case1（コア材 A）では，含

水比の変化に伴う E と CCV の変化傾向は同程度といえる．Case2（コア材 B）では，含水

比の変化に対する剛性の変化が E, CCV ともに鈍くなるが，CCV の方がその傾向が強い

（Case2 で相対的に剛性が低下している理由については第 3 章の考察を参照されたい．）．一

方，Case3 の粗粒化に伴う剛性上昇は，CCV の方が E よりも感度よく計測されている． 

このように落球探査法による E と CCV の関係には明確ではない点があるが，この理由と

して，二つの計測法の①計測深度，②計測面積，が異なることの影響が考えられる． 

図-4.7 E~CCV の関係 6)①について，本ダムのコアの締固めでは施工層と前層のレーキン

グにより一時緩んだ範囲も含めて 50～60cm 程度の深度まで密度が均質に締め固められて

いることを確認しており 20)，CCV は少なくとも転圧面から 50~60cm の深度の締固め範囲全

体の物性を反映する．一方，落球探査法は調査点付近の深度 20cm 程度 21)の範囲の物性を反

映する．このため，落球探査法による E は相対的に表層付近の物性の影響が大きく，試験中

  

図-4.6 盛立試験の結果（N=8）： (Dc)1Ecと(w’)1Ecは Dmax= 37.5mm の部分の値 6) 
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の材料の乾燥の影響を受けやすい．その結果，Case2 では，落球探査法による E の方が CCV

と比して乾燥側の剛性の上昇傾向をより鋭敏に感知した可能性がある． 

②について，落球探査法では試験を実施した点での評価になるのに対して，CCV ではロ

ーラ幅（小石原川ダムの転圧機種；SAKAI_SV512D では 2130mm）と走行速度・出力周波数

に応じた面積を評価するため，評価対象となる面積は落球探査法と比べるとかなり広い．こ

のため，盛立面における剛性のバラツキが大きい条件では落球探査法と CCV で計測結果の

傾向が異なる可能性がある． 

図-4.8 に典型的な E と CCV のヒストグラムを示す．図-4.8 a) (Case1-2,N=8)では，37.5mm 

以下の含有率が 90%弱で礫分が比較的少ない一般コア材 A を用いている．計測エリア内に

おける粒度のバラツキの影響は小さいと思われ，実際に E のバラツキは小さい．一方，図-

4.8 b) (Case3, N=8)では，Case1 とは異なり，E の値の範囲は 3.4~29.5 MPa と非常に広く，ま

たその分布は連続的ではない． 

 

図-4.7  落球探査法による E と CCV の相関 6) 

  
a) Case1-3，N=8 b) Case3，N=8 

図-4.8  E,CCV のヒストグラム 6) 
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Case3 は一般コアにフィルタを混合した礫分が多い材料を用いたが，落球探査法では計測

位置（＝落球を落とした位置）の表面に大礫がある場合と粘性土のみの場合があった．計測

位置の状態と計測結果の関係を現地で比較すると，E が 10 MPa を超えるデータは表層の礫

分の多い箇所での計測値であり，E≒3~6 MPa のデータは表層に礫分がない箇所での計測値

であった．これらを勘案すると，Case3 のいずれの計測値も，礫分を含む全粒度試料の E の

値を代表していないものと考えられた． 

一方，CCV の分布は平均値を中心に連続的に分布している．CCV に代表される RMV で

は幅 2m 程度のローラが接触したエリアの平均的な地盤剛性を連続的に検出する．このた

め，ロット内の地盤剛性のバラツキが大きい場合は，落球探査法よりも平均的な地盤剛性を

適切に評価できると考えられる．  

以上より，小石原川ダムの事例では，CCV は遮水性に問題が発生する状態を確認するた

めの感度と精度を有した剛性指標であり，その結果に基づいて，粒度分布の影響を考慮しつ

つ，CCV による透水性の面的管理法が開発できると判断した． 

なお，図-4.6 では，Case3 の現場透水係数が許容上限値を超えているが，落球探査法でも

管理基準値を超える E が確認されている．E による品質管理では全点で規格を満足する必

要があるため，E による管理でも遮水性能不足となる Case3 のロットは排除できる． 

また，図-4.6 より，粒度分布特性が異なる材料で同程度の剛性が測定される場合，粒度が

細かいコア材 B（Case2）の透水係数が低い傾向がある．第 3 章の図-3.5 示した一定の CEL

で粒度を変化させた室内試験でも，同様の傾向が確認されている．これらの結果より，地盤

剛性の上限値は，粒度が粗いコア材 A（Case1）を用いた試験結果に基づいて設定すること

が透水性（遮水性）の安全側の管理になる． 

(2)  CCV の平均値 

図-4.6 を見ると，土質と CELfが Case1（コア材 A）と同等か，より好条件（※）で管理さ

れている場合，透水係数 k が許容上限値 kcr（1.0×10-5cm/sec）以下の範囲では E は概ね 10MPa 

以下の範囲で推移し，CCV の平均値は図-4.7 に示す平均関係を参考にすると概ね 8.7 以下で

推移すると想定できる． 

小石原川ダムでは，土質と CELfを管理し飽和度を評価・管理することを前提に，ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ ൌ

𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡの許容範囲を-0.8%~2.2%と設定すれば，各ロットでの CCV の平均値は 6.5 程

度以下，変形係数 E の平均値が 7.0MPa 以下となり，k は規格値に対して 1 オーダー程度の

余裕をもって満足する，と判断した． 

しかし，平均値での評価ではローラ加速度応答法による RMV の大量のデータを十分に活

用しているとは言い難いため，具体の管理方法は別に検討する必要があると考えられた．そ

こで 4.6.にて詳述する RMV データを活用した評価方法を検討することとした． 

※ 「好条件」とは，遮水性能確保の観点から，土質については細粒分含有率が Case1 の使

用材料より多いこと，CELfについては Case１の施工仕様よりエネルギーが大きい（＝施

工層が薄い or 転圧回数が多い）こと，を意味する． 
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4.5.3. CCV が上限値を超える場合の考え方 

SSI は CEL，粒度，含水比の影響を受けて変動する．施工仕様規定と GNSS 管理によ

り，CEL を確実に担保して施工している場合，SSI は粒度と含水比の変動の影響を受け

る．フィルダムの施工では粒度，含水比を所要の性能が得られるよう管理しており，その

施工管理・品質管理は一般土工と比べると非常に丁寧に管理されている． 

しかし，含水比は施工中にも変動するため，搬出時の含水比のまま締固めが行われるこ

とは稀である．粒度についても，粒度の局所的な異常が発生する可能性は否定できない．

実施工では採取材料ばらつきや切崩し・ダンプアップ・撒き出し等の作業中の自然分級，

などの影響を受けるためである． 

以上より，SSI に CCV を適用した場合，CCV が上昇する要因は以下の通りとなる． 

 

これらの CCV の上昇要因は計測値からは判断できないが，①～③のように本当に材料に

異常が生じている場合には目視や触診により異常状態は確認できる．このため，施工後に

CCV マップで確認される異常箇所については，目視等での状況確認を行い，必要な処置を

行う．以下に，CCV による計測値の考え方を整理する。 

 

① 粒度が適正で含⽔⽐が乾燥した場合（Case1-1) 

② 含⽔⽐が適正で粒度が粗粒化した場合（Case3） 

③ 含⽔⽐が乾燥し，粒度も粗粒化した場合 

④ その他の計測異常※ 

※ 「その他の計測異常」とは，4.4 で述べた，加速度応答スペクトル指標を⽤いた場合に何らか
の原因で転圧機の基本振動数 f0 が変動した場合に⽣じる計測値の異常，異種材料の境界部の施
⼯による計測値の異常，を指す． 

A) CCV を⽤いた遮⽔性盛⼟の SSI 管理では，CEL，搬出含⽔⽐，搬出粒度を管理し
た上で，CCV の計測結果から施⼯中の含⽔⽐の変動と粒度の局所異常を監視する
ことを基本とする． 

B) 転圧機の基本振動数 f0 が変動した場合にも CCV の異常値が確認される場合があ
る．その場合は⽬視で問題なければ，密度や遮⽔性には問題はない． 

C) CCV の異常値の要因は計測値からは判断できない．このため，異常値の発⽣箇所
は⽬視と触診で現場状況を確認し，含⽔⽐，粒度に異常がある場合は適切な処理
（①レーキ＆加⽔＆再転圧，②材料撤去⇒再施⼯，のいずれか）を⾏う． 
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4.6. 実施工での運用方法の検討 

4.5.より，CCV は含水比の低下および材料の粗粒化による地盤剛性の増加の感知は可能と

判断できた． 

また，材料が細粒化した場合には，含水比変化に伴う剛性変化の計測感度が鈍化するが，

透水係数 k が k < kcr (1.0×10-5cm/sec)を満足するሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡの範囲が広がり，同一の CCV におけ

る透水係数が低くなる傾向があるが，ことがわかった．これらより，材料の細粒化により

CCV の感度が低下した場合でも CCV の上限値管理による遮水性能管理に支障が生じること

（すなわち，遮水性能が満足しない状態を見逃すこと）はない，と判断した． 

以下では，小石原川ダムでの事例に基づき，CCV の管理範囲の設定法を記す． 

 

4.6.1. CCV の管理範囲の設定 

CCV を含む RMV により品質を評価する場合，計測値の平均値や中央値だけに基づく管

理では，定量的かつ連続的な計測値が得られるという RMV の特長を十分に活用していると

は言い難い．そこで，本ダムでは CCV 記録の度数分布の累積発生率と CCV 記録のマップデ

ータを用いて管理することとした． 

図-4.9 に含水比と透水係数，地盤剛性の関係と, 含水比の下限値である Case1-2（コア材

A，ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ ൌ െ0.8%），上限値である Case1-4（コア材 A，ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ ൌ ൅2.2%）における CCV

の区間発生率と累積発生率を示す．図-4.9 では，4.4.節で説明した異常値のデータを排除し

たデータで分析を行った． 

Case1-2 では，正規化含水比ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ ൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡが管理下限値の-0.8%であり，ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡ

がこれ以上減少すれば透水係数 k が急増するが，この段階では品質管理基準の k≦1.0×10-

5cm/sec を余裕をもって満足している（図-4.9 b)）．このことから，Case1-2 での CCV 累積率

曲線を上限の管理基準曲線として CCV 累積発生率曲線の管理を行うことで，透水係数が品

 
図-4.9 CCV の区間発生率及び累積発生率 6) 

（参考文献 6）の図-9 に加筆） 
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質管理基準を満足することを間接的に確認できる． 

次に Case1-4 では，正規化含水比 ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡが管理上限値の+2.2%であり，ሺ𝑤ᇱሻଵ୉ୡの許容範

囲内では締固め度が最も低い状態である．しかし，図-4.9 a)に示すように，この状態でも

(Dc)1Ec は品質管理基準の 95%に対して余裕をもって満足している．このことから，Case1-4

の CCV 累積率曲線を下限の管理基準曲線として CCV 累積発生率曲線の管理を行うことで，

締固め度が品質管理基準を満足することを間接的に確認できる． 

以上より，各施工ロットで計測された CCV 累積発生率曲線が Case1-2 と Case1-4 の CCV

累積発生率曲線で囲まれる範囲（図-4.9 d)のハッチング範囲）に収まっていれば，透水係数

と締固め度の両方について，計測ロット全体が所要の品質を満足していることを間接的に

確認できると判断した． 

4.3.節に記したとおり，既存の CCC の管理手法では，ロット全体の 90%程度以上が規格

値を満足することを確認する事例が多い．これらの事例を参考にして，本ダムの実施工にお

ける CCV データの評価にあたっては，CCV の累積発生率=90%となるときの CCV の値（以

後，CCV 90%累積値）以下の範囲で CCV 累積発生率曲線が上限の管理基準曲線を超過しな

いことを確認することとした． 

また，含水比が管理上限値に接近すると地盤剛性の変化率が非常に小さくなり推定精度

が低下することと，材料の粒度等土質が適切に管理されている条件下では GNSS 管理での

CEL 管理と含水比管理が適切に行われていれば乾燥密度については間接的に管理されるこ

と，下限の管理基準曲線での現場透水係数 k と(Dc)1Ecの値は品質管理基準値に対して，それ

ぞれ十分に低く十分大きいことから，下限の管理基準曲線は締固め管理における目標曲線

として取り扱うものとした． 

 

4.6.2. CCV マップを用いた管理 

4.4.節で示した「原因を特定できる異常値」を排除することよって，計測ロットの CCV 累

積発生率曲線が図-4.9 で示す上下限の管理基準曲線に挟まれた範囲に収まるかどうかを確

認することで確実な盛土品質管理が可能になる． 

しかし，試行期間中の施工において，頻度は低いものの，4.4.節に記した①振動スイッチ

の ON/OFF，②前後進の切替，③コア・フィルタ境界，以外の原因による CCV の異常値が

発生することが確認された．このため，CCV の測定値には一定数の異常値が含まれる前提

で，以下のように転圧直後の計測ロット毎の管理を行った． 

図-4.10, 図-4.11 に，小石原川ダムにおける CCV を用いた盛立面での品質管理のフローを

示す．CCV マップで異常箇所の有無を確認し，異常箇所が発見された場合には目視確認と

必要により現場試験を行うことによって品質確認したうえで施工ロットの合否を判定する

ものである．図-4.10 は異常値排除プログラムコードの作成前の試行段階のフローで，図-4.11

が異常値排除プログラムコードの作成後におけるフローである．図-4.11 では，累積発生率

曲線の確認が加わっている．  
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図-4.10 小石原川ダムにおける CCV を用いた盛立面での品質管理フロー（試行時） 
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図-4.11 小石原川ダムにおける CCV を用いた盛立面での品質管理フロー（本運用時） 
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図-4.10 および図-4.11 では，CCV マップで確認された異常値が局所異常である場合は，

目視と触診により問題がなければ施工を継続できるものとしている． 

管理フローを作成するにあたって，①振動スイッチの ON/OFF，②前後進の切替，③コ

ア・フィルタ境界，以外の要因で発生していると考えられる CCV の異常値発生箇所におけ

る品質確認試験を複数回実施し，「局所的な CCV の異常発生箇所において，目視・触診に

より異常を確認されない状態では，品質管理試験の結果に問題ない」ことを確認した．表-

4.6 にこれらの品質確認試験結果を，図-4.12 に品質確認試験を実施した施工ロットの CCV

マップ（異常値処理前）を，写真-4.1 に確認試験の現場状況を示す． 

 

表-4.6 CCV の局所異常箇所における品質確認試験結果 

 

    
(a) 2018/9/24              (b) 2018/9/27 

図-4.12 品質確認試験を実施した施工ロットの CCV マップ（異常値処理前） 

施⼯標⾼ (w ')1Ec
※1 CCV 変形係数 乾燥密度 D値 透⽔係数

(EL m)  (%) (−) (MPa) (g/cm3) (%) (cm/s)
No.1 8.4 1.27 2.051 100.6 6.3×10-7

No.2 9 1.16 2.093 100.3 2.2×10-6

No.3 11.7 1.24 2.04 99,7 2.5×10-6

No.1 7.2 1.54 2.076 100 9.2×10-7

No.2 8 1.24 1.947 98.4 3.0×10-6

No.3 5.6 1.29 2.033 100.3 3.0×10-7

≦6.5※2 ≦7MPa ≧1.73 ≧95% ≦1.0×10-5

※1 含⽔⽐は搬出時の品質管理試験結果
※2 CCV累積90%値の管理上限値（=6.5）を参考値として記載

基準値

施⼯⽇ No.

2018/9/24 280.6 1.17

2018/9/27 273.4 1.03
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(a) 2018/9/24 

 
(b) 2018/9/27 

写真-4.1 CCV 局所異常箇所における品質確認試験の状況 

 

図-4.12 のとおり，CCV が周辺のデータと比べて高い箇所を CCV の局所異常箇所として

選定して品質確認試験を実施した（各ロット 3 か所）．これらのエリアは ICT データより，

①振動スイッチの ON/OFF，②前後進の切替，③コア・フィルタ境界の影響，は受けていな
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いことを確認している．写真-4.1 のとおり，試験を実施した CCV の局所異常箇所は周囲の

状況と目視では CCV が参考規格値を満足する箇所(≦6.5)との違いを確認できない．このよ

うな箇所を 6 点選定し，突き砂法による現場密度試験，現場透水試験，落球探査法による変

形係数試験，を実施した． 

品質確認試験の結果は表-4.6 のとおりであり，異常は確認されなかった．このため，この

ような局所異常箇所では前述①～③以外の何らかの理由で，重機の基本振動数が変動する

事象が生じ，その結果，CCV の局所異常値が観測されたものと推定された． 

これら①～③以外の要因による局所異常値の原因分析とその排除は，小石原川ダムの施

工期間中に実現することは困難と考えられたが，これらの異常箇所の発生は多くはないこ

とから，前述のとおり，一定程度の異常値が発生する前提で，これらの異常箇所については

目視・触診により材料の粗粒化や乾燥のような局所異常が発生していないかを確認し，目

視・触診で異常がなければ，問題ないものとして処理することとした（図-4.10 および図-4.11）． 

 

4.6.3. 品質管理における位置づけ 

本研究では，1 回/日以上の頻度で実施する試験を日常管理試験，1~2 回/月程度の頻度で

実施する試験を定期管理試験と呼称する． 

従来のフィルダムのコアゾーンの品質管理における日常管理試験では，材料の粒度と締

固めエネルギーが適切に管理されているという前提のもと，ρd と w の値を確認することで

遮水性能を間接的に管理する． 

小石原川ダムでは，工事中盤以降，日常管理試験において ρd と w に基づく遮水性能の管

理の大半を地盤剛性指標 SSI に基づく管理で代替して，品質管理項目と頻度を一部変更し

た．表-4.7 に変更前後の盛立面での品質管理項目と頻度（抜粋）を示す．表-4.7 に示すとお

り，SSI による管理は遮水性能を管理するための日常管理試験の合理化・高度化を図るもの

であって，定期管理試験の頻度・項目を変更するものではない． 

表-4.8 に小石原川ダムにおいて，SSI 管理によって減ずることができた現場密度試験（RI

法）の試験回数と，その結果，減じることができた試験時間を推定した．表-4.8 に示すとお

り，小石原川ダムでは日常管理試験の合理化により概算で 1300 時間超の日常管理試験時間

が縮減されたと考えられる． 
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表-4.7 品質管理項目および頻度の変更（抜粋） 

 
 
 

表-4.8 盛立面での品質管理試験（RI 密度試験）の省略まとめ 

 

※ RI 法⇒落球探査法による省略時間：5 分/点×15 分＋データ確認 5 分 

※ 落球探査法⇒CCV による省略時間：1 分/点×15 分 

 

  

当初 変更1 変更2

JGS1316
1回/⽉ or
45,000m3

1回/⽉ or
45,000m3

1回/⽉ or
45,000m3

JGS1611
1回/⽉ or
45,000m3

1回/⽉ or
45,000m3

1回/⽉ or
45,000m3

JIS A 1204
1回/⽉ or
45,000m3

1回/⽉ or
45,000m3

1回/⽉ or
45,000m3

RI法 1回/1層 1回/4層 1回/4層

GNSS 参考値 1回/1層 1回/1層

簡便法 1回/1層 1回/1層 1回/1層

落球探査法 参考値 1回/1層 −

ローラ加速度応答法 参考値 参考値 1回/1層

※ 定期管理試験は1回/⽉，1回/45,000m3を⽐較して頻度が⾼くなる⽅を選択

含⽔⽐

変形係数

⽇
常
管
理

CCV

定
期
管
理

現場透⽔係数

乾燥密度

粒度

乾燥密度
（締固め状態）

試験項⽬ 試験⽅法
試験頻度

RI法
実施ロット数

落球探査法
実施ロット数

CCV
実施ロット数

RI法
省略ロット数

RI法
省略試験点数

省略時間
（hr）

変更１
2018.4〜2019.5.16

326 997 997（参考扱） 671 10,065 894.7

変更２
2019.5.16〜

60 - 329 269 4,035 425.9

⼩計 940 14,100 1,321
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4.7. 実施工への適用結果 

本節では，小石原川ダムにおいて CCV による品質管理を適用した 2019 年 5 月から盛立

完了までの約 3 カ月間に施工した 305 ロットの面的データを整理・分析した結果を記す． 

 

4.7.1. 整理対象外としたロット 

4.4.節に記した棄却範囲の設定ではコア・フィルタ境界での異常値は完全に排除できず，

異常値のデータが一部残存する．このため，全ての施工ロットの CCV マップを確認し，前

述の棄却範囲（コア・フィルタ境界を中心として除外した 7 メッシュ）の外側でも異常値が

残存し，その影響で累積発生率=90%において上限の管理基準線を超過していると判断され

るロットは整理対象から除外し，残った 252 ロットのデータを整理・解析した． 

参考として，図-4.13(a)にデータ整理対象外とした施工ロットの CCV マップと CCV 累積

発生率曲線の例を示す．図-4.13(a)に示す施工ロットでは，コアの施工範囲は図-4.13(a)の着

色のある範囲で，施工後にコア・フィルタ境界のみをマップ上部の範囲まで施工しているた

め，ロットの全施工面積に対する境界の影響範囲が大きいロットである．このため，図-

4.13(a)の異常値棄却処理前の状態では CCV が 7 を超過する異常値の割合が 4 割近い状態で

あった．4.4.節に記した各種異常値の棄却処理を行った図-4.13 (b)においても境界付近の高

い CCV データが残存しているが，残存する高 CCV の範囲はフィルタゾーンであること，そ

の他の範囲には異常がないことから，90%累積値が上限管理曲線を満足しない原因は境界の

影響と判断される．このため当該ロットは評価対象から除外するものとした． 

評価対象から除外された施工ロットは，いずれも図-4.13 の例と同様に異常値の棄却処理

後も境界の影響が残存しているロットである．なお，実施工では図-4.10 のフローのとおり，

盛立面においてマップデータに基づく目視確認等を行い施工に問題はないことは確認した

うえで次層の施工に着手している． 
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(a) 異常データ棄却前 

 

(b) 異常データ棄却後 

図-4.13 データ整理対象外とした施工ロットにおける 
CCV マップと CCV 累積発生率曲線（例） 

 

4.7.2. 品質管理記録の解析 

(1) CCV 累積発生率曲線 

実施工における CCV 累積発生率曲線を図-4.14 に示す．図-4.14 より，整理対象とした全

ロットで，累積発生率が 90%の時の CCV 値は上限の管理基準曲線の左側に収まっている．

全ロットの平均曲線は上限の管理基準曲線よりも十分低い範囲に位置しており，遮水性に

ついての全体の品質は問題ないと判断できる． 
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上限の管理基準曲線を超える CCV の割合が相対的に高いロットでは，個別に CCV マップ

を確認した．その結果，その多くは高標高部でコア幅が狭くなりコア・フィルタ境界付近の

影響が相対的に大きくなっているロットであり，境界付近以外で広範囲に異常値が存在す

るなどの本質的に問題のあるロットはなかった． 

参考として，図-4.15 に上限の管理基準曲線を超える CCV の割合が相対的に高い施工ロッ

トの CCV マップと CCV 累積発生率曲線の例を示す． 

 

 
図-4.14 品質管理での CCV 累積発生率曲線（2019.5~2019.7）6) 

 

 

図-4.15 上限の管理基準曲線を超える CCV 計測値の割合が相対的に高い施工ロットに

おける CCV マップと CCV 累積発生率曲線（例） 

図-4.15 の施工ロットでは下流側のコア・フィルタ境界の影響を受けたデータが異常値棄

却後も残存しており，この影響部分によって CCV 累積発生率曲線が累積率が 90%を超えた
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のちに大きくギャップを作る形で高い CCV が発生していることが分かる．このようなケー

スでは CCV マップから「コア・フィルタ境界付近の影響が残存している」ことの影響であ

ることが確認され，施工結果には問題ないものと判断できる． 

 

(2) CCV 統計処理値 

施工ロット毎の CCV の統計処理値の推移を図-4.16 に示す．各ロットの CCV の平均値 μ

は 2~4 を中心に分布しており，CCV による管理を実施した期間中の平均値は 3.2 である．

各ロットの CCV の標準偏差 σはその多くは 0.3~1.0 に分布しており，平均値は 0.68 である．

各ロットの標準偏差はコア・フィルタ境界の影響を受けたデータも含めて算定しているた

め，境界の影響が極めて小さいと考えられる 138 ロットを抽出すると，標準偏差は 0.2～0.8

となり，その平均値は 0.53 となった． 

参考として正規分布を仮定した場合の CCV 90%累積値の期待値（μ+1.28σ）の推移も確認

したが（図-4.16 c）），全データで上限の管理基準曲線での CCV 90%累積値（≒6.5）を下回

った．また，図-4.7 の変形係数と CCV の線形近似式より推定したした変形係数 E の管理上

限値に対応する CCV の値として設定した CCV=7.0 に対しはかなり余裕がある． 
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a) 平均値 μ 

 
b) 標準偏差 σ 

 
c) 90%累積値の期待値（μ+1.28σ） 

 
図-4.16 品質管理記録_CCV 統計処理値（ロット毎）の推移 6) 
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(3) 他の物性値との関係 

(3-1)  CCV~k 関係 

実施工での CCV と透水係数 k の関係を図-4.17 に示す（●印）．図-4.17 には，試行中にお

けるデータも含めてプロットしており，盛立試験でのコア材 A(Case1)の結果も併せて示し

た（◆, ◇印）．図-4.17 のプロットは透水係数の値は 1 回の試験で実施する 3 点の試験結果

の平均値とし，CCV の値は現場透水試験を実施した 3 点の位置座標の CCV の平均値をプロ

ットしている． 

図-4.17 a)に示す通り，透水試験実施個所における CCV は全て，上限管理曲線の 90%累積

値[CCVUV]90%（=6.5）よりも小さく，透水係数 k も規格値 kcrより確実に小さい．しかし，実

施工での CCV~k 関係は全体的にバラツキが大きく，盛立試験で確認された相関関係との関

係を確認することは出来なかった．そこで，試験箇所における盛土材の粒度分布が盛立試験

と同等であると判断した※施工ロットのデータを抽出し CCV~k 関係を再整理した（図-4.17 

b)）．この結果より，実施工での使用材料の粒度が盛立試験でのそれと同等の条件であれば，

CCV~k のプロットは盛立試験の分布範囲に近づくことが分かる．第 3 章で記した変形係数

E と透水係数の関係ではこの傾向がより顕著に確認されている（図-3.19）．これらの分析は

透水試験時には砂置換による現場密度試験と密度試験孔から採取した試料を用いた粒度試

験も実施しているために確認できたもので，小石原川ダムをはじめとした厳しい品質管理

基準があるハイダムにおける施工であったため確認できたデータであり，非常に貴重なデ

ータであると思われる． 

 

 
 

a) 全データ b) 粒度抜粋 

図-4.17  盛立試験と実施工での CCV~k 関係の比較 6) 

 

※ 以下の判定式を満足するロットを『粒度分布が試験施工時と同等』と判断した． 

※ 判定式は「細粒分含有率,マトリクス分含有率がコアの透水係数への影響度が大きい」

という経験的な知見に基づき独自に設定した． 
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粒度判定指標 X≦2.0 

粒度判定指標 X＝|𝐹௖బ െ 𝐹௖ ൅𝑀଴ െ𝑀| 

    𝐹௖బ：試験施工時の細粒分含有率（-0.075mm 含有率,25%） 

    𝐹௖：密度試験孔試料の細粒分含有率（-0.075mm 含有率） 

    𝑀଴：試験施工時のマトリクス分含有率（-4.75mm 含有率，54%） 

    𝑀：密度試験孔試料の細粒分含有率（-4.75mm 含有率） 

 

(3-2)  CCV~ρd関係 

実施工での CCV と乾燥密度 ρd の関係を図-4.18 に示す（〇印）．データプロットは，乾燥

密度は，透水試験時に実施した突き砂試験に基づく乾燥密度（-37.5mm 粒度に換算した値）

について，1 回の品質管理試験で実施する 3 点の試験結果の平均値をプロットし，CCV の値

は現場密度試験を実施した 3 点の位置座標の CCV の平均値をプロットしている． 

 

  

a) 全データ b) 粒度抜粋 

図-4.18  盛立試験と実施工での CCV~ρd 関係の比較 

 

図-4.18 a)に示す通り，実施工での CCV~ρd 関係は全体的にバラツキが大きく，盛立試験で

確認された相関関係との関係を確認することができない．そこで，試験箇所における盛土材

の粒度分布が盛立試験と同等であると確認できた施工ロットのデータを抽出し CCV~ρd 関

係を再整理した（図-4.18 b)）． 

CCV~ρd 関係は試験施工と類似の粒度を選定してもそのバラツキの状況は大きく改善しな

かった．図より，相対的に CCV が低い施工ロットにおいて，高い密度が確認されている．

この傾向は感覚的に違和感がある． 

図-4.19 に，w-ρd 平面，SSI-ρd 平面における w,ρd，SSI の関係のイメージと，盛立試験の結

果を記す．図-4.19 a),b)は，図-3.12 及び図-3.13 に示した実際の室内試験と盛立試験に基づく
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グラフを参照に作成したイメージ図である．同図は最適含水比よりも湿潤側（若しくは乾燥

側）のみにデータを制限した場合には，SSI と ρd の相関は見られるが，最適含水比付近で

は，相関がなくなることを示している． 

実施工での含水比は，大部分の施工ロット(wopt)CELf よりも湿潤側で管理されているため，

図-4.18 b)のデータは想定よりもバラツキが大きい印象を受ける（図-4.18 c）．この要因とし

て，管理剛性コンターと密度評価においては，今回の使用材料では礫率補正を行うことから，

粒度判定指数 X が同等であっても礫率が大きく異なると礫補正の影響が大きく表れる可能

性が考えられた． 

また， A 材と B 材では，ブレンド前の母材が異なるため，B 材の方が締固め後の乾燥密

度が高い傾向がある（図-2.10）．そこで，A 材を使用していた期間のデータを対象に，Case1

における平均礫率は 90%であるため 90±2%のデータを抽出した（図-4.20）．ここまで材料を

選定すると，データのバラツキは盛立試験の結果にかなり近づく（図-4.20 b））． 

しかし，実施工ではここまで厳密な粒度管理を行うことは現実的ではないことから，剛性

指標で乾燥密度を管理することは困難と考えられる． 

一般土工よりも厳しい管理基準で材料管理を行うフィルダムの施工でもこのような結果

となっており，現地発生材の使用を基本とする道路盛土等の一般土工では（特に発生材の土

質が高含水比材料であった場合），SSI と乾燥密度の相関はさらに低くなると思われる． 

また，より良い締固め状態を実現することを追求すると，最適含水比付近での締固めを目

指すことになり，このような場合では図-4.19 c)に示す SSI と ρd の相関が低い領域(A)にプ

ロットされるデータが相対的に増えるため，CCV をはじめとする SSI による密度管理は困

難になると想定される． 

以上より，密度管理にあたっては，CCV の下限値で管理するのではなく，通常の一般土

工と同様に締固めエネルギーを管理することで担保することが妥当と考える． 

また，図-4.18～20 に示す試験施工のデータプロットは密度変化が概ね収束する N＝６，

８のデータをプロットしていて CEL は概ね固定されており，CCV の変化は含水比の変化を

示している．すなわち，CEL が固定された条件の下では CCV は乾燥密度 ρd の指標ではな

く，含水比 w の指標となっていると言える．透水係数は，一定の CEL の下では乾燥密度よ

りも飽和度の強い関数であり，含水比の強い関数となっている．したがって，本プロジェク

トでは，CCV は透水係数の指標となっている． 

なお，米国では『所要の SSI に応じて起振力を自動調整する』計測結果から施工へのフィ

ードバックの検討も行われ，これらが可能となる施工管理を Intelligent Compaction として位

置づけている．しかし，施工過程で締固めエネルギーが変化すると，現場締固め曲線は変化

しその位置を正確に把握し続けることは困難である．すなわち，計測した SSI の等高線と現

場締固め曲線の交点である現場締固め状態の位置を求めることは難しくなる．このように

SSI の計測値の評価が複雑化するため，実施工に反映するには慎重な検討が必要ではないか

と考える．  
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a) SSI と ρd の相関が不明瞭な領域（イメージ） 

 
b) SSI と ρd の相関が比較的明瞭な領域（イメージ） 

  

c) 盛立試験（A 材）及び実施工（粒度抜粋）の CCV～ρd関係 

 

図-4.19   SSI～ρd の一般的な関係のイメージと実務でのバラツキ 
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(a) A 材全データ（3 点平均） (b) A 材粒度抜粋（3 点平均） 

図-4.20  盛立試験と実施工での CCV~ρd 関係の比較（粒度抜粋 2） 

 

 

4.8. 現状の課題に関する考察 

4.7.にて，小石原川ダム本体建設工事のコアゾーンの実施工における，CCV データを解析

した結果，各ロットの CCV 累積発生率曲線の 90%累積値は全て上限の管理基準値を満足し，

現場透水係数 k も全点で管理基準値より小さいことを確認した．しかし，小石原川ダムで適

用した CCV に基づく遮水性の面的管理法は，以下に記す改善の余地がある． 

 

① 異常値のより客観的な棄却法 

② 異常値棄却のデータの減少による品質評価に活用できるデータの増加 

③ 盛土材が細粒化した場合での計測感度の低下への対応 

④ 締固め層より下層の剛性の影響の評価 

⑤ 適用条件と拡張性 

 

今後のプロジェクトにおいて，上記の①～⑤の課題解決のために取り得る対応について

以下に，考察する． 

課題①②については，基本振動数の変動の影響を受ける加速度応答スペクトル指標では

どの指標でも影響を受けるものと想定される．このため，この点で加速度応答スペクトル指

標は不利になる．RMV には，CCV などの加速度応答スペクトル指標の他にも，Amman 社

の kbや Bomag 社の EVIBなど計測された加速度から地盤反力と変位量を解析して剛性値や振

動係数を算出する手法 4)や材料特性に応じた機械出力を示す MDP（Caterpillar 社），無振ロ

ーラの走行時のひずみ計測結果の解析により剛性値を算出するローラたわみ法 26)などがあ

る．これらの指標では基本振動数の変動の影響は受けにくいものと考えられ，①②の課題を

低減できる可能性がある． 
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課題③については，地盤剛性指標 SSI の小さい材料に対する計測精度・感度の課題であ

り，複数の指標で比較が必要になる．遮水性材料のように含水比が高く剛性が比較的低い状

態での評価が重要となる盛土管理においては，特定の指標にとらわれず，より正確な評価が

可能な指標を比較検討することも必要である． 

参考文献 2)からは加速度応答スペクトル指標よりも，kb，EVIB，MDP といった指標の方が，

SSI が低い盛土材に対しては適用性が高いと思われ，特に MDP は粘性材料への適用を想定

して開発された指標であるとされている 2)．このため，今後，フィルダム遮水ゾーンへ CCC

の適用を検討する際には，MDP は優先して適用検討をすべき指標と考えられる． 

課題④についてはローラ加速度応答法によるすべての指標の有する課題であるが，小石

原川ダムの施工仕様と転圧重機の組み合わせにおいては，大きな問題はなかったと考えて

いる．以下にその理由を記す． 

フィルダムの遮水ゾーンでは施工層と施工層の境界部の馴染みをよくするために，撒き

出し作業前にはレーキング処理を行う．このレーキングにより下層に若干の緩みが生じる

ため，CCV はその影響も含めて評価されることになる．これに対して，小石原川ダムでは

盛立試験の結果から，適用した締固め仕様（採用重機，転圧回数，仕上がり厚）に応じて定

まる締固め範囲が適切であり，下層に緩み層が残存しなかったと判断している．図-4.21 は

小石原川ダムではコア盛立試験において，2 孔式 RI 試験機により深度方向の締固め状態の

計測結果 20)である．遮水性盛土で実施するレーキングは，3~5cm 程度の深さを目標に実施

するが，図-4.21 より，3 層目の施工前は計測用ケーシングの設置の影響により 2 層目の表

面から 10cm~20cm 程度の範囲で密度低下が生じている．実施工でもレーキングにより同様

のゆるみが生じると想定されるが，3 層目の転圧後には，この密度低下が生じた範囲を含む

表層から 40～50cm の範囲で概ね均一な密度に締固めが行われている．この事実より，計測

した CCV は施工層の直下層の再施工範囲も含めた締固め状態を評価しているが，レーキン

グ時のゆるみは改善された状態での評価となっていると判断した． 

一方，4.5.に記したとおり，本研究で粗粒化と材料乾燥の影響を受けた条件（Case3）での

盛立試験を実施している．この試験施工場所は，実際のコアゾーンを基盤として試験施工を

行っており，直下層は通常のコアゾーンである．このような「下層の材料の粒度と含水比に

問題がない条件」においても，材料の粒度と含水比が不適切な条件での施工で計測された

CCV は，図-4.6 に示すとおり，規格を満足しない結果が得られているため，小石原川ダム

での CCV 管理の実務適用においては，「計測値が下層の影響を受けるという課題はありつ

つも，遮水性の異常を判断する指標として使用することは可能」と判断した． 

以上をまとめると，課題①～③については MDP をはじめとした応答スペクトル指標以外

の RMV の適用検討を行うこと，課題④については試験施工時に鉛直方向の密度分布を確認

することで，下層の影響をある程度払拭できるものと考えられる． 

なお，鉛直方向の密度分布に関する計測結果については，他の試験法による計測結果も含

めて付録 A に取りまとめた．詳細はこちらを参照されたい． 
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図-4.21  コア内の密度分布（2 孔式 RI 試験結果）20) 

なお，一般土工などで，施工層の境界においてレーキングを実施しない場合には，先に紹

介した「ローラたわみ法」の優位性が高いと思われる．ローラたわみ法は無振ローラでの計

測となるため，下層の影響を受けにくい計測方法であるといえる．ローラたわみ法の計測値

に影響を与える深度が施工仕様の仕上り厚とのバランスが適切であればより，転圧と同時

の剛性計測できないという欠点はあるものの課題④に対しては優位な指標（計測法）になる

可能性がある． 

課題⑤について，締固め土の工学的性質は地盤剛性の計測結果が同一でも土質と CEL の

影響で大きく変化するため，土質と CEL が適切に管理された条件下でなければ本研究で提

案する「地盤剛性指標の上下限値管理による遮水性盛土の締固め管理法」（以後、「SSI の上

下限値管理法」）は適用できない． 

このため，「SSI の上下限値管理法」は盛土材料の土質を厳密に管理するフィルダムコア

ゾーンの施工との親和性が高いといえる．一方，道路や鉄道のような一般土工では，ICT 施

工による CEL 管理については一般的になりつつあるものの，材料につては現地発生材をそ

のまま利用することが基本であるため，含水比と土質の均一性を確保することが難しく，

「土質の均一性」の適用条件を満足しない． 

一方で，散乱型 RI 計測のような含水比を面的に計測する新技術の開発が進められており，

含水比の面的な計測が可能になれば，本管理法では剛性を含水比の指標としていたが，粒度

の指標として置き換えられる可能性がある．これらの評価は今後の課題といえる． 
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【参考】剛性指標を用いた転圧回数管理の可能性について 

 

本研究に関する拡張性に関連して，「定量的なデータの特性を生かして転圧回数を弾力的

に調整するといった施工管理の合理化に繋げることはできないか？」といった議論があっ

た．この問いに対しては「剛性値に応じた転圧完了判断（転圧回数の調整）」は盛土材，盛

土構造物に応じた目標締固め範囲によっては実現できる可能性がある，と考えている． 

本研究の対象である遮水性盛土の場合，目標締固め範囲が最適飽和度付近を目標として

おり，締固めエネルギーが比較的小さい範囲から剛性が変化しないため，剛性値だけで締固

め状態を把握することは難しい．このため，CEL（撒出厚・転圧回数等）を ICT で管理する

ことで物性曲線を固定したうえで剛性を評価するという管理法を考案しており「剛性値に

応じた転圧完了判断」は不可能である． 

これに対して，現場 CEL の最適含水比よりも乾燥側の施工では，一定の CEL 以下では従

来型の剛性管理の前提である CEL と剛性の正の相関が認められる傾向がある．このような

場合は，剛性指標に応じた転圧完了判断が可能になる．ただし乾燥側の締固めでは，材料に

よっては浸水コラプスの可能性があり総合的な判断が必要である． 

『粒度が一定幅で管理できる現場条件で，4Ec 等の非常に高い CEL を基本とする場合』

には，材料が高含水比状態の場合には過転圧状態になる可能性が高く，含水比に応じて CEL

を調整することが望まれる．このような場合，粒度が一定に近ければ剛性は含水比の指標と

なるので，剛性の計測結果（＝含水比の間接的な計測結果）に応じて転圧回数を調整する（或

いは含水状態が不適切として撤去・再施工する）という管理も可能と考えられる．ただし，

含水比変化に応じた剛性の変化が明確に確認できる土質であること，剛性の計測精度が高

いこと，を現場盛立試験で確認する必要がある． 

締固め状態ならびに地盤剛性指標 SSI は締固め時の「土質」，「含水比」，「CEL」に応じて

変動する．提案する「SSI の上下限値管理法」は SSI の３つ変動要因のうち２つを固定し，

残る１つの変動要因による SSI への影響と締固め状態の関連性を明らかにして管理するも

のといえる．ここで粒度がバラつくのであれば，「含水比は一定である」か「含水比は別に

管理している」ことで SSI を粒度と関連付けることが可能になる．前者の場合であれば，３

～5 ケース程度の盛立試験により関係性の把握は可能と考えられる．後者の場合（≒含水比

の面的管理がなされている場合），各含水比に応じた粒度～剛性の関係を把握する必要があ

り，一つのプロジェクトの中で評価を行うのは困難で，多数の現場のデータから体系的な整

理を行うような整理が必要になると思われる． 
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4.9. まとめ 

第 4 章では，第 3 章で記した「地盤剛性指標の上下限値管理による盛土の締固め状態の

管理手法」において地盤剛性指標に Roller Measurement Value（RMV）と呼ばれる転圧機に

設置された加速度計記録を解析することで得られる指標を採用することで，遮水性盛土に

おける Continues Compaction Control (CCC)を実現するための検討を行った．また，検討結果

に基づき CCC による遮水性盛土の管理法を構築し，実施工に適用した，さらに，実施工で

の品質管理記録の分析結果，実務適用を経て得られた課題等，について取り纏めた．以下，

得られた技術的知見をまとめる． 

 

1) ローラ加速度応答法による計測記録（Roller Measurement Value, RMV）を用いた連続的

な盛土の品質管理法（Continues Compaction Control, CCC)に関する国内外の事例を調査

し，とりまとめた．この結果，既存の CCC は①地盤剛性指標(Soil Stiffness Index, SSI)の

下限値管理或いは変化率管理であること，②地盤剛性に与える含水比や締固めエネルギ

ーの評価が不十分であり①の管理法の適用にあたって諸課題が未解決である，ことを確

認した． 

 

2) 小石原川ダムの遮水ゾーンの建設において RMV に CCV(Compaction Control Value; 

SAKAI)を採用して CCC の適用検討を行った．盛立試験および実施工（試行期間中）の

CCV データには局所的に異常に高い計測値が認められた．データの詳細な分析により，

これらの異常値の発生原因の多くは，①振動スイッチの ON/OFF，②前後進の切替,③異

種ゾーンとの境界部分の施工，であることを明らかにし，それらの棄却ルールを定めた． 

 

3) 2)で定めたルールに則った異常値棄却後のデータ群を用いた遮水性の評価法と，その評

価法に基づく現場管理を行うための管理フローを作成することで，遮水性盛土における

CCC 型の管理法を構築した． 

 

4) 3)の管理法を，小石原川ダム本体建設工事のコアゾーンの品質管理法として適用した．

適用期間は 2019 年 5 月～7 月の 3 カ月間である．その品質管理記録を解析した結果，1)

の管理手法によって現場透水係数 k を適切に管理ができることを確認した． 

 

5) 3)の管理法によって基本的な品質は問題なく確認できたが，異常に高い計測値の客観的

棄却法，棄却に伴う評価データの減少，盛土材の細粒化時の計測感度の低下，粘性材料

の締固めに対して感度のよい RMV の研究，などの課題が残されていることを確認した． 

 

6) 本論文で提案する地盤剛性指標に基づく遮水性盛土の面的管理は，従来の下限値管理で

はなく上下限値管理を基本としている．特に透水性管理は上限値管理に基づいているこ
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とが特徴であり，盛土材料の土質と現場の締固めエネルギーレベル CELf が適切に管理

されることが前提である． 

 

7) 6)の前提条件があるため，現地発生材をそのまま盛土材として使用する一般土工へは適

用できない．剛性以外の物性を定量的に評価する技術が開発されれば，本技術との組み

合わせにより，地盤剛性指標を用いた管理法の適用範囲は更に広がる可能性がある． 

 

8) 本論文で提案する地盤剛性指標に基づく遮水性盛土の面的管理法は，遮水性盛土だけで

はなく，築堤後の浸水によるコラップス変形の可能性を排除し湿潤化・飽和化後の変形

と安定性を確保する必要がある盛土構造物にも適用することが望ましい． 
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第 5 章 遮水性盛土の総合的な品質管理法 

第 1 章から第 4 章において，著者らが小石原川ダムの本体建設工事で実施した検討や実

施工での品質管理記録の解析結果を記した．本章ではこれらの検討結果を踏まえて小石原

川ダムで導入した総合的な品質管理法について紹介する。 

 

5.1. 基本的な考え方 

盛土に求められる強度，剛性，遮水性能（或いは透水性能），築堤後の圧密沈下特性，な

どの工学的特性は，盛土の締固め条件である「土質」，「含水比」，「CEL」により概ね規定さ

れる．実施工での品質管理・施工管理では大きく以下の 4 つの段階での確認が行われる．な

お，確認する項目，方法，頻度については盛土構造物によって異なる． 

[1] 材料採取時，材料製造時における品質確認（主に粒度，含水比） 

[2] 材料搬出時における品質確認（主に粒度，含水比） 

[3] 現場施工時の施工仕様規定の履行確認（CEL） 

[4] 締固め後の品質確認試験（乾燥密度，含水比，SSI，透水係数，...etc） 

[1]～[3]の締固め条件の管理については，実施頻度は現実的に実施可能な頻度で設定され

るため，従来は抜取検査と仕様規定で対応していた．これに対して，[2],[3]について全量管

理が可能になれば，全ての盛土箇所での締固め条件が把握されていることなり，[4]の締固

め後の確認試験は大幅に省略することが可能になると考えた． 

ICT の進歩により，GNSS 管理により CEL の全量管理は既に実現可能であり，小石原川

ダムでは土質と含水比についても後述する ICT 施工の技術提案があり， [2],[3]の全量管理

は実現可能な状況であった．しかし，含水比は搬出時点での値が確認されたとしても，その

後の運搬～撒出～転圧の過程において含水比は変化する．特に夏季は材料が乾燥し易く，搬

出時に確認された含水比で締固めが行われることは保証されない．一般土工であれば，締固

め度による管理が基本となるため，GNSS 管理による CEL 管理（転圧機種，仕上り厚，転

圧回数）を行うことで可としているが，遮水性盛土では含水比が施工過程で乾燥側になると，

最も重要な要求性能である遮水性能が担保されない場合がある．このため，[[2], [3]を全量

管理しても[4]の締固め後の品質管理試験は従前どおりに実施する，との結論に至った． 

一方，本研究により「土質」「CEL」が一定の幅で管理されている条件下では地盤剛性指

標(Soil Stiffness Index, SSI)が「含水比」の代替指標となりえることが確認された（第 3 章）．

また，「土質」（ここでは粒度）の局所異常に対してもローラ加速度応答法により高い SSI の

計測値で把握できることが確認された（第 4 章）．これらのことから，ローラ加速度応答法

と GNSS 管理を関連付けた連続的な締固め管理（Continues Compaction Control, CCC）によ

り[3]と同時に SSI を全量把握できれば，施工中の含水比変化の影響や粒度の局所異常を SSI

によって把握できていることになる． 

なお，「SSI の上下限値管理法」は， CEL 管理で物性曲線を固定したうえで，SSI 管理を
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行うことで締固め状態を把握するもので，粒度と CEL が一様に管理されていることを前提

としている．このため，[2],[3]の全量管理を行うことは「SSI の上下限値管理法」の信頼性

向上に寄与しており，[2],[3]の全量管理と「SSI の上下限値管理」は，双方の管理法で管理

しきれない範囲を補完し合う関係にあるといえる． 

 

以上より，[2], [3]について全量管理に加えて，CCC による SSI の全量管理を行うことで，

３つの締固め条件が全量把握できた状態になるため（図-5.1），[4]の締固め後の確認試験（主

に現場密度試験）を大幅に省略することが可能になると考えられる． 

また，上記の管理における管理基準値の設定において，第 2 章で記した「現場 CEL と飽

和度を勘案した締固め管理範囲」に対応して設定することで，品質向上が期待できる． 

 

以上に記した「遮水性盛土の総合的な品質管理法」について，次節以降に具体の取組事例

として小石原川ダムで導入した管理法の概要を紹介する． 

 

図-5.1 全量管理型の品質管理の概要 
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5.2. 搬出時の全量管理（粒度・含水比） 

 

5.2.1. 粒度の全量管理 

フィルダム遮水材料の搬出時の粒度試験は，1 回/日の頻度で，当日の朝に採取した代表試

料を用いて JIS 法（JIS A 1204）か，含水比確認にフライパン法等を併用する簡便法にて確

認するのが一般的である． 

粒度試験はフィルダムの遮水ゾーンで使用する材料は含水比が高く，最大粒径 150mm 程

度の礫を含むため，人力作業が多く試験時間が長いため，試験数量は上記の頻度が現実的に

は最大の頻度と考えられる．一方で施工数量は数千 m3/日以上であり，上記の頻度は施工数

量に対して十分な頻度かは判断が分かれるところである．このため，より簡易な手法により

補助的な粒度確認が可能になるならば，5.1 [2] に記載した「材料搬出時における品質確認」

の頻度と精度が向上する． 

小石原川ダムでは，受注者の技術提案により，デジタル写真を用いた画像粒度解析システ

ム 1)による簡易的な粒度確認を 1 回/30 分の頻度で補助的に使用した 2)．画像粒度解析シス

テムでは 1 回の撮影では粒径 9.5mm 以上の粒度分布までしか確認ができない．このため遮

水性能に大きく影響する 4.75mm 以下含有率，0.075mm 以下含有率については確認すること

が出来なかったが，9.5mm 以上の範囲が，材料規格を満足するための粒度分布の管理範囲

（4.75mm 以下含有率，0.075mm 以下含有率についての材料規格を満足する製造材料の粒度

曲線群の最大包絡線と最小包絡線により作成）の中に入っているかを確認することで，傾向

把握のためのツールとして活用した（図-5.2）． 

 

図-5.2 画像粒度解析による遮水性盛土材の評価例 
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図-5.2 の太破線は既往ダムで使用された遮水材料の粒度分布の実績を参考に定めた管理

上下限値で，灰色の粒度曲線群が JIS 法で確認された当ダムの遮水材料の粒度曲線群であ

る．実施工では画像粒度解析結果が管理範囲に収まらない場合は搬出を一時中断し，目視・

触診と再試験を行い，必要に応じて材料搬出パイルの変更と材料調整を行った． 

この ICT を利用した補助試験の導入により搬出時の粒度確認の頻度が向上し[4]締固め後

の品質確認試験の信頼性が向上したと考えられる． 

画像粒度解析システムを用いた粒度管理の概要を記す．画像粒度解析システムは，デジタ

ルカメラで撮影した土質材料の二次元画像から粒子輪郭を識別し，各粒子の面積割合と質

量加積率の相関式から粒度分布を推定する簡易粒度測定法である 1)． 

図-5.3 は 2 種類の異なる粒度に調整したコア材を対象に画像粒度測定を各 11 回試行し

た結果（左側の撮影画像と粒子識別画像はそのうちの 1 回分）であり，解析対象粒径（63mm，

37.5mm，19mm，9.5mm）において測定毎の再現性や JIS 法による粒度試験結果との整合性

を確認している．材料敷き均し後，撮影・解析に要する時間は十数秒程度と短時間で結果が

得られる利点があり，(3)に示す混合設備の一部に同システムを組み込むことによってコア

 
図-5.3 画像粒度解析システムによるコア材料の粒度分布評価結果 

（上段：粗粒側粒度 下段：細粒側粒度） 

  
写真-5.2 画像粒度解析システムによる計測状況 
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材製造中の高頻度かつリアルタイムな粒度確認を可能にした． 

写真-5.2 に測定状況を示す．コア材混合設備から排出されたコア材（写真-5.2(a)）をサン

プリングし，専用の材料ホッパに投入してベルトコンベアで運搬し（写真-5.2(b)），画像撮

影室内で薄層に敷均したベルトコンベア上の材料を撮影する．撮影画像は設備管理室の PC 

に転送され，即時に解析し粒度分布を出力できる．結果は WEB サーバに自動転送され，ス

マートフォンなどの携帯端末からも閲覧できるシステムを構築し運用した． 

図-5.4 に当システムによる粒度管理フローを示す．粒度測定は 30 分に 1 回の頻度で行

い，コア材製造中の粒度変動を監視する．目標粒度の上下限値を逸脱する傾向が認められた

場合は，ふるい分け試験により実際の粒度を確認し，必要に応じて粒度調整を行う．当シス

テムを用いることによって，目標粒度を満足しない材料の検出と粒度の変動に対する早期

の判断が可能になった． 

図-5.2 は実際のコア材製造時の画像粒度解析結果の一例である．図 5.2 に示すように製造

中の測定結果が目標とするコア材の粒度範囲内にあり，適切な粒度が得られていることを

 
図-5.4 搬出時の粒度の管理フロー（画像粒度解析システム） 

 
図-5.5 画像粒度解析システムよる礫率の確認状況の例 
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常時確認した．また，図-5.5 に示すように，特に粒径 37.5mm 以上の割合（礫率）について

着目し，礫率の日平均値をコア材盛立後（転圧後）の日々の締固め度(Dc 値)管理における

室内締固め試験結果の礫率補正に用いた． 

なお，小石原川ダムの工事着手時点では，画像粒度解析はフィルダムのロック材やフィル

タ材への適用事例はあるが，コア材への適用事例はなかった．これは，コア材のような粘性

材料は，同一粒度でも含水状態によって団粒化の程度が異なるためである．写真-5.3 に示す

ように，低含水比では団粒化は生じないが，高含水比では，細粒分の団粒化，粒子同士の付

着，大礫への細粒分のへばりつきなどが視認される．したがって，相関式設定時の含水比と，

実運用時の含水比が異なると，推定される粒度分布に誤差が生じるため，団粒化の影響を補

正することが課題となっていた． 

既往事例では，粒度インデックス𝐼𝑖と加積通過率の相関式を求めるキャリブレーションに

おいて，試験材料の含水状態は任意に設定されていた．そこで，コア材を対象する本検討で

は，細粒～粗粒の 5 パターンの粒度分布に対して，最適含水比𝑤𝑜𝑝𝑡-1%～+2.5%程度の範囲で

含水調整しながら，𝐼𝑖の変化を確認し，含水比に応じて推定式を補正するようシステム改良

を行うことで粒度分布の推定精度を向上させた 3)． 

 

5.2.2. 含水比の全量管理 

フィルダム遮水材料の搬出時の含水比試験はフライパン法 4)，電子レンジ法 4)など短時間

で確認可能な手法を採用し，昼夜施工の場合は日 3 回（朝，昼，夕）実施する場合が多い．

夜間施工時の確認が 1 回となるのは，夜間は日射がないために，施工中の含水比変化が小さ

いためである．このように，搬出時粒度は代表値として把握はされるが，日射の強い夏場な

どでは短時間でも含水比は変化する状況にあり，実施工では盛立面で材料の状況を確認し

つつ散水などで含水比調整を行いながら施工を行うのが一般的である． 

この搬出時の含水比管理についても粒度管理と同様に，簡易な手法により連続的な確認

が可能になるならば，5.1 [2] に記載した「材料搬出時における品質確認」の頻度と精度が向

上する．小石原川ダムでは，受注者の技術提案により，近赤外線水分計による搬出時含水比

の全量計測と計測結果に基づく含水比調整を実施した 5)．搬出含水比の調整は季節に応じて

 
写真-5.3 含水状態による団粒化の影響（同一粒度） 
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搬出場～盛立面への運搬～敷均しの施工中の含水比低下を考慮した調整を行った．このた

め，散水による調整は主に前施工層のレーキング面の加水調整と，撒き出し時間（約 2 時

間）中の変化に対応する加水調整が主となり，監視の強弱がつけ易い環境での施工管理が可

能となった． 

以下に，小石原川ダムで実施した近赤外線水分量計を用いた含水比管理の概要を記す． 

小石原川ダムでは，細粒分の自然含水比が高く，コア材の均質性が懸念されたことから，

盛立場への搬出前に CSG やフィルタ材製造で実績のある SP ミキサによる混合設備を導入

した．ミキサは内部に羽根を設けた複数の混合筒が交互に正転と逆転する構造であり，通過

する材料を強制撹拌することで細粒材と粗粒材の混合を促進する．さらに，ミキサの前後に

は近赤外線水分計を設置しており，ベルトコンベアで運搬される材料の含水比の変動傾向

を全量測定し監視した． 

含水比管理フローを図-5.6 に示す．含水比が事前に設定した下限値より乾燥側に変化した

場合には，ベルトコンベアの保護カバーに設置した散水ノズルより材料に加水し，最適含水

比(wopt)1Ec+0～1.0%を目標として調整した．逆に投入ホッパへの供給材料が上限値より湿潤

側に変化した場合は，ミキサ最下端部からジェットファンにより温風を送り，混合中の材料

の乾燥促進を図った．最後に，前項に記したとおり，排出されたコア材は 1 回/30 分の頻度

でサンプリングして画像粒度解析による粒度測定を行う． 

図-5.7 にコア材製造フローを示す．コア材の含水比を近赤外線水分計による測定結果と

JIS 法（炉乾燥法 JIS A 1203）による測定結果を比較したものを図-5.8 に示す．近赤外線水

分計は近赤外線照射位置における材料表面の局所的な水分量を測定するため，照射位置に

 

図-5.6 搬出時の含水比の管理フロー（近赤外線水分計） 
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ある材料の礫分の偏り等によって測定される含水比が変化するが，平均でみると JIS 法の

含水比と概ね一致する．コア材製造時にベルトコンベア上で測定する材料の含水比は，上記

要因を考慮して移動平均値で評価し管理している． 

コア材製造時の含水比の連続測定記録例を図-5.9 に示す．測定は 1 回/秒でサンプリング

 

図-5.7 コア材の製造・搬出フロー 

 

図-5.8 搬近赤外線と JIS 法（炉乾燥法）の比較 

 

図-5.9 近赤外線水分計による含水比の連続計測例 
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し，5 分間の移動平均値で含水比を評価した．製造中のベルトコンベア上の材料の近赤外線

水分計による含水比測定結果は，JIS 法の含水比測定結果と概ね一致しており，含水比の変

動傾向を適切に捉えている． 

図-5.10 に製造中に供給材料の含水比が徐々に低下し，加水装置が作動したときの測定記

録例を示す．投入側の含水比が管理下限値を下回ると同時に加水が始まり，供給材料の含水

比が上昇して加水が停止するまでの間に排出側の含水比は規格範囲内（(wopt)1Ec –0.8～+2.2%）

に収まっていることが分かる． 

図-5.11 に供給材料の含水比が管理上限付近で温風装置が作動したときの測定記録例を示

す．温風開始後，排出側の含水比が平均で 0.2%程度低下しており，温風による乾燥促進効

果が確認できる． 

 

 
図-5.10 加水による含水比調整の記録例 

 

図-5.11 温風乾燥による含水比調整の記録例 
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5.3. 締固めエネルギーの全量管理 

締固めエネルギーは転圧仕様（転圧機械，転圧回数，施工層厚）と下層の剛性（≃盛立材

料に依存）により規定される．このため，試験施工により定められた転圧仕様に基づき，踏

み残し箇所がないよう確実に施工を行うことで，期待する締固めエネルギーが担保される．

施工仕様に基づく施工の履行確認は，以前はチェックシートと目視確認により実施されて

いたが，近年では GNSS 技術の向上により，施工仕様に基づく施工履歴が自動で計測保存

できる状況になっている．図-5.12 に小石原川ダムにおける GNSS 転圧管理の事例を示す．

小石原川ダムでは CEL 管理については特記仕様書による施工仕様規定の他，品質管理基準

で ICT による管理記録の提出を義務付けた．これらの GNSS 施工の導入に関する技術的確

認事項については，技術基準 6)に則り実施することでよい． 

GNSS 管理の導入により，現場では撒出厚管理の為のトンボ（目印看板）が不要となっ

たが，これにより，監督職員が現場を見たときに撒出厚が妥当性や盛土の形状がイメージ

しにくいこと，作成された管理用データの妥当性を確認する仕組みは工事によって異な

る，などの不具合も発生する．特に後者については，発注者の監督員が入力データを現場

の重機のディスプレイで確認をしても，それが妥当かどうか判断することは難しい．最終

的には出来形確認を行うため，異常があれば再施工となるが，そのような事態に陥らない

よう受注者のセルフチェック体制を充実してもらうことが重要と考える． 

  

 

図-5.12 GNSS による転圧管理記録（例） 
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5.4. 地盤剛性の全量管理 

ローラ加速度応答法と GNSS 技術による定量的かつ連続的な締固め管理（Continues 

Compaction Control, CCC）により，締固め後の地盤剛性の全量管理を行う．CCC 自体は既

存技術の転用することでよい．SSI は 3 章，4 章で述べてきたとおり，「土質」「CEL」「含

水比」の影響を受けて変動するが，搬出時点での品質管理が厳格であれば「施工中の含水

比の変化」「施工中の粒度の局所異常」の影響を把握するための指標になりえる． 

図-5.13 に小石原川ダムにおける CCC による転圧管理記録の事例を示す．小石原川ダム

では試験施工結果に基づき CCV 管理値を図-4.9 のように設定した．乾燥側での透水係数の

上昇，水浸コラプスのリスクを確実に排除するために，施工含水比の管理下限値（乾燥

側）における剛性値を参考に，CCV の管理上限曲線を設定した．湿潤側での密度低下，ウ

ェービングを抑制するため，施工含水比の管理上限値（湿潤側）における剛性値を参考に

CCV の管理下限曲線を設定した．これらの詳細については第 4 章を参照されたい． 

 

図-5.13  CCC による転圧管理記録（例） 
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図-4.9 CCV の区間発生率及び累積発生率 6)【再掲】 

 

  

下限管理曲線 上限管理曲線 
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5.5. 締固め状態（含水比・締固め度・飽和度）の管理範囲の改善 

室内試験と盛立試験の結果に基づき，表-5.1 のとおり締固めの管理範囲を改善し，管理

目標を規定した．特に，飽和度の許容下限値を導入することにより含水比の管理下限値を

現場 CEL（CELf）における最適含水比(wopt)CELf乾燥側まで引き下げている．この結果，管

理範囲は表-5.1 の右欄「改善後」に示す通り左上にシフトし，密度・強度・遮水性の向上

が期待できるようになった． 

また，図-5.14 に示すように，新たな管理下限値付近の含水比での地盤剛性の値は，含水

比が従来の下限値の(wopt)1Ecよりも高い湿潤側での値よりも明確に高くなるため，地盤剛性

の値の管理上限値の設定が容易になる． 

さらに，剛性の管理範囲も，改善後の締固め管理範囲と整合しているため，剛性指標を

用いた全量管理であっても得られる品質は変わらない．小石原川ダムでは既存のロックフ

ィルダムと比較して，締固め度が高く，十分な遮水性能が得られることが確認されてい

る．これらの詳細については第 2 章を参照されたい． 

 

表-5.1 締固め管理範囲の改善 

 改善前（従来法による管理） 改善後 

概

要

図 

 

 
 

管

理 

方

法 

・含水比は標準ﾌﾟﾛｸﾀｰ１Ec での最適含水比

(wopt)1Ecを下限値として管理するのが一般的． 

・フィルダムでは，締固め度 D 値は施工含水比

の範囲で D 値≧95%で管理するのが一般的． 

・締固め状態の管理目標を明確化した． 

・含水比は(wopt)CELf を下限値とすることを基本とし，

飽和度の許容下限値を導入した管理範囲を設定． 

※ 本ダムでは現場 CEL（CELf）を 1.5Ec と評価． 

懸

案 

・ 

改

善 

事

項 

・低飽和度領域を許容しており，遮水性能不足や

水浸沈下（コラプス）の懸念がある． 

・含水比の許容下限値である (wopt)1Ecよりも湿潤

側で施工されるため，剛性の変化が小さく剛性

指標の上・下限管理値の規定が難しい． 

・飽和度の許容下限値を導入した上で，含水比の管理

下限値を従来の値よりも乾燥側に設定することによ

って，高密度・低透水係数が実現できる． 

・含水比の管理下限値(wopt)CELf よりも乾燥側では剛性

が顕著に上昇するので，剛性の許容上限値の設定が

容易． 

 

CEL=
CELf

1Ec

下限締固め度

A

B

乾
燥

密
度

含⽔⽐, w

①：従来の品質管理領域

透⽔係数がNGな領域

+ 

④透⽔係数がNGな領域

CELf

1Ec

下限飽和度,SrL

下限締固め度

上限飽和度,SrU

乾
燥

密
度

含⽔⽐, w

①：従来の品質管理領域

②提案する品質管理領域（基本）

③拡張可能な領域

+ 

+ 

-β

A

B
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図-5.14 現場盛立試験結果（w ～ρd , k , E 関係） 

（第 2 章 図-3.11 より A 材のデータのみ抽出） 
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5.6. クラウド管理によるリアルタイム監視 

5.2～5.4 に記した，ICT 施工のデータと現場状況動画を，インターネットサーバに保存

してクラウド管理することで，関係者にリアルタイムで共有することが出来るシステムを

構築した（図-5.15）7)．これにより，従来は現地確認が必要であった事項や，事後確認と

なっていた事項について，遠方での確認が可能となった．特に施工状況について，施工仕

様に基づく施工の履行確認は，以前はチェックシートと目視確認により実施していたが，

クラウド上でデータ確認がリアルタイムに可能となり，その記録も全て保存される状況と

なった．更に施工時の搬出粒度・含水比やそれらの経時変化が反映される SSI についての

データ確認・保存が可能となった．以上に記した締固め条件（土質，CEL，含水比）につ

いて全量管理型のリアルタイム監視の体制が構築されたことと，技術者の減少傾向を受

け，水資源機構は，遮水ゾーン施工時における発注者監督職員の常駐施工を小石原川ダム

では廃止した． 

近年では Web カメラの性能向上とコスト低下の傾向は著しく，通信環境さえ整えれば従

前より大幅に安価に現場監視カメラの設置が可能になった．2002 年～2006 年頃に筆者が

初めて配置されたダム現場で配備していた現場カメラと比べると設備費は 1/10 程度となっ

ている．これらの映像ツールや通信コストは今後，ますます利便性とコストパフォーマン

スが向上するものと思われ，現段階では遠方監視では角度や解像度の問題で確認しづらい

事項についても，数年で解決されるであろう． 

 

 

図-5.15  遮水性盛土の総合的な品質管理法の概要（イメージ） 
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5.7. 開発技術の拡張性 

遮水性盛土の総合的な品質管理法（以後、「本管理法」）は，適用した小石原川ダムに限

定された管理法ではなく，他の現場等にも拡張できる内容がある． 

まず，「現場 CEL と飽和度を勘案した締固め管理範囲の設定法」については，遮水性盛

土以外の一般盛土にも適用可能なものである．近年では締固め重機の性能向上により 1Ec

を大きく超える現場 CEL が実現可能で，その効果は遮水性盛土に限定されず，寧ろ砂質土

やマサ土のように自然含水比の低い材料を使用する場合にはその効果は大きい．特に遮水

性盛土材としてマサ土を使用する場合は，強制的な曝気乾燥等を要することなく高い現場

CEL を用いた締固めの適用が期待できる．過去には 1Ec 管理をするために加水調整を行っ

ている事例もあり，そのような場合には含水比調整のコストと労力を減じつつ高い現場

CEL を用いた締固めを実現できる． 

次に粒度と含水比の全量管理であるが，こちらは適用可能な現場条件は限定される．特

に含水比の全量管理については，ベルトコンベアで含水比を確認・調整する過程と材料の

積替が必要になるため，このコストをかけるリターンを見出すには，フィルダムのような

高い要求性能と施工規模がなければ難しい．一般土工では，高速道路のような大規模土工

であっても基本的には現地発生材を使用して築造され，その材料の適用範囲も広いため

に，基本的には目視確認による評価で十分対応ができていることから，これらの盛土構造

物ではコストを上げてまで導入が必要となる場合は多くはないと考えられる．しかし，小

石原川ダムと同様に材料の均一性についての課題を有するダムでは適用を検討する価値は

あると考える． 

次に，SSI の上下限値管理法については，フィルダム以外の遮水性盛土の管理において

も，従来の日常管理の代替試験として位置づけることは可能であり，その効果は大きいと

考える．ただし，密度試験と比して CEL の変動に対する感度が鈍いため，CEL 管理は別

途適切に行われることが前提となることを強調しておく． 

また，一般土工の盛土管理では従来の SSI 管理は下限値管理であるが，浸水コラプスの

影響を排除するためには上限値管理が必要であり，一般土工であっても遮水性盛土と同様

に上限値管理を導入すべきと考える．CCC を用いた SSI 管理では遮水性盛土のような高含

水比材料への適用が困難とされてきたが，土質と CEL の管理を適切に行う前提で，適用が

可能となった．今後は，第 4 章にも記載したとおり，高含水比材料に適性の高い指標の検

討により計測精度が向上されることが期待される．  

また，一般土工では，「土質」「含水比」の管理がほとんどなされないため，SSI に影響

を与える 3 つの要素のうち，2 つが変動することを前提にした管理が必要となる．このた

め，本研究で提案する SSI の上下限値管理法をそのまま適用することはできない．今後，

SSI に対する粒度等の土質の影響の評価についての改善を行うことで，適用範囲を拡大で

きる可能性がある． 
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5.8. まとめ 

 第 5 章では，第 2 章から第 4 章で紹介した本研究による技術的知見を踏まえて小石原川

ダムで導入した品質管理法（以後，「新たな管理法」）について紹介し，その課題と拡張性

についても記した．以下，新たな管理法の概要等について記す． 

 

1) 盛土に求められる強度，剛性，遮水性能（或いは透水性能），築堤後の圧密沈下特性，な

どの工学的特性は，盛土の締固め条件である「土質」，「含水比」，「CEL」により概ね規

定される．小石原川ダムの遮水ゾーンの建設では，これらの締固め条件について ICT 施

工により全量管理することで，施工ロットにおける品質確認範囲を拡大し，後述する SSI

管理の信頼性を向上させた． 

 

2) SSI の上限値管理による透水係数を間接的な管理を適用することで，日常管理として実

施していた現場密度試験の大部分を SSI の管理で代替することができた．さらに SSI に

ローラ加速度応答法による指標（本研究では CCV）を採用することで，遮水性盛土にお

ける CCC が可能となった． 

 

3) 土質（主に粒度），含水比，CEL，SSI の管理値を，2 章で述べた「現場 CEL と飽和度を

考慮した締固め管理範囲・管理目標」に基づき設定することで，管理の合理化を図りつ

つ品質の向上も実現できた． 

 

4) この新たな管理法は，他のプロジェクトや一般土工に適用するには，使用材料の適性や

コスト等の課題はあるものの，一般性をもつ部分も多く，部分的な適用も可能である．  
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第 6 章 実務における留意事項 

 

6.1. はじめに 

本章では本研究を通じて得られた知見について，実務で活用していくうえでの留意事項

について記す．本研究の主たる成果である「現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締
固め管理法」「地盤剛性指標（Soil Stiffness Index, SSI）の上下限値管理による遮水性盛土の

締固め管理法」（以後，「SSI の上下限値管理法」）に関わる留意事項の他，フィルダム施工に

関する細部技術（主に遮水ゾーンの施工に関連する事項に限る）も交えつつ解説する． 

図-6.1 にフィルダム遮水ゾーン建設における施工フローの事例を示す．フィルダム遮水ゾ

ーン建設では図-6.1 の①～⑦が「材料採取・製造時」，⑧⑨⑩が「材料搬出時」，⑪が「盛立

面施工時」の各段階で品質管理が行われる．6.2.～6.4.節に「材料採取・製造時」「材料搬出

時」「盛立面施工時」での各段階での基本的な留意事項を記す． 

6.5.節に「現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理法」を適用する際の留

意事項を記す． 

6.6.節に「SSI の上下限値管理法」を適用する際の留意事項を，6.7.節に CCC を適用する

際の留意事項を記す． 
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図-6.1 フィルダム遮水ゾーン建設の施工フロー（小石原川ダムの事例）    
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6.2. 材料採取・製造時の管理 

フィルダム等の遮水性盛土の場合，自然発生材がそのまま使用できることは稀であり，細

粒分の多い粘性材料と礫質土中心の粗粒材料をブレンドして製造される．「SSI の上下限値

管理法」では粒度管理と CEL 管理が適切でなければ遮水性能の間接的な管理はできないこ

とは前章迄に述べたが，従来の密度管理型の品質管理でもそれは同様である． 

極めて大規模な盛土構造物であるロックフィルダムでは，長期間にわたって大量の盛立

材料で築堤工事が行われる．このため，使用材料の時空間的な変化についての管理が重要で，

材料採取エリアや仮置き期間，季節変動などの影響を極力抑えるような管理が望まれる．使

用材料の変動の平準化を促すため，盛立材料はストックパイルに製造・仮置して品質管理さ

れた状況下で使用されるが，このパイリング計画が品質の平準化の精度を左右する極めて

重要な事項となる．ストックパイルの容量・配置・仮置き期間の設定は非常に重要で，ブレ

ンド比率設定，目標含水比設定といった基本事項の他，混合材料の含水比の馴染みのために

必要な調整期間（＝仮置き期間），全体施工計画におけるヤード配置（工事の進捗により使

用可能なエリアが変化する），各パイルの容量，使用順序などを考慮して綿密な計画を作る

ことが肝要である． 

粒度管理は製造時，搬出時，施工後の各段階での品質管理試験において確認されるが，搬

出時，施工後で異常が確認されても搬出停止，撤去再施工となるだけで本質的な改善にはな

らないことから，製造時の粒度管理が最も重要である．また，本研究で提案した CEL を考

慮した含水比管理を行う場合には，採取材料の地山含水比に応じて目標とする含水比を実

現できるようなブレンド比率を設定することや，含水比調整期間の設定を見直すことも必

要となる．このため，フィルダムの施工品質の良否は材料製造の段階で概ね決まるといって

も過言ではなく，製造段階で粒度と含水比のバラツキが小さいストックパイルを作るため

に注力することは，遮水ゾーンの品質確保に極めて重要である． 

以下にパイル造成時の留意点を列記する． 

 

(1) 粒度管理 

材料製造時の材料の粒度試験の例を表-6.1 に示す． 

表-6.1 材料製造時の品質管理試験の事例 

 

方法 頻度

1点/回

簡便法

簡便法

簡便法

-

-

簡便法

粒度試験

含水量試験

試験（測定）種目場 所

簡便法

簡便法

備　考

管　理　基　準

-

-

含水量試験

試験（測定） 品質規格 試験（測定）

粒度試験

含水量試験

コア採取場
（細粒）

1回/採取場
又は
1回/材料変化時

3点/回

コア採取場
（粗粒）

-

1回/採取場
又は
1回/材料変化時-

粒度試験

ストックパイル
（造成時）

1日1回
又は
1層1回
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品質管理上の規定は最低限の頻度として，表-6.1 のように設定されるが，ストックパイル

（造成時）の試験回数については，現場によっては 3 点程度に数を増やして実施する場合が

ある．これは，採取エリアが 2 カ所以上である場合，或いは材料変化が見られた場合の対応

である． 

ストックパイルの造成時は，試験施工等に基づき設定した目標粒度を再現できるよう粗

粒材・細粒材の基準粒度に基づいて各材料の施工層厚を設定し，粗粒材料⇒細粒材料⇒粗粒

材料⇒…と 2 種類の材料を交互に配置してパイルを造成する．この時，基本的な施工層厚は

定めているが，実務では造成時に使用している粒度分布は徐々に変化していくため，施工層

厚を一定にしたまま施工を続けると目標粒度から徐々にずれていく場合がある．このため，

品質管理試験で確認される各層の材料粒度と施工層厚を用いてパイルの想定粒度を確認す

る．この結果，製造パイルの粒度が目標粒度から外れる場合は，合成粒度が目標粒度に近づ

くよう次層の施工層厚を調整することが望ましい． 

図-6.2 に小石原川ダムにおけるストックパイル製造時の粒度管理の事例を示す．各層の施

工後に図-6.2 のように混合後の推定粒度の Fc 値を推定し，次層の粗粒材の施工層厚を調整

する．このような調整を行おうとすると層ごと仕上り厚の管理が変動するためオペレータ

の目感が働きにくいという課題があるが，近年はマシンガイダンス機能を有する ICT 建機

が導入されたため，このような弾力的な管理も行い易い状況となっている． 

なお，調整にあたっては粒度分布のどの管理値を重視するかは現場によって異なる．また，

ストックパイルの高さが高いほど，パイリングによる均一化の効果が大きい．パイリングを

重ねるごとに，各層の粒度変化が合成粒度へ与える影響は小さくなるため，パイル高は 10m

以上の高さは確保したいところである．粗粒材，細粒材での施工量については上記のとおり

日々，調整を行いながらパイリングを行うが，施工層厚の設定の基礎になる混合比率は乾燥

重量比で決定であるため，自然含水比を考慮した補正が必要となる．また，敷き均し時にブ

ルドーザの加重による締固めがなされ，この傾向も材料の含水比によって異なるものと考

えられる．このため実施工での管理では，材料採取地で確認した自然含水比を用いて地山で

の自然含水比における重量に換算し，その重量に応じたダンプ台数で概数を管理する場合

がある．このあたりの管理方法は現場毎に異なる． 
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次に材料採取地における留意事項であるが，材料採取地では常時，発注者や元請の監督職

員が材料の状況を監視する状況にはなく，基本的には採取担当する重機オペレータが最も

材料採取地の材料変化の状況を把握しているのが実情である．このため日常の施工中に材

料変化が生じた場合に重機オペレータが違いを判断して，元請職員へ通知確認をする仕組

みと，目視で判定可能なわかり易い判断基準を作成することが重要である． 

判断基準は現場によって異なるが，切羽の色や湿潤具合の状態，掘削面の爪痕の状態，積

込材料の見た目，礫混入の状態，などを組合せて現場の材料区分に応じて調整していくとよ

い．小石原川ダムでは，材料判定の段階確認時には受注者からの技術提案の一環として，目

視・触診以外に画像解析による評価も実施していた．これらの ICT によりオペレータの技

量経験に依存しない判定が可能なシステムを構築することも今後の生産性向上には必要な

ことと考えられる．ただし，同時に元請けの技術者や事業者側の技術者には，それらの ICT

による判定根拠の設定に至る技術的事項が理解されていることが前提である． 

 

(2) 材料判定に関する補助ツール 

前述のとおり材料区分判定は技術者の五感に頼る部分が大きいが，近年ではこれらの感

覚を定量化するための様々な研究が行われている．小石原川ダムではロック材の材料判定

の人為的ばらつきを低減するため，岩種判別に帯磁率計（写真-6.1）を，硬さ判別に打球探

査法 1) （写真-6.2）を判定の補助ツールとして試験的に導入した 2),3)． 

 
図-6.2 ストックパイル造成時の粒度管理（例） 
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ロック材料をはじめとする使用材料の廃棄判断は，工事における採取歩留り（ロス率）に

直結しており，特に数百万 m3 を超える大規模工事であるロックフィルダムにおいては廃棄

材の処分費は全体工事費にも大きく影響する．特にロック材の採取においては一回の判定

で数千～数万 m3 の材料の判定をすることも珍しくない．このため，材料の廃棄判断は極め

て重要な甲乙協議事項である． 

帯磁率計とは，磁場と誘導磁気との比で定義される物理量であり，主に岩石に含まれる磁

性鉱物の量と種類により定まる．帯磁率計は，①非破壊測定である，②軽量小型で持ち運び

が楽，③リアルタイムで結果が得られるなど，非常に簡便な計測機器である．打球探査法は，

加速度計を取り付けた金属製の球形ハンマーで対象物を直角に打撃した時の応答加速度波

形から Hertz の理論式を用いて変形係数を算出する原位置迅速試験法である 1)．計測原理等

の詳細については，参考文献を参照されたい． 

図-6.3 に，熟練者 2 名の目視による岩種判別結果と帯磁率計による計測結果の関係を示

   

写真-6.1 帯磁率計          写真-6.2 打球探査法     

 

図-6.3 目視による岩種判別結果と帯磁率の関係3) 
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)

aHf aHf+bHf bHf

(熟練者2名の目視による判別結果が

異なる場合を「aHf+bHf」とした)
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す．岩種毎に帯磁率の値域が異なっているため，0.3×10-3(SI)程度を目安として，帯磁率に基

づく岩種判別の定量化が可能となった 3)． 

図-6.4 に全岩種の変形係数と吸水率の関係を示す．変形係数の範囲は岩種毎に明確に分か

れなかったが，aHf の場合，変形係数が概ね 10GPa 未満で吸水率が急増（内部ロックの品

質規格値である 3％を超過）するケースがあることが分かった．そこで，10GPa を廃棄岩判

定の目安とし，変形係数をハンマー打検の参考値として活用することとした．図-6.5 は絶乾

密度・吸水率の試験結果と帯磁率，打球探査法の結果に品質規格値（赤線）を示したもので

ある．絶乾密度と吸水率は，岩種の違いにより 2 つの分布範囲に分かれており，帯磁率に

よる区分と整合していることから，帯磁率によって岩種を判別できていると考えられる．ま

た，変形係数によって品質規格を逸脱する岩を一定の精度で判別できていることから，変形

係数が廃棄岩の判定指標になり得る． 

最終的な岩種の判断は監督員の目視によるが，これらの補助計測ツールの導入により，監

督員の習熟度の違いによって生じる岩種判別結果の差を低減し，品質管理の高度化を図る

ことができた 3)． 

また，これらの ICT による補助ツールは有効ではあるものの，「計測する岩塊や計測面に

より計測結果が変動する」「発破範囲全体の評価はしてくれない」とい欠点もあり，このよ

うな全体を包括的にとらえて，適切な技術的判断をおこなうための補助であるという認識

が良いと考える． 
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図-6.3 変形係数と吸水率の関係（帯磁率の計測レンジ別）2) 

 
図-6.5 吸水率と絶乾密度の関係（帯磁率の計測レンジ別）2) 
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(3) 含水比管理 

材料採取地における含水比管理としては地山の自然含水比の確認が挙げられるが，ここ

で自然含水比が高い場合は，曝気処理を行うことで含水比を低下させたのち，ストックパイ

ルへ搬出する場合がある（写真-6.3）．曝気処理では，スケルトンバケットによる篩処理を行

うものが多い．特に含水比の高い材料を使用せざるを得ないような場合にはスタビライザ

ーによる強制混合と曝気処理を行う場合もある 4)．また，曝気作業からストックパイルへの

搬出に時間差が発生する場合には，曝気材料を土羽打ちして仕上げたのちブルーシート等

で養生しておくことが望ましい． 

材料製造時の含水比管理の方法としては，ストックパイル造成時の敷厚についての調整

が挙げられる．敷厚は薄いほど，各層の馴染みが早くなるが，その分管理が難しく，施工誤

差の影響が大きくなる．このため一層の施工厚は最小値を 20~30cm 程度にして管理するの

が一般的である．近年では ICT 施工によるマシンガイダンス機能付の重機が導入されてお

り層厚の管理も従前よりは行いやすい状況にある． 

また，ストックパイルでは降雨対策として，造成面に 1%程度の排水勾配をとり，日々の

施工完了後は無振のフラットローラで表面を平滑化し，施工後の降雨水の侵入による含水

比が生じないようにする．含水比調整のため，次層の施工前には浅くレーキングを掛けたの

ち，材料を撒き出す．季節によっては施工途中の降雨中断の可能性があるため，各層の施工

量の管理は施工厚だけではなく，重量管理に基づくダンプ台数管理も併用すると良い． 

  

   

写真-6.3 材料の曝気処理状況 
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6.3. 搬出時の管理 

ストックパイルで製造・調整した材料は切り崩し混合したうえで搬出される．遮水性盛土

の施工では搬出時にも品質確認がなされるが，その際の留意事項について以下に記す．製造

段階で適切に施工がなされていれば，基本的には問題のない材料が搬出できるのであるが，

搬出時点で発生する可能性のある材料の変動を極力抑えるための工夫などを記す． 

(1) 室内試験に関する留意事項 

搬出時の品質確認試験の例を表-6.2 に記す．搬出時は含水比と粒度が所要の規格を満足す

るかを確認するとともに，現場密度試験時の評価を行うために必要な最大乾燥密度を得る

ための突き固め試験が実施される． 

表-6.2 材料搬出時の品質管理試験の事例 

 

室内試験に使用する材料の最大粒径は 19mm 若しくは 37.5mm で実施する場合が多い．前

者は室内試験の試験値自体のばらつきが小さく，後者は礫率補正 5)の影響が小さくなる．一

般的に適用される Walker-Holtzs の礫率補正式は，室内試験試料の中に室内試験の最大粒径

を超える礫の周辺には一切の空隙がないように存在するという条件で補正を行っているた

め，室内試験値から現場試験値に換算時には過大に評価し易い．礫率が高くなるほど実際の

試験結果との乖離が大きくなるため，補正式が適用できる礫率は 30~40%程度とされている

6)． 

室内試験試料の最大粒径の設定については，前述した通り，それぞれの長所短所があるた

め，意見が分かれるところではあるが，著者は 37.5mm で実施した方が良いと考える．これ

は堤高の高いロックフィルダムでは，最大粒径は 100~150mm 程度として，礫分を加えるこ

とで施工時のトラフィカビリティを向上させる場合が多いため，室内試験での最大粒度は

可能な限り大きくとる方が，現場密度換算時の乖離が小さくなるためである． 

次に突き固め試験について述べる．突き固め試験では，同一材料で試験を行っても，その

結果には若干の変動を生じる．このため，試験結果に基づき定める最大乾燥密度，最適含水

比については移動平均を採用する場合がある．代表値の取り方については明確な定めはな

いため，使用材料の特性も加味して現場毎で判断することで良い．移動平均を使用する場合

方法 頻度

締固め試験
φ150

JIS A 1210 :2009

5調整含水比/回
突固めエネルギーは1Ec
突き固めエネルギーは、試験
施工結果により別途監督員
が指示する場合がある。

午前・午後・夜各１回

Wopt～Wopt+3％
Wopt：最適含水比

粒度試験

簡便法

ストックパイル
（搬出時）

簡便法

37.5mm以下の材料について
3点/回
深夜施工する場合は、午前・
午後・夜・深夜の各1回を実
施する。

試験（測定）種目場 所

含水比試験

1回/日

Dmax150mm
4.75mmふるい通過率30%以上
0.075mmふるい通過率10%以上

1点/回

備　考

管　理　基　準

試験（測定） 品質規格 試験（測定）
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の注意点として，パイルの切替の際には，材料特性が変化するため，異なるパイルのデータ

を含めて評価しないよう注意が必要である． 

 

(2) 現場管理における留意事項 

次に現場での留意点を記載する．材料の粒度はストックパイル全体では，平均的に目標と

する粒度・含水比となるよう製造されるが，施工過程において不可避的なばらつきが発生す

る．特に施工過程での分級作用により大玉の集中が生じ，それらが放置されると局所的なが

らも遮水性に影響が発生するため，大玉の分離対策は最も基本的な注意事項といえる．以下

では施工時に意識的に排除できる事項を記載する． 

ストックパイルの造成時には盛りこぼれた材料については，パイルの裾に向かって自然

分級されて蓄積するため，下部には粗礫が蓄積している場合がある（写真-6.3）．パイルの切

崩時には裾部の粗礫は撤去することを忘れず行わなければならない． 

パイリング期間は長いほど細粒材と粗粒材の馴染みが良くなるが，不十分だった場合に

は，切り崩し時に細粒材の層が板状の塊になり，押土距離が十分確保できなかった場合など

では，粗粒材と上手く馴染まない場合がある．このような場合は，切り崩し材をブルドーザ

で踏み砕いたのち再度ブル押しすると上手く混合される．なお，パイリング期間は長いほど

含水比の均一化が進むが，ヤードの制限や冬期休工の有無などによりある程度制約される．

自然含水比が高い材料を扱う場合には半年以上パイリングをした事例もある 7)．小石原川ダ

ムではパイリングする期間は 3 カ月以上を基本としたが，製造されたコアの品質には問題

はなかった． 

 
写真-6.3 パイル裾部の粗粒化と撤去例 

 

 

図-6.6 ストックパイルの混合範囲の変化（模式図） 
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その他，ストックパイルの切り崩しが後半になると，図-6.6 のイメージのように切崩し混

合できる範囲が狭くなるため，切崩し混合による粒度調整が不十分となる場合がある．また，

それまでの施工時にパイルの裾にたまった粗粒材が残存している場合があり，パイル終盤

は丁寧な混合処理と粗礫撤去を行う必要がある（写真-6.3）．参考として小石原川ダムの搬出

時粒度の推移とストックパイルに切替のタイミングとの関係を図-6.7 示す．図-6.7 に示すと

おり，パイルの切替後半において粒度が粗くなるなどの変動が生じていることが分かる．こ

れは先に述べた，パイル後半で混合範囲が狭くなること，パイル裾の粗粒化の影響が大きく

なること，による．この傾向に気づいたのちはパイルの後半の混合にバックホウを併用して

丁寧に作業するよう施工方法に工夫を加えた． 

 

 
 

図-6.7 搬出時粒度の推移とパイルの切り替わり 
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6.4. 盛立面における管理 

盛立面における施工管理では，施工仕様の遵守状況，材料について含水比変化や局所異常

の確認，接合部や境界部の処理などの確認，などを行う．これらの確認は，ICT が導入され

る以前の管理では，以下の例に示す項目等について技術者が目視で確認し，チェックシート

等に記録・保存されるのが一般的である． 

これらのうち，太字下線で記した事項は，小石原川ダムでは ICT 施工により，全量検査が

可能な状況が実現された．また，波下線で記した事項は，Web カメラ等による遠方監視によ

っても概ねの状況確認が可能である． 

このように ICT 施工により，日常的な作業の大部分はデータベースに記録されていくた

め，現場において臨場監督で注目する部分は ICT 施工の導入前と比べると限定的になって

きており，強弱をつけた監督が可能になってきている．個人的の感覚としては，日常の施工

管理の中で特に注目すべきは施工境界の処理（レーキング，散水），材料の局所異常（木根

等の異物や大礫の混入，局所的な礫分の集中等），施工中の含水比変化，の３点と考える．  

以下，細部技術の話題となるが工事監督時の注意事項を記述する． 

 

(1) 盛立面の状態 

A) 湧水処理 

湧水処理については着岩部（河床部，アバット部）の地下水位以下の範囲で施工

する際の処理である．これらは湧水の規模や発生箇所に応じて処理方法が異なり，

著者の経験の範囲外のものも含まれるため，ここでは考え方の重要な部分を中心に

記載し，具体の処理作業の詳細な説明は割愛する．処理作業の詳細については参考

文献 8）を参照されたい． 

湧水は地下水位以下の範囲における水理的弱部で発生するため，強制的に閉じて

も別の弱部から新たに発生するため無理に抑え込まないことが重要である．このた

現場での確認項目の例 

(1) 盛⽴⾯の状態…湧⽔処理状況，盛⽴⾯含⽔⽐，計器周辺の先⾏施⼯ 

(2) 材料の品質…含⽔⽐，粒度（⼤⽟集中，細粒分集中の有無），⽊根の混⼊，オーバー
サイズの混⼊ 

(3) 材料搬⼊，撒出の状況…ダンプトラックの搬⼊⼝の分散，撒き出し⽅向，誘導員配
置，トンボ設置⾼，⽊根・オーバーサイズ除去，余盛，レーキング状況 

(4) 転圧状況…締固め時の含⽔⽐変化，転圧⽅向，転圧回数，転圧速度，ラップ転圧，
境界付近の施⼯状況，未転圧部の有無，仕上がり厚，締固め密度の適否  
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め，小規模な湧水であれば無収縮モルタルによるスラッシュ処理などで，湧水を抑

えて着岩コアの施工に移る場合も多いが，無理に抑えると施工済みの箇所が膿む場

合もあり，基本的には技術書 8）に記載されるとおり塩ビやヒューム管などを立てて

排水あるいは水位のバランスが取れる高さまで引き上げて施工するのが良い．参考

に湧水量が少ない場合の処理方法である塩ビパイプを用いた処理と，湧水量が多い

場合の処理方法であるヒューム管を用いた処理の事例を模式図で写真を記す． 

  

 

図-6.8  湧水処理の事例（塩ビパイプ） 

 

写真-6.4  湧水処理（塩ビパイプ） 

 

急結止水セメント及びコンタクトクレイ材料

湧水箇所

塩ビ管等

コア盛立面

コンタクトクレイ材料
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図-6.9 湧水処理の事例（ヒューム管） 

 

写真-6.5  湧水処理（ヒューム管） 

 

釜場

ヒューム管

排水

タンパ締固め

管を抜く

重機締固め

タンパ締固め

急結止水セメント
及びコンタクトクレイ材料
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B) 盛立面含水比 

締固め土の工学的特性は CEL，土質，含水比によって概ね規定され，特に含水比

が不足すると急激に透水係数が上昇するため，締固め材料の含水比管理はフィルダ

ムの施工管理・品質管理においても最重要管理項目の一つである． 

含水比管理を行うときに見落とされがちなのが，盛立面（＝前層）の含水比であ

る．フィルダムの施工では締固めは層厚 30cm 程度を上限として，薄層での締固め

を行うが，施工層の馴染みを良くするために，レーキング処理が行われる．レーキ

ングによって緩む範囲は概ね 10cm 程度であり，この範囲の締固め性能が確定する

のは，レーキング後に再転圧を行った時になるためである． 

通常の品質管理では搬出材料の含水比や転圧終了後の含水比を確認することと

されているが，施工時の下層の含水比を確認するプロセスは通常含まれない．特に，

夏季のような表層が乾燥し易い時期の施工や，左右岸の切替施工等により長期間放

置された施工面の上に撒き出しを行う場合には，撒き出し前の盛立面の含水状態は

良く確認し，必要に応じて散水を行うことが重要である（シート養生を適切に実施

  
写真-6.6  盛立面の散水状況 

 

写真-6.7  計器周辺の先行施工の状況 
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していれば，問題になることは少ない．）． 

盛立面が乾燥してひび割れが入っているような場合でも，表層から 5cm 程度め

くると内部は湿潤しているのが普通であるが，表層が乾燥しているようであれば適

切に散水が必要である．特にレーキングをしてしまうと内部の材料が露出すること

で，レーキング前が乾燥している状態であったとしてもそのように見えなくなって

しまうので，レーキング前の確認が重要である． 

 

C) 計器周辺の先行施工 

著者の所属する水資源機構の建設するフィルダムでは，埋設計器（層別沈下計・

ＰＳ検層管）周りは，コア材撒き出し前に先行施工を実施している．これは埋設計

器周辺の施工には，大礫を含まない尖頭粒度調整された材料で施工を行う必要があ

り，締固め作業も人力で実施するためである． 

 

(2) 盛立材の品質（含水比，粒度，木根の混入，オーバーサイズの混入等） 

盛立面での材料の品質確認としては含水比，粒度が基本となる．含水比については，

搬出時の品質確認を行っているが，通常は日 3 回程度の頻度で，代表材料を用いた確認

試験を実施するが，空間的，時間的な変動は分からない． 

また搬出場から盛立面への輸送中の乾燥，施工時のトラブルによる待機や撒き出し作

業中の乾燥（撒き出し作業は通常 2 時間程度）などが発生する場合がある．特に夏季は

施工中の乾燥が著しいため，散水車を施工エリアの近傍に待機させ，適宜散水を行う．

また，レーキング後の施工境界が乾燥した場合にそのまま撒き出しを行うと，撒き出し

後にはその状態が分からなくなるため，材料を撒き出す前の施工境界が乾燥していない

かどうかに特に注目して散水作業は行う必要がある． 

撒き出してブル転まですると表層付近の含水比は大きく変化することはなく，また次

層施工時に再転圧を掛けるのでこの段階で適切な含水比になっていれば問題ない．よっ

て前施工層をレーキングした箇所の含水比に最も注意を払わなければならない． 

  

写真-6.8  大玉・異物の除去状況 
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次に粒度監視についての留意点を記す．前節の搬出時の留意点にも記載したとおり，

ストックパイルの切替時等で，パイルの裾に自然分級でたまった大玉を混合した材料が

搬出される場合があり，これらがダンプアップによる自然分級で更に集中してしまうと

いう状況で，「大礫の局所的な集中」の発生は発生する．この為，オーバーサイズ除去を

適切に行うとともに，ブルワークはダンプアップされた山を全て押し切ることで混合さ

せることが重要で，ダンプアップされたままの材料が残存しないような作業手順を指導

することが必要である．また，ブルワークの先端には大玉が残り易く，施工エリアのダ

ム軸方向の端部ではダム軸直交方向に大玉が集まり易いので，こういった箇所に注目し

て現場監視をするのが良い． 

搬入材料には木根や最大粒径（100mm~150mm とするダムが多い）を超えるオーバー

サイズの大礫が混入している場合がある．これらについては，撒き出し後に作業員らに

よって除去する．これらの作業を行う作業員は基本的に着岩部処理を行う人員が実施す

るが，高標高部となり着岩部と盛立エリアが離れている場合などに効率が悪くなるため，

極力材料製造の段階でこれらを排除できるような工夫ができると，工事全体のクリティ

カルである盛立面での作業時間が減じられ，施工効率が向上すると考えられる． 

 

(3) 材料搬入・撒き出しの状態 

（ダンプトラックの搬入口の分散，撒き出し方向，誘導員配置，レーキング状況，余盛，

トンボ設置高） 

これらは締固めエネルギー管理，工事の安全管理，出来高管理に関する確認事項であ

る．ここでは，締固め土の品質に影響が大きい「レーキング」，「トンボ設置高」につい

ての留意事項を示す． 

レーキングは前層の表面をかき乱しておくことで，施工層との境界を消失させて馴染

みを良くするために，撒き出しの直前に実施される．通常はブルドーザに取付けたアタ

ッチメントを用いて実施するが，盛立試験など範囲が狭い場合にはバックホウで実施す

る場合もある（写真-6.9）．レーキングの監督時に注意するのは，レーキング前の盛立面

  

写真-6.9  レーキングの状況 
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の含水状態，レーキングの範囲・深さ，である．含水状態については(2)で述べたとおり

である．レーキングの深さは表面が僅かにかき乱せればよいため，5cm 程度に設定する

のが良いと思われる．このときのレーキングの影響範囲は概ね 10cm 程度と考えられ，

このゆるみの範囲も含めた締固め厚は 40cm 程度となるが（図-4.20），この範囲までは鉛

直方向の密度分布は概ね均一に仕上がることが確認されている．なお，図-4.20 の転圧前

のデータで密度低下が発生している範囲については，レーキングではなく計測用ケーシ

ングの設置時に密度低下が生じたものであるが，レーキングによる緩みと類似の状態を

再現していると考えている．  

トンボ設置高は撒き出し厚を管理するための項目で，これは締固めエネルギーに影響

する．施工層厚が厚くなるほど単位厚あたりの材料に作用するエネルギーは減少するた

め，盛立試験で設定した施工仕様どおりの撒出厚を確保することが，機械施工による締

固めの基本事項である．近年では GNSS 管理の導入が推進されているため，現場でトン

ボによる撒き出し厚の指示を見る機会は減少すると思われる．今後は GNSS に基づくマ

シンガイダンス（MG）による座標管理データがトンボによる施工管理を代替すること

になる．これらの GNSS 管理データの妥当性については施工業者の施工管理の一環の中

で管理される．このため，GNSS データの妥当性を担保するためのチェック体制が適切

に構築されることが望まれる． 

また発注者はこれらの GNSS 管理を行うための基本ルール等については，着手段階で

積極的に関わることが望ましい．具体には，排水勾配の設定ルール，ダム軸方向の勾配

 
図-4.20 コア内の密度分布（2 孔式 RI 試験結果）【再掲】 
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の設定ルール，レーキング深さの設定，出来高管理の側線設定，設計余盛と施工余盛の

確認，GNSS データのチェック体制，等については詳細施工計画の検討段階で発注者も

確認を行うべき事項であると考える． 

その他，撒き出し前後のチェックとして，左右岸の施工範囲の切替時に発生する斜路

や上下流横断路で使用されていた範囲について記述する．フィルダムコアゾーンの建設

では，高標高部になるに従い V 字が広がる，下流ロックゾーンへの運搬路を確保する必

要がある，といった理由により左右岸を交互に施工する．このときダム軸方向に勾配

10%以内の斜路が形成される．施工中に豪雨が発生すると斜路に水が走るため，シート

養生を実施していないと，表面が粗粒化する場合がある（写真-6.10）．このような場合

は表層を鋤取り，次撒き出しを行わなければならない． 

上下流横断路については，施工済みのコアゾーンにロック材で厚さ 1m 程度の運搬路

を造成されるものである．左右岸の施工範囲が切替時に横断路の撤去を行うが，その際

には下層のコアゾーンについては密度試験，含水比試験を行い，異常の有無を確認する． 

 

(4) 転圧状況 

（締固め時の含水比変化，転圧方向，転圧回数，転圧速度，ラップ転圧，境界付近の施

工状況，未転圧部の有無，仕上がり厚，締固め密度の適否） 

締固め時の確認事項は上記のような項目があり，現場技術者が主に目視で監視して必

要な措置を行う．これらのうち，転圧方向，転圧回数，転圧速度，ラップ転圧，未転圧

部の有無，仕上がり厚といった項目は，前述のとおり GNSS 管理等の ICT 施工により記

録が残り，重機オペレータは管理図を見ながら施工状況を確認しているため，不具合が

 

写真-6.10  降雨により粗粒化したコアゾーンの斜路（撤去が必要） 
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生じる可能性はほとんどなくなっていると考えられる．参考として図-5.12 の GNSS 管

理による転圧回数管理システムの出力図を再掲する． 

締固め時の含水比変化については，材料の撒き出しは 2 時間程度かかるため，夏季で

は最初に撒き出した範囲が乾燥する場合があるため，適宜散水する必要があり，これは

現場管理する技術者が適宜対応する必要がある．ただし，撒き出し時の転圧効果により，

表層付近以外の含水比はほぼ変化しない状況になることと，表層については次層施工前

の含水比調整によりリカバリーが可能であるため，撒き出し前の盛立面・盛立材料の含

水比確認よりは優先度は下がると考える． 

密度については，一般土工と同様に GNSS 管理（転圧回数管理）が基本となり，頻度

を下げて RI 試験等による確認を行う． RI 試験値を現場で確認する際には，D 値が 100%

を超過する場合が少なくない頻度で発生する．これは，現場 CEL は 1Ec よりも高いこ

と，代表粒度を設定する室内試験では大玉の混入した材料は選定されにくいため現場の

計測範囲に大玉が混じると高めの D 値が出やすいこと，などが原因で，不自然な事象で

はない．特に施工含水比を低めに管理している場合は普通の事象である． 

現場での目視監督の際に注目したいのは，中間材との境界部の処理と，転圧時の含水

状態である．中間材との境界は上下流方向に連続するため，この部分の処理に一貫した

不具合があると上下流方向に連続した不適合箇所を残すことになるため，着岩部の施工

に並んで監督時に注目すべき箇所である．中間材は一般コアに対して 1～2 層先行して

施工が行われる．このため表層の含水比が低下している場合があり，散水とレーキング

処理を適切に行ったうえで素早く撒き出しを行うこと，撒き出し時には大礫の集中の有

無を確認すること，などに留意するとよい．  

 
図-5.12 GNSS による転圧管理記録（例） 【再掲】 
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6.5. 「現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理法」の留意事項 

第 2 章に記した「現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理法」を他のプ

ロジェクトに適用する場合の留意点を記す． 

 

(1) 使用材料による適用性 

「現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理法」では，施工含水比を従来

よりも乾燥側の範囲も許容することで，従来よりも高密度，低透水，低圧密な遮水性盛土

を実現するものである．このため真砂土のような自然含水比が低い材料を用いる場合で

は，本稿で説明した手法は無理なく導入できる． 

一方，材料の自然含水比が高すぎる場合は，エネルギーを高めて締固め効率を上げよう

としても，そのエネルギーに対応した含水比に調整するための労力・時間・コストが必要

になる．このため，各現場の材料特性と要求性能に応じて目標とする締固めエネルギーレ

ベルを設定する必要がある．ただし，その場合でも，本稿で示した締固め効率と締固めエ

ネルギーレベルおよび飽和度との関係は参考になる思われる． 

 

(2) 盛立試験の必要性 

第 2 章では「現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理法」を行うため

の，締固め管理範囲と管理目標を設定するプロセスとその効果を示した．管理範囲と管理

目標を適切に規定するためには，盛土材料の特性と現場の締固め仕様（＝締固めエネルギ

ーレベル）の影響を正しく把握するために盛立試験を省略することはできない．これは，

次の理由による． 

① 現場 CEL の評価 

転圧仕様と乾燥密度との関係は，材料の土質・粒度と含水比によって大きく影響

を受けるため，転圧仕様が同じでも材料が異なると現場 CEL（本研究では室内試験

の最大粒径以下の締固め状態に礫率補正換算した場合に，換算値の乾燥密度を再現

するために必要な室内締固め試験の CEL）が変化するため，現場盛立試験での評価

がなしに現場 CEL の評価が出来ない． 

② 遮水性能の確認 

室内透水試験と現場透水試験では最大粒径の違いや透水性の異方性から，試験結

果が異なることが知られている 9)．このため，重要構造物であるダムの遮水ゾーンの

施工では現場盛立試験で必要な規格値を確実に満足することを確認する必要がある． 

 

ただし，本研究で得られた知見を参考にして機種選定や含水比の管理範囲の検討プロセ

スを簡略化・効率化できると考える． 
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(3) 管理目標点の設定 

小石原川ダムではሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡを目標施工含水比に設定して管理を行い，その結果，既設ダ

ムと比しても高い締固め品質を得ることができた．この目標値を設定しなければ，施工は

湿潤側に寄った含水比管理となり，今回のような高い品質管理結果を得ることはできなか

った可能性がある．その理由は，遮水性盛土を施工する際に，自然含水比から乾燥側に調

整させることは過大な調整をした場合に遮水性能が低下するため，慎重な管理が必要とな

り，施工者としては品質が向上するとわかっていても，管理の手間やリスクを考慮すると

湿潤側の施工を選択し易くなるためである． 

実施工ではሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡ付近で施工を行うために，搬出～撒き出し～転圧までの過程で生じ

る施工中の材料の乾燥を加味して搬出時の含水比調整を行った．搬出時の含水比調整は各

現場の材料特性，季節，日中施工か夜間施工か，などの影響を受けるため，どこの現場でも

適用できる共通のルールを設定することは難しく，各現場で最適な調整方法を模索する過

程が不可欠である．小石原川ダムではሺ𝑤୭୮୲ሻଵ୉ୡよりも乾燥側の施工を許容するため，従来施

工よりも乾燥側の管理下限値を下回った場合でのリスクが大きい．このため，搬出時の含水

比調整は+2%程度から徐々に下げていく調整を行った． 

また，管理目標点の設定する一方で，過剰に乾燥側の管理とならないよう注意した．散水

車を常時配備し必要に応じて散水を実施することを徹底した．また，撒き出し前の前層の表

層は昼休憩や昼夜勤の切替時間によって表層の含水比低下が生じ，レーキングを行うとそ

の影響は著しくなるため，休憩・切替前のレーキングは禁止した．また，レーキング後に材

料を撒き出しが完了してしまうと乾燥している部分が分からなくなるため被せる前の状況

を監視し必要に応じた散水を徹底するよう指導した． 

 

(4) CEL の管理 

CEL 管理は撒出厚，転圧回数については ICT 施工により担保することとしたが，撒出高

さは一様ではなく上下流方向に排水勾配も確保して設定するためコア・フィルタ境界はや

や低くなる．従前はこれらの計算については，従前より施工者で実施し，その結果が目印看

板（トンボ）の表示に落とし込まれ，現場ではこれらが正しいかを目視確認していた．ICT

施工では現場にトンボを設置しなくなるため，目視で現状の撒出厚が正しいかを判断する

のが従前より難しくなる．小石原川ダムでは，ICT 施工データの妥当性の確認のため各重機

に設定される３Ｄデータのチェック体制の整備を受注者に要請した． 

これらのデータ確認については発注者でも導入当初にプロセス確認を行った．なお，これ

らの CEL 管理のための ICT 施工管理データは，工事中盤以降の剛性指標管理を導入したタ

イミングで，正式な管理データとして提出を義務付けた． 

 

(5) 使用材料の土粒子密度 

𝑤~𝜌ୢ平面（或いは𝑤ᇱ~ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡ平面）において飽和度管理を行う際の，重要な仮定として
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土粒子密度が概ね一定であることが挙げられる． 

𝑤~𝜌ୢ平面（或いは𝑤ᇱ~ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡ平面）に飽和度コンターを描く場合，土粒子密度を一定と

仮定して計算を行うが，実際には土粒子密度は変動するため，個別点と飽和度コンターの位

置関係には，土粒子密度の誤差の影響が含まれる．𝑤~𝜌ୢ平面におけるデータ分析の際には，

これらについて理解したうえでデータを分析する必要がある． 

 

(6) 標準化について 

本研究で取り組んだ「現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理法」は，

小石原川ダムの施工においては非常に有効であったが，標準化してすべての盛土施工に拡

張する必要はないと考えている．これは，現場条件によっては，当該管理法が最適ではな

い場合があるためである． 

(1)にも記載したが，使用する材料の含水比が高い場合，材料を乾燥させるための労力・

時間・コストが必要となる．このため，高い CEL で得られる工学的性能がオーバースペッ

クとなるような場合には，標準的な１Ec 基準の含水比管理で施工していた方がコスト，労

力，性能のバランスを考慮した場合には全体最適になるという場合もありえる． 

小石原川ダムではダムサイト近傍に質の高い遮水材料の賦存量が少なかったため，製造

材料の品質をやや下げる一方で，より高い CEL で締固めて機能を高めてやることで高品質

材料と同等の性能を確保した．この過程において，材料調整段階での手間（曝気等）をか

けてでも，新規の材料山の開発や材料購入などの対応を取り入れるよりはコストを下げる

ことが可能であった．このため，小石原川ダムにおいてはこの選択が全体最適であったと

考えている． 

一方，マサ土のような自然含水比が低い材料を使用する場合（例：奈良俣ダムの遮水ゾ

ーン），1Ec 管理では加水が必要な場合があるので，これらの手間を省略しつつ，より高い

締固め性能を得られるという意味で，本研究の知見を無理なく導入できると考える． 

飽和度の下限値管理については，所要の遮水性能を確実に担保するという意味で遮水性

盛土では標準的な管理として位置づけることが望ましいと考える．飽和度は材料の土質や

締固めエネルギーのバラつきに影響を受けにくいため，一つの現場で最初に飽和度を軸と

した検討を行うことで性能設計や仕様設定をし易くなるという利点もある． 
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6.6. 「SSI の上下限値管理法」の留意事項 

地盤剛性(Soil Stiffness Index, SSI)の上限値管理によって遮水性能を管理する場合の留意事

項を記す．第 3 章でも述べた通り，締固め土の SSI は含水比が低く，締固めエネルギーレベ

ル（Compaction Energy Level, CEL）が高く，粒度が粗いほど高くなる．また， SSI と透水係

数の関係も，粒度等土質（以後，土質）と CEL が変化すると変動するため，土質と CEL を

適切な幅で管理する前提でしか SSI による締固め管理は適用できないことを記した． 

実施工において CEL については，不可避的なバラツキはあるものの，施工仕様を遵守す

ることで目標とする CEL を施工ロット全体で再現することは可能であり，ICT 施工により

その記録も担保できる．そこで，土の締固め特性を規定する「①土質」「②含水比」「③CEL」

のうち，③が確実に担保され，仮に①②が適切に管理できなかった場合に想定される事象を

整理し，その対応策を記す． 

 

(1) SSI の下限値評価で排除できない異常状態 

図-6.10 に含水比と SSI（変形係数）の関係図において SSI の下限値管理のみで排除できな

い異常状を示す．図には変形係数の規格値 7MPa 以下の範囲において，所要の品質を満足し

ない領域[1],[2]を記載している．[1]は材料の粗粒化により遮水性能が満足しないが，含水比

が高いために変形係数が規格値を満足している，というケースである．[2]は材料が基準値

を超えて乾燥しているが，過度に細粒化した材料が使用されることで変形係数が規格値を

満足している，というケースである．[2]のケースでは遮水性能自体は満足する場合もある

が，湛水時の湿潤による水浸コラプスの発生が懸念される． 

以下に，[1],[2]の状況について詳述するとともに，実施工においてこれらを排除する対応

策を記す． 

 

図-6.10 SSI の下限値評価で排除できない異常状態 
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(2) 遮水性能不足が発生するリスク（粗粒化＋湿潤）への対応 

図-6.11 に粒度が極端に粗粒側に変化した場合を含む粒度変化に応じた𝑤~𝜌ୢ，𝑤~𝑘，

𝑤~SSI を模式的に示す．図-6.11 は第 3 章の図-3.6 に示した粒度変化に伴う𝑤~𝜌ୢ，𝑤~𝑘，

𝑤~SSIの関係を参照して作成した．参考として図-3.6 を再掲する． 

図-6.11 および図-3.6 のとおり，粗粒化すると SSI，𝜌ୢ，𝑘は全て上昇するが，含水比が高

くなると，SSI は相対的に低くなるため，SSI の上限値を満足するというケースが発生する

可能性がある．このようなケースでは SSI が上限値を満足していも，透水係数が規格値を満

足しない場合があるため適切に排除する必要がある．具体には， -0.075mm 含有率，-4.75mm

含有率の下限値を引き上げ，粒度管理を徹底することが考えられる．小石原川ダムで CCV

管理の導入時に，図-6.12 のとおりコア材の粒度管理の基準を変更している． 

 

図-6.11 SSI の上限値管理で排除できない異常状態[1]（粗粒化＋湿潤） 
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a) 横軸＝ 𝑤           b) 横軸＝ 𝑤ᇱ
େ୉୐ ൌ 𝑤 െ ሺ𝑤୭୮୲ሻେ୉୐ 

図-3.6 含水比－乾燥密度，透水係数，剛性の関係に対する粒度の影響（Case 2, 4, 5） 

【再掲】 

 

図-6.12 SSI 上限値管理を行うためのコア材粒度の管理事例 
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(3) 水浸コラプスが発生するリスク（細粒化＋乾燥）への対応 

図-6.13 に粒度が細粒側に変化した場合の w-ρd，w-k，w-SSI，CCV 分布のイメージを示

す．図-6.13 は図-3.6 を参照して作成した． 

図-6.13 および図-3.6 のとおり，材料が細粒化すると SSI，ρd，ｋは全て低下するが，含水

比が管理下限値よりも低下した状態でも，粒度が細粒化していると SSI は相対的に低くな

るため，SSI の上限値は満足するがというケースが発生する可能性がある．このようなケー

スでは細粒化しているため遮水性能は満足する可能性はあるが，湿潤時の浸水コラプスが

 

図-6.13  SSI の上限値管理で排除できない異常状態[2] （細粒化＋乾燥） 
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発生するため，適切に排除する必要がある． 

 [1]同様に粒度管理において上限値を定めて厳しく管理することで排除は可能であるが，

遮水性能を満足させる材料を確実に製造しようとする実施工での管理スタンスに立つと，

細粒分含有率とマトリクス分の上下限値を規定して製造することはやや難易度が高い． 

そこで，施工時の含水比管理に注目する．3 章に記した盛立試験結果と含水比の管理下限

値を下回っている A 点の施工状況を図-6.14 に，A 点の施工状況を図-6.15 に記す．図-6.14, 

図-6.15 より，A 点と B 点のように施工含水比が(wopt)CELf よりも乾燥側にある状況下では転

圧面の状態は目視で確認可能な程度にコア材料の乾燥が顕在化する．特に遮水性能を満足

しない点 A の施工状況は乾燥状態が著しい． 

粒度分布が細かく相対的に遮水性能が高い B 材を用いている点 B では転圧後の転圧面は

湿潤箇所と乾燥箇所が斑になっているが，全体的に湿潤面が多い．いずれのケースも撒出の

段階で材料は乾燥していることは目視で明確に確認できるため，盛立面状態を見ながら，最

低限度の散水等を行っていれば確実に回避することが出来る． 

そこで撒出時，転圧後の盛立面の状況を施工時チェックリスト・写真により記録を残すこ

とで，乾燥側の施工ではないことを担保することとし，判断に迷う場合は転圧後に代表地点

 

 

図-6.14 盛立試験の結果（N=8）【図-3.10 再掲＋一部加筆】 

コア材A：平均値 コア材A：個別孔

コア材B：平均値 コア材B：個別孔
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で含水比試験を行う．（迷うことがないよう，適切に散水等の処理をするのが基本である）． 

参考に写真-6.11 に施工含水比ごとの盛立面の含水状態を示す．写真-6.11 の b)は管理含水

比の下限値付近の状態であるが，下限値付近でも転圧後の盛立面は湿潤状態になる．施工時

は撒出後，転圧後の盛立面の湿潤状態に留意して施工を行うことが重要である．これらの知

見を参考に，小石原川ダムでは剛性指標管理の導入にあたっては，代表点の含水比試験は継

続し，さらに転圧面の写真を品質管理記録に追加した． 

  

 

 
図-6.15 盛立試験の結果（N=8）【図-3.10 再掲＋一部加筆】 

 
写真-6.11 施工含水比ごとの盛立面の含水状態 

コア材A：平均値 コア材A：個別孔

コア材B：平均値 コア材B：個別孔
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6.7. CCC 適用時の留意事項 

ローラ加速度応答法 10)を用いた連続的な締固め管理技術（Continues Compaction Control, 

CCC）11)の実施工への適用が進めば，CCC によって現場技術者の数を大幅に縮減できると

いう議論が増えると思われる．このとき，CCC の機械的な適用によって，本質的な細部技

術が喪失しないように留意した運用がなされる必要がある．この理由の一つとして，フィル

ダムなど遮水性盛土の実施工では，監督時に特に注意するのは，品質管理試験が実施される

一般部ではなく境界部であることが挙げられる． 

ここでいう「境界部」とは，異種盛立材料のゾーン境界のみならず，先行施工部との境界，

地山勾配の変化断面，埋設計器やケーブルの施工箇所，着岩部，越冬面，降雨再開（イベン

ト境界），ストックパイルの切替時などのあらゆる境界部を包含している． 

フィルダムに代表される重要盛土構造物での従来の品質管理は現場試験に基づくが，現

場試験は物理的な制約から抜取検査型であり施工全体の品質の均一性や局所異常の有無に

ついては監督員の目視監視に委ねられる一面があった．しかし，それ故に技術者が施工エリ

アに常時臨場して，上記の境界部に代表される施工上の注意箇所で目視・触診等によって状

態を確認すると言う入念な監視体制の下で施工がなされていた． 

これに対して，第 4 章で紹介した CCV 管理では，「前後進の切替箇所（一般コアと中間コ

アの境界を含む）」「コア・フィルタ境界」を評価対象から除外しており，前述した境界付近

での品質の確認はされないことに留意する必要がある．すなわち， CCV 管理で盛立面の品

質は「全て担保される」という誤った認識を持ってしまうことで，最も注意が必要な境界部

での施工監視が疎かになることを確実に避ける必要がある． 

小石原川ダムでは，CCC の導入にあたっては，「CCC により一般部の施工では品質担保が

なされるが，境界部等の品質評価はできないため，これらは従前どおり適切に目視で監督す

る（※重点監視箇所を定めて強弱をつけて監督）」，「CCV マップを参考に，点検箇所の抽出

や抜取試験箇所を選定する」という運用をした 12)． 

ICT 技術が進んでも，現場に立つ人間の目で確認し，必要に応じて適切に管理・対応する

ことで構造物の品質が保たれるという本質は変わらない，と筆者は考える．本研究で提案す

る「SSI の上下限値管理法」を適用した新たな CCC について，今後ほかの現場で使用され

る場合には，「品質管理試験は事後確認であり，構造物の品質は施工時に決まっている」こ

とを留意したうえで，現場管理の高度化・合理化に活用するための補助的な使用法として利

用され，改善が進められていくことが望まれる．  
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6.8. まとめ 

第 6 章では本研究を通じて得られた知見について，実務で活用していく上での留意事項

を整理した．以下に本章のまとめを記す． 

 

1) 材料採取・製造，材料搬出，盛立面の各段階における品質管理・施工管理の留意点につ

いて，実務技術者向けの細部技術を中心に整理した． 

 

2) 「現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理法」を他のプロジェクトに適

用するにあたっての留意事項を整理した．同管理法は地山含水比が低い材料に対しては

適用性が非常に高い管理法である．ただし，地山含水比が高い材料に適用する場合には，

含水比を低下するための工程が新たに必要となるため，使用材料の土質と要求性能によ

っては労力・時間・コストの面から全体最適とはならない場合があることに留意し，プ

ロジェクトごとに適用の検討を行う必要がある． 

 

3) 「SSI の上下限値管理法」を他のプロジェクトに適用するにあたっての留意事項を整理

した．第一に，SSI が粒度等の土質と現場の締固めエネルギーレベル（Compaction Energy 

Level, CEL），含水比により変動する指標である※こと．第二に，SSI と透水係数の関係

は，粒度等土質（以後，土質）と CEL が変化すると変動するため，土質と CEL を適切

な幅で管理する前提でしか SSI による透水性管理を適用できないこと．第三に，SSI の

測定値に異常が発生した場合，含水比の異常，粒度の異常，両方の異常，その他の異常，

のいずれの要因かを計測値からは判断できないため，現場 CEL と粒度の管理を徹底し

たうえで，SSI の異常測定値に対しては現場で締固め状態を目視で判定するという対応

が必要となる． 

 

4) ローラ加速度応答法を用いた連続的な締固め管理技術（Continues Compaction Control, 

CCC）の実施工への適用がなされれば，これまで目視確認していた範囲の多くが品質管

理データとして可視化される．その一方で，CCC の管理記録では確認できない重要監督

項目があり，現場の課題のそのような箇所で発生することが多い．これらに留意したう

えで，CCC 導入後の現場監視の運用については検討を行う必要がある． 

  



6-33 

参考文献 

  

1) 白鷺卓，川野健一，池尻健，北本義幸:打球探査法による岩の変形特性評価と岩級および

原石品質の判定への適用，ダム工学, 25 巻 2 号 pp. 79 ~ 88, 2015. 

2) 小原隆志，小林弘明，福島雅人，坂本博紀 :小石原川ダムにおけるロック材に対する品

質判定の定量化, 土木学会第 74 回年次学術講演会，2019. 

3) 福島雅人，坂本博紀，奈良洋幸：ロックフィルダムの盛立工における挑戦－ICT 施工の

全面展開－，令和元年度国土交通省国土技術研究会，2019. 

4) 永井裕之，三反畑勇，山岸明広：藤沼ダム建設工事におけるコア材の飽和度管理，安藤

ハザマ研究年報 Vol.4, pp.1 ~ 6, 2016 

5) Walker, F. C. and Holtz, W. C.: Control of embankment material by laboratory testing, Proc. ASCE, 

Vol. 77, No. 108, pp. 1-25, 1951. 

6) 曽田英揮，佐藤信光，中安智洋，大森晃治，太田秀樹: 粗粒材料の締固め密度補正に関

する実験的考察, 土木学会第 58 回年次学術講演会，2003. 

7) 財団法人ダム技術センター：多目的ダムの建設（平成 17 年版），pp.234-235，2005． 

8) 財団法人ダム技術センター：多目的ダムの建設（平成 17 年版），pp.224-226，2005． 

9) 建設省土木研究所フィルダム研究室：Q&A フィルダム遮水材料の透水係数の規格値，

ダム技術 No.101,pp59-61，1995 

10) 藤山哲雄，建山和由：振動ローラの加速度応答を利用した転圧地盤の剛性評価手法，土

木学会論文集，No.652/Ⅲ-51，pp.115-123，2000 

11) Michael A. Mooney, Robert V. Rinehart, Norman W. Facas, Odon M. Musimbi, David J. White, 

and Pavana K. R. Vennapusa : Intellgent Soil Compaction Systems, National Cooperative 

Highway Research Program, NCHRP Report 676, 2010. 

12) 坂本 博紀, 小林 弘明, 龍岡 文夫, 福島 雅人：盛土締固めにおける遮水性能の面的管理法

の開発と適用事例，ダム工学, 31 巻 1 号 pp. 27 ~ 39, 2021. 

  



 



 

 

第 7 章 
  



7-1 

第 7 章 結論 

本研究は，序論に示した以下の課題に対して取り組んだものである． 

 

(1) 含水比と乾燥密度による締固め管理に関する課題 

従来の遮水性盛土の締固め管理は 1Ec 基準の最適含水比൫𝑤୭୮୲൯ଵ୉ୡと締固め度ሺ𝐷ୡሻଵ୉ୡ

で規定する場合が多い．このとき，①現場の CEL が標準プロクターの 1Ec よりも大き

い場合には過剰に湿潤側の施工を推奨することになり，その結果，実現可能であった高

密度・低透水な締固め状態の実現が困難になること，②許容される w ~ Dc の管理領域

には遮水性能が不足する可能性がある領域が存在すること，等の課題がある． 

 

(2) 地盤剛性による盛土の遮水性管理に関する課題 

遮水性盛土の品質管理において，品質の一様性や局所異常の有無を定量的に把握す

るには，ローラ加速度応答法を用いた定量的かつ連続的な締固め管理技術（Continues 

Compaction Control, CCC）の導入が考えられる．しかし，地盤剛性指標 SSI の下限値管

理に基づく従来の CCC では，①高飽和度状態では締固めエネルギーの上昇に伴う SSI

の変化が小さくなり，盛土含水比が高い程その傾向が顕著になる，②最適含水比よりも

乾燥側では SSI と透水係数がともに急増するため，SSI の下限値管理では遮水性能の管

理はできない，③SSI・密度・透水係数・含水比の関係に対する土質と CEL の影響が不

明確である，といった根本的な課題があり，従来の CCC は遮水性盛土のような粘性土

の締固めへの適用は困難とされてきた． 

 

(3) 遮水性盛土の CCC の具体的手法に関する課題 

遮水性盛土の品質管理への CCC の本格的な適用実績はみあたらず，CCC による連続

的かつ大量のデータを用いて盛土の遮水性能を評価するための，具体の分析方法や管

理フローの事例がないため，実務への適用検討時には，これらの管理法についても整理

を行う必要がある． 

 

以下に，本研究で得られた結論と今後の課題を記す． 
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7.1 結論 

本研究で得られた結論を記す． 

 

1) 「現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理法」を考案した．考案した締

固め管理法では飽和度の下限値を定めることで，従来の管理基準の許容範囲に含まれ

る可能性のあった締固めエネルギー不足により遮水性能が不足する状態を明確に排除

した．また，飽和度の下限値と現場の締固めエネルギー(Compaction Energy Level, CEL)

を考慮して含水比管理範囲定めることで，従来は慣用的に管理範囲から外されていた

1Ec の最適含水比よりも乾燥側の含水比での施工を許容した．考案した締固め管理法を

ロックフィルダムの遮水ゾーン建設に適用し，その品質管理記録を解析した．この結果，

小石原川ダムでは従来の管理基準に基づき建設されたダム群と比べ高い品質が得られ

ており，その要因は新たに許容した 1Ec の最適含水比よりも乾燥側における品質が高

い（締固め度が高く，透水係数が低い）ことにあること，を示した． 

2) 室内試験および現場盛立試験に基づき，「地盤剛性指標（Soil Stiffness Index, SSI）の上

下限値管理による遮水性盛土の締固め管理法」（以後，「SSI の上下限値管理法」）を考

案した．従来の定量的かつ連続的な締固め管理（Continues Compaction Control, CCC）は

ローラ加速度応答法による SSI の下限値管理を行うものが主体であり，遮水性盛土へ

の適用が困難とされてきたが，考案した管理法により，締固めエネルギーと盛土材の粒

度等の土質が適切に管理することで遮水性盛土への適用を可能にし，SSI の上下限値管

理により盛土の乾燥密度のみならず遮水性能も管理できることを示した． 

3) 「SSI の上下限値管理法」をロックフィルダムの遮水ゾーン建設の実務に適用するため

の具体の検討プロセス（異常データの排除法，管理値の設定，管理フローの整理，等）

を，①SSI に変形係数を用いた抜取検査型の多点管理，②SSI にローラ加速度応答法の

指標を用いた全量検査型の面的管理，の各段階で示した．特に②では，従来の SSI の下

限値管理では問題となりにくかった極端に高い SSI 異常値の要因分析を行い，特定の

条件下でローラの基本振動数が変動する場合にローラ加速度応答法による計測結果に

異常値が発生していることを確認し，評価対象から除外できることを示した． 

4) 「SSI の上下限値管理法」を適用した実ダムの品質管理記録を解析し，「SSI の上下限値

管理法」によって現場透水係数が適切に管理できることを示した． 

※適用期間は下記のとおり． 

① 現場試験（落球探査法）による多点管理：2018 年 4 月～2019 年 4 月（13 カ月間） 

② ローラ加速度法による面的管理：2019 年 5 月～2019 年 7 月（3 カ月間） 
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7.2. 今後の課題 

本研究での成果を踏まえた今後の課題を示す． 

(1) 「現場の締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理法」の適用に関する課題 

本論文で示した「現場締固めエネルギーと飽和度を考慮した締固め管理補」は地山含水比

が低い材料に対しては適用性が非常に高いが，地山含水比が高い材料に適用する場合には､

含水比を低下させるための設備や作業が新たに必要になる場合がある．使用材料の土質と

要求性能によっては労力・時間・コスト・効果を総合的に考えた場合に，全体最適とならな

い場合があることに留意し，プロジェクトごとに適用検討をする必要がある． 

 

(2) 「SSI の上下限値管理法」に関する課題 

「SSI の上下限値管理法」の適用条件は，盛土材の粒度等の土質と締固めエネルギーが概

ね一定に管理されていることである．このため，材料管理が厳密に行われるフィルダムの施

工では無理なく導入できる．一方，道路土工等の一般土工では締固めエネルギーの管理は可

能であるが，盛土材の土質の管理は容易ではない場合が多く，「SSI の上下限値管理法」を

そのまま適用することは出来ない．SSI に対する土質の影響の評価法を改善することで，一

般土工にも適用範囲が広がる可能性があり，これらは今後の課題である． 

 

(3) 遮水性盛土における CCC に関する課題 

(3-1) 異常に高い計測値の客観的棄却法 

現場盛立試験の計測記録より，振動ローラの基本振動数 f0 が変動する際に CCV が急増す

る場合があることが確認された．本研究では f0 が変動する要因分析を行い，①振動の

ON/OFF 時，②前後進の切替時，の影響を受けたデータを排除したが，全ての異常値の排除

には至っていない．f0 の変動に起因する計測異常値は CCV 以外の指標でも発生する可能性

があり，その客観的な棄却方法については検討の余地が残されている． 

また，異種材料の境界付近の計測記録についても，適切な物性を反映していないため評価

対象から排除する必要があり，この排除方法についても検討の余地が残されている． 

(3-2) 高含水比材料の締固めに適用性の高い指標の選定 

本研究で使用したローラ加速度応答法の指標は CCV のみであり，CMV 等の他の指標の

適用性についての確認はしていない．このため，他の指標の中に，高含水比材料の締固めに

おける計測感度が高い指標が存在していた可能性があり，より計測分解能の高い指標を明

らかにすることで，遮水性盛土の CCC の管理精度が向上すると考えられる． 

 

以上 
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を頂きました。厚く御礼申し上げます。 

本論⽂の副査として審査いただきました⽴命館⼤学理⼯学部教授 建⼭和由博⼠、東京⼤学⽣産
技術研究所教授 桑野玲⼦博⼠、同准教授 清⽥隆博⼠、東京⼤学⼤学院准教授 渡邉健治博⼠には、
本論⽂に対する貴重なご助⾔やご指導を賜りました。現場で検討に取り組んでいた頃とは異なる
視点からのご指導とご助⾔を多数賜り、現象への理解がより深まり、論⽂内容も改善することが
出来ました。皆様に厚く御礼申し上げます。 

⼩⽯原川ダムにおける技術委員会の委員としてご指導を頂いた⽔野光章様、松本徳久博⼠、⼭
⼝嘉⼀博⼠に感謝申し上げます。検討会では、現在の品質管理の考え⽅についての歴史的な経緯
を踏まえた貴重なご指摘、ご助⾔を数多く頂き、それらに⼀つ⼀つ向き合うことで本論⽂の基礎
が構築されたと考えております。技術検討会では 2018 年に当時の⽔資源機構理事の⾃閑茂治様
の助⾔により⾯的管理法についての審議着⼿を 1 年近く前倒しました。この新たな技術について
の審議には時間を要し、この助⾔がなければ実務適⽤に間に合わなかったと思われます。加えて
⾃閑様にはご多忙の中、本論⽂の査読もして頂きました。皆様に深く感謝の意を申し上げます。 

委員の⼭⼝嘉⼀博⼠とは、私が⼟⽊研究所に出向していた間に直属の上司としてご指導頂いた
間柄で、私が⼈⽣の岐路で思い悩んでいた時にもご相談に乗って頂き助けて頂きました。今の私
がダム技術者として誇りをもって仕事ができるのも⼭⼝様なしにはなかったと考えており、重ね
て感謝申し上げます。⼟⽊研究所では当時の⼭⼝上席研究員（現ダム技術センター理事）をはじ
め、佐々⽊隆上席研究員（現 国⼟技術政策総合研究所 研究総務官）、⾦銅将史総括主任研究員（現 
国⼟技術政策総合研究所 ⼤規模河川構造物研究室室⻑）、佐藤弘⾏主任研究員（現 国⼟技術政策
総合研究所 主任研究官）、⼩堀俊秀研究員（現 国⼟技術政策総合研究所 主任研究官）をはじめ
とした多くの皆様にご指導、ご⽀援いただきながら過ごさせて頂いたのは貴重な経験でした。特
に年の近かった⼩堀様には出向時代から折々で助けて頂き、また⼩堀様が学位を取得されたのを
伺ったことで学位取得を思い⽴つきっかけを頂きました。皆様に厚く御礼申し上げます。 

⽔資源機構では⼊社以降、多くの先輩⽅にご指導を頂きながら、技術者として育てて頂きまし
た。特に旧試験研究所を⺟体とした総合技術センターに勤務していたおりに直属の上司であった



佐藤信光博⼠にはダムの耐震性能照査やフィルダムの挙動解析等について多くの指導をして頂く
とともに学位取得を考えるきっかけも与えて頂きました。曽⽥英揮様には徳⼭ダム時代からフィ
ルダムの材料設計から施⼯管理について多くのご指導を頂きました。私が総合技術センターにて
耐震照査を担当している傍らで、曽⽥様が⼩⽯原川ダムの材料設計や導⼊する新たな締固め管理
の検討をされており、深夜にその内容をご指導して頂いておりました。私が現場に異動してから
は、曽⽥様のご検討を引き継ぎ、現場の実務への落とし込みを担当させて頂きました。実務を進
めていく上では本研究の内容以外にも、現場の諸課題への対応を両⽒には度々相談させて頂き、
その都度、貴重なお時間を割いてご指導をして頂きました。ここに厚く御礼申し上げます。 

⼩⽯原川ダム建設所での 4 年半の間、⽇野浩⼆所⻑（現⽔資源機構理事）、染⾕健司所⻑（現関
⻄・吉野川⽀社淀川本部⻑）、杉尾俊治副所⻑（現筑後川上流総合管理所⻑）、⾼橋健⼀副所⻑（現
（株）アクアテルス）、松岡義幸副所⻑（現総合技術センターマネージャー）、⽥中英晶⼯事課⻑
（現関⻄・吉野川⽀社吉野川本部企画調整課⻑）、奈良洋幸⼯事課⻑（現本社技術管理室技術調査
課⻑）、永井伸⼀⼯事課⻑（現利根川下流総合管理所管理課⻑）、有⾺慎⼀郎設計課⻑（現本社経
営企画部企画課参事役）、林幹男設計課⻑（現池⽥総合管理所早明浦ダム・⾼地分⽔管理所所⻑）
の下で実務にあたらせて頂きました。多くの裁量を与えて頂くとともに、現場管理に集中できる
環境の中で仕事に打ち込ませて頂きました。特に⽇野様には所⻑として多忙を極めている中にあ
りながら、所⻑室にて数時間にわたって、本研究での取組以外にも技術的な議論を幾度となくし
て頂き、⼯事以外の悩みにも相談にのって頂きました。また、⼩⽯への異動には当時の柳川晃技
師⻑から機会を頂き、理事に就任されてからも様々な場⾯で叱咤激励を頂きました。皆様のおか
げで⼩⽯原川ダムでは⼊社後 20 年の中で最も濃密に技術的課題に向き合うことができました。皆
様に深く感謝の意を申し上げます。 

本研究課題であるフィルダム遮⽔ゾーン建設の品質管理については、⿅島建設の⼩林弘明様、
松本孝⽮様、⼩原隆志様、藤崎勝利博⼠、吉⽥輝博⼠、⼤野進太郎博⼠、ダム⼯事課の坂井⽥輝
君、福島雅⼈君、現場技術員の鳴⽯亨様、⼩松広和様らとも数多くの議論をさせて頂きました。
特に⼩林様とは⼆⼈三脚で盛⽴材料に関する諸課題に対応して頂いたと感じており、私からの⾼
めの依頼にいつも丁寧に対応をして頂きました。本当にありがとうございました。他にもここに
記載しきれなかった多くの⽅々からも様々なご⽀援を頂きました。実に多くの⽅々に⽀えられ、
学ばせて頂いたことを実感する次第です。改めて関係者の皆様に深く感謝の意を申し上げます。 

このように、本研究は、多くの関係者の皆様のご⽀援、ご協⼒によってまとめることができま
した。しかしながら、⼟の締固め管理は奥深く、今なお多くの課題が残されています。本論⽂の
とりまとめの過程でも，新たな課題が幾つも確認されました。今後もこれらの課題への取組や研
究成果の発信等を通じて、地盤⼯学の発展に資するべく微⼒ながら努⼒していく所存です。 

最後に、私を育て、道に迷った時にはいつも背中を押してくれた両親、そして、⽀えてくれた
妻の真理⼦、⼦供達（陽菜，結菜）に⼼から感謝します。⼩⽯原川ダムに携わたった⽢⽊での⽣
活では、平⽇は深夜まで帰らず時には休⽇も仕事という家庭を顧みない働き⽅を許し、⽀えてく
れた妻には感謝しきれません。本当にありがとう。そして、これからもよろしくお願いします。 

2022 年 3 ⽉ 
坂本 博紀 
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フィルダムコアゾーンの鉛直⽅向の密度分布の計測事例 
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1. はじめに 
本資料は⼩⽯原川ダムのコアゾーン建設に関する盛⽴試験において確認した，鉛直⽅向

の密度分布に関する計測事例を整理したものである． 
フィルダムコアゾーンの締固めでは所要の密度と透⽔係数を確保するため，粒度，含⽔⽐，

締固めエネルギーレベル（Compaction Energy Level, CEL）を適切に管理して施⼯を⾏う．
コアゾーンにおける現場密度は施⼯層厚の範囲内で⼤きな密度変化がないことを前提に 1
層ごとの平均密度を計測し管理される． 

⼩⽯原川ダムではコアの施⼯層厚は仕上がり 30cm で計画され，これは調査した先⾏ダム
の事例における最⼤値と同値であった．施⼯層が厚いことで，施⼯層内に鉛直⽅向の密度分
布があり下部での密度が低下していると，その範囲が⽔理的弱部となりえる．そこで，転圧
後のコアの締固め状態が鉛直⽅向に⼤きな変化がないことを確認するため，(a)⽔置換法，
(b) 2 孔式 RI 計測，(c) 採取コアの X 線 CT 分析，の 3 種類の⼿法で密度の鉛直分布を計
測した 1)． 
 
2. 試験条件 

試験ケースの⼀覧を表-A.1 に⽰す．盛⽴試験ヤードの断⾯と各現場密度試験の計測範囲
の模式図を図-A.1 に⽰す．⽔置換法，2 孔式 RI 試験は層境の密度変化の有無を確認するた
め 2,3 層⽬の施⼯層厚の範囲で試験した．X 線 CT 分析を実施する試料は，突き砂法による
現場密度試験（JGS1611）で各ケースともに乾燥密度 ρd が最⼤値の 99%付近に達した転圧
回数 N=6 のヤードで，試料を採取して分析を⾏った． 

表-A.1 試験ケースおよび計測項⽬ 

 
 

 

 
図-A.1 各密度試験の計測範囲 

Case1 10t平滑振動ﾛｰﾗ 30cm 4,6,8 ○ ○ ○

Case2 19t振動ﾀﾝﾋﾟﾝｸﾞﾛｰﾗ 30cm 4,6,8 ○ - ○
※1 各ケース、転圧回数N=6,8,10のヤードで3孔づつ実施した。
※2 各ケース、転圧回数N=6のヤードで2本（L=90cm：3層分）のコアを採取し分析を実施した。

⽔置換法※1 2孔式RI法
採取コアの

Ｘ線CT分析※2転圧機械 仕上り厚 転圧回数 N
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3. 試験概要および試験結果 
(1) ⽔置換法 

⽔置換法（JGS1612 に準拠）による現場密度試験計測は，図-A.1 に⽰すように 15cm ごと
に削孔と⽔置換法による現場密度試験を繰り返し計測し， A 層，B 層，C 層の平均乾燥密
度を算定した．試験孔の形状は C 層の底部において，最⼤粒径 Dmax=150mm の現場条件で
突き砂法(JGS1611)を⾏う場合の標準的な試験孔径である 300mm が確保できるよう設定し
た． 

「地盤調査の⽅法と解説」2)p.565 表-1 に⽰される砂置換法における調査対象とする⼟の
最⼤粒径と試験孔の最⼩体積の関係から推定される最⼤粒径 150mm の場合の必要体積を
3700cm3 であった．標準カラー（直径 30cm）を⽤いた場合に孔体積が 3700cm3 を確保する
の深さは 6cm であり，施⼯性と最⼤粒径も考慮して試験孔の深さは 15cm とした． 

⽔置換法による現場密度測定として理由は図-1 のとおり同⼀の試験孔を繰り返し利⽤し
て体積測定をするため，充填剤の撤去時に孔壁を痛める可能性が砂置換法の場合よりも低
いと判断したためである． 

乾燥密度の平均値の分布を図-A.2 に⽰す．図-A.2 にプロットした点は各ケースごとに 3

孔の計測結果の平均値をプロットしている．同⼀の転圧回数で⽐較すると，乾燥密度は全て
の層で Case1（10t 級平滑振動ローラ）の⽅が⾼い．また，Case1 では A 層に対して B 層の
平均密度は同程度であるが，Case2（19t 級振動タンピングローラ）では B 層の密度はやや
低下している．ただし，Case2 においても A 層に対する B 層の締固め度は 98.5%以上を確保
されており，密度分布は⽣じているもののその差は⼩さいといえる． 

 
図-A.2 ⽔置換法による密度試験結果 1) 
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a)削孔状況 b) 削孔完了（表層） 

  
c) 削孔完了（中層） d) 削孔完了（深層） 

  
e) シート養⽣状況 f) 注⽔完了（中層） 

写真-A.1 ⽔置換法の試験状況 
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(2) ２孔式 RI 試験 
2 孔式 RI 計測はソイルアンドロックエンジニアリング社製の 2 孔式 RI 密度計

（http://www.soilandrock.co.jp/products1/frid)を⽤いて計測した． 
2 孔式 RI 密度計は予め地盤に埋設した 2 本の平⾏な導管の 1 ⽅にガンマ線源を，もう⼀

⽅に検出器を挿⼊し同時に引き上げながら地盤内の湿潤密度の鉛直分布を計測するもので
ある．図-A.3 に計器配置の概要を⽰す． 

2 孔式 RI 密度計は地表から 10cm の範囲は計測できず，地表から 10〜20cm 程度の範囲
はデータの信頼性が下がるため，図-A.1 における 2〜3 層⽬に計測⽤のガイド管を配置し，
2 層⽬の密度分布を計測することで 1 層分の密度分布を評価した．層境界を含む 3 層⽬の下
層側（表層から 15〜30cm の範囲）も評価対象とした．なお，Case2 ではタンピングローラ
の突起部における集中荷重によりガイド管が破損する危険があったため実施していない． 

計測結果による湿潤密度の鉛直分布図を図-A.4 に⽰す．全ての転圧回数エリアで湿潤密
度は 2 層⽬の下層の密度が⼤きく低下している状況はみられない．また，3 層⽬の転圧前後
の密度分布を⽐較すると全てのケースで 2 層⽬全層において，転圧前より転圧後の密度が
上昇しており，3 層⽬の転圧効果が 2 層⽬まで到達していることが分かる．なお，3 層⽬の
転圧前の分布では，2 層⽬の上層（深度 30〜40cm）は密度が低下している。これは 3 層⽬
のガイド管を敷設した際に接続部の下側まで再掘削した際の影響であり，実施⼯でもレー
キングにより同様の密度低下が発⽣すると考えられる．しかし，図-4 より，3 層⽬の転圧後
に，2,3 層⽬の境界部を含めて密度は下層と同程度の湿潤密度となっており，レーキングに
よる密度低下する範囲も含めて，⼀様な密度で締固めが⾏われると判断した． 

 
図-A.3 2孔式RI計測器の配置 

（S&R社ホームページ（http://www.soilandrock.co.jp/products1/frid）より転載） 
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図-A.4 2孔式RI計測による湿潤密度の鉛直分布1) 
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a) 材料検収 b) 設置状況 

  
c) 設置状況 d) 設置完了 

  
e) 転圧状況（設置箇所） f) 計測状況 

写真-A.2 ⽔置換法の試験状況 
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(3) X 線 CT 分析 
X 線 CT 分析とは被検体に全周⽅向から X 線を照射し，投影データを逆解析して被検体

内部の X 線吸収係数の分布を 2 次元画像化し，X 線吸収係数から式(1)より得られる CT 値
を⽤いた分析を⾏うものである．写真-A.3 に計測状況を⽰す．被検体の CT 値と密度の間に
は式(2)の関係があるとされており，地質ボーリングコアの⾮破壊評価等に利⽤された事例
がある 3)． 

【CT 値の定義】3) 

NCT=（μT-μW）/μW×1000 ･･･(1) 
NCT：CT 値  μT：各部位の X 線吸収係数  μW：水の X 線吸収係数  

 

【CT 値と密度の関係】3) 

ρT＝A（NCT/1000+1）   ･･･(2) 

A=ρW・σW/σT   ρT：各部位の密度  

ρW：⽔の密度  σT：各部位の質量吸収係数 σW：⽔の質量吸収係数 

 

 

本稿では盛⽴⾯からφ200mm，L=900mm の⼤孔径コアを採取し，X 線 CT 画像は 0.5mm

間隔で撮影し，各断⾯で得られた CT 値の平均値の鉛直分布を⽐較分析することで密度の鉛
直分布の傾向をより詳細に把握することを試みた． 

 

 
 

写真-A.3 X 線 CT スキャナによる計測状況 

X 線 CT 装置 
・東芝メディカルシステムズ社製 
 Aquilion ONE 
 
CT 撮影条件 
・電圧：120ｋV ・電流：150mA 
・撮影スライス厚：0.5mm 
・画像再構成間隔：0.5mm 
・画像解析 
 BHC 処理：コントラスト強調関数を 
        使⽤した画像補正 
※ BHC:Beam Hardening Correction 
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コアサンプリングは CSG ⽤の⼤⼝径サンプリングにも⽤いられる KCG サンプラー（φ
200 ⽤）により実施した．サンプリング状況を写真-A.４に⽰す．写真-A.4 c),f)のとおり採
取されたコアの表⾯および孔壁の状態は，平滑で礫の周辺は細粒分の多い材料でよく充填
されており，サンプリングによる削孔⾯付近の乱れは⼩さいと考えられ，転圧層の境界が視
認できない程によく密着していた．  

  
a)コアサンプリング状況 b) 削孔完了（表層） 

  
c)サンプリングコア d) 養⽣（ラップ＋保護管） 

  
e) 搬送⽤梱包・養⽣ f) 孔壁状態（洗浄後） 

写真-A.4 ⼤⼝径サンプリング等の状況 
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各ケースの CT 値の鉛直分布を図-A.5 に⽰す．全ケースで CT 値は鉛直⽅向に概ね⼀定で
あることから，式(2)の関係より，層内の密度分布も概ね⼀定と考えられる．表層から 300mm，
600mm 付近は施⼯層の境界付近であるが，これらの範囲でも CT 値の急変はなく，境界施
⼯の密度に及ぼす影響はないと考えられる．これは 2 孔式 RI の計測結果とも整合する． 

各ケースの CT 値と換算密度の平均値を⽐較すると，Case1（10t 級平滑振動ローラ）では
Case2（19t 級タンピング振動ローラ）に対して CT 値で 1.8%，湿潤密度で 1.2%⾼い値を⽰
した．各試験ヤードで実施した突き砂法による現場密度試験でも乾燥密度は Case1 が約 2%

⾼い値を⽰しており、転圧機種の違いによる密度変化の傾向は⼀致している． 
 

  

 
図-A.5 各密度試験の計測範囲 1) 
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4. まとめ 
⼩⽯原川ダムのコアゾーンの盛⽴試験では，施⼯層内の密度の鉛直分布を把握するため

に複数の⼿法で計測を⾏った．これらの計測結果を以下にまとめる． 
 
1) 今回選択した転圧機種（10t 級平滑振動ローラ，19t 級タンピング振動ローラ）はとも

に転圧回数が 6 回以上であれば，全ての計測⽅法で密度の鉛直分布に偏りは⽣じてい
ないことを確認した． 
 

2) 2 孔式 RI 試験の計測結果より，撒き出し前のレーキングにより，前施⼯層の締固め範
囲に緩みが⽣じることが認められたが，次層の転圧時にレーキングの緩み範囲も含め
て鉛直⽅向の密度分布は概ね⼀様になる状態に再度締固めが⾏われることを確認し
た．この結果から，本ダムの施⼯仕様では施⼯⾯の表層から 50cm 程度の範囲は⼀様
に締め固められることが確認された．また，施⼯層の境界付近での計測値に異常は⽣
じていないことを確認した． 

 
3) 2)の結果から，遮⽔性盛⼟においてレーキングを⾏う場合は，施⼯厚はレーキングに

よるゆるみの影響も考慮して設定する必要があると考えられる． 
 

4) φ200mm の⼤型サンプリングによるサンプリングコアを⽤いた X 線 CT 解析によ
り，⼩⽯原川ダムでサンプリングを⾏った盛⽴試験の施⼯仕様では，密度と線形の相
関があると考えられる CT 値の分布は鉛直⽅向に⼀様であることを確認された．ま
た，施⼯層の境界付近での計測値に異常は⽣じていないことを確認した． 

 
5) サンプリングコアと孔壁の観察結果から，コアの表⾯および孔壁の状態は，平滑で礫

の周辺は細粒分の多い材料でよく充填されており，サンプリングによる削孔⾯付近の
乱れは⼩さいと考えられた。またコアおよび孔壁は転圧層の境界が視認できない程に
よく密着していた． 
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1. はじめに 
本資料は博⼠論⽂で取り扱う⼩⽯原川ダムのコアゾーン建設における飽和度データの取

扱いについて記したものである． 
博⼠論⽂の第 2 章で記載したとおり，⼩⽯原川ダムでは，現場の締固めエネルギーレベ

ル（Compaction Energy Level, CEL）と飽和度の下限値を設定することにより，含⽔⽐の管
理下限値を慣⽤的に使⽤されてきた 1Ec の最適含⽔⽐よりも引き下げている．この際，転
圧後の品質管理は表-B.1 に基づき実施した． 

転圧後の品質管理は，定期管理試験と⽇常管理試験に分類され，現場透⽔係数は定期管理
試験でのみ確認される．1 ロットの施⼯毎に確認される⽇常管理試験における遮⽔性能の確
認⽅法は，当初は RI 法による現場乾燥密度ρd と簡便法（フライパン法）により把握した含
⽔⽐ w により確認される締固め状態から，変更後は締固めエネルギー管理と地盤剛性から，
透⽔係数を間接的に管理している． 

飽和度については，定期管理試験の結果に基づいて算定した結果を⽤いて評価している．
⼀⽅，RI 法では湿潤密度と含⽔⽐を計測することで，乾燥密度を算出しているため，別途
計測した⼟粒⼦密度を代⼊することで，盛⽴⾯においても飽和度を算定することは出来る．
⼩⽯原川ダムでは透⽔係数が規格値を満⾜するよう飽和度の下限値を定めており盛⽴⾯に
おいても飽和度による評価を⾏うことが望ましいと考えられたが，⽇常管理では飽和度の
評価はしていない．付録 B では，これらの理由と経緯について記す． 

表-B.1 転圧⾯での品質管理試験項⽬と頻度（⼩⽯原川ダムの事例） 

 

当初 変更（最終）

現場密度 RI法 1回/層 1回/4層

含水比 簡便法
1回/層
および
降雨後の施工再開前に1回

1回/層
および
降雨後の施工再開前に1回

変形係数 落球探査法 1回/層　（参考値） 1回/層

地盤剛性 ローラ加速度応答法 1回/層　（参考値） 1回/層

締固めエネルギー
GNSS管理
MG管理

1回/層　（参考値） 1回/層

現場密度
突き砂法

JGS1611

1回/月
又は

コア盛立時45,000m3毎に1回

1回/月
又は

コア盛立時45,000m3毎に1回

現場透水係数
定水位法

JGS1316

1回/月
又は

コア盛立時45,000m3毎に1回

1回/月
又は

コア盛立時45,000m3毎に1回

含水比 JIS A 1203 :2009

1回/月
又は

コア盛立時45,000m3毎に1回

1回/月
又は

コア盛立時45,000m3毎に1回

粒度 JIS A 1204 :2009
2回/月

又はコア盛立時に1回/25,000m3

2回/月

又はコア盛立時に1回/25,000m3

液塑性指数 JIS A 1205 :2009
1回/月
又は

コア盛立時45,000m3毎に1回

1回/月
又は

コア盛立時45,000m3毎に1回

締固め試験
φ150

JIS A 1210 :2009

1回/月
又は

コア盛立時45,000m3毎に1回

1回/月
又は

コア盛立時45,000m3毎に1回

種 別 場 所 試験（測定）項目
試験（測定）頻度

試験（測定）方法

コア材
盛立面

（転圧後）

定期管理試験

日常管理試験

試験区分
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2. 現場盛⽴試験結果 
⼩⽯原川ダムでの施⼯仕様と品質管理基準を定めるための現場盛⽴試験については，論

⽂本編の第 2 章に記載した．以下に表-2.3 に記した現場盛⽴試験のケース⼀覧を再掲する． 
現場盛⽴試験では，表-2.3 に記載した試験項⽬の他，RI 法による現場密度等も参考値と

して計測を⾏っており，RI 法に基づく飽和度と透⽔係数の関係についても整理している．
なお，これらの結果については第 2 章で実施しているデータ解析には使⽤していないため，
第 2 章での記述は割愛した． 

図-B.1 に RI 法と突き砂法の試験結果に基づく，飽和度と透⽔係数の関係を⽰す．突き砂
法における含⽔量計測は JIS 法（JIS A 1203）による． 

図-B.1(a)より，RI 法の試験結果では飽和度のバラツキが⼤きいため，飽和度と透⽔係数
の間には相関関係は⾒られない．⼀⽅，図-B.1 (b),(c)より，突き砂法の試験結果では飽和
度のバラツキは⼩さく，Walker-Holtz の礫率補正式により最⼤粒径 Dmax=37.5mm 粒度換
算した場合には，飽和度 85%以下で透⽔係数が規格値を満⾜する． 

図-B.2 に RI 法と突き砂法の試験結果に基づく，含⽔⽐と透⽔係数の関係を⽰す．図-B.2
により，RI 法は含⽔⽐の計測値のバラツキが⼤きい．これらのことから，飽和度の評価値
のバラツキは⽔分量計測結果の影響が⼤きいものと思われる．  
 

 

表-2.3 現場盛⽴試験_ケース⼀覧（再掲） 

 

w ※1 w '1Ec=w -(w opt)１Ec
※1

Case1-1 10t級平滑振動ローラ 0,2,4,6,8,10,16 14.3% -0.8% 乾燥側 現場密度試験 (JGS 1611)

Case1-2 19t級振動タンピングローラ 0,4,6,8,10,16 14.3% -0.8% 乾燥側 現場透⽔試験※2 (JGS 1316)

Case2-1 10t級平滑振動ローラ 6,8 17.3% 2.2% 湿潤側 含⽔⽐試験※3 (JIS A 1203)

Case2-2 10t級平滑振動ローラ 6,8 15.6% 0.6% 中間含水比 粒度試験※3 (JIS A 1204)

Case2-3 10t級平滑振動ローラ 6,8 13.4% -1.6% 極端に乾燥した状態 締固め試験※4 (JIS A 1210)

※1 w …⾃然含⽔⽐， (w opt)１Ec…１Ecの最適含⽔⽐（≒15.1％）  ※2 現場透⽔試験はN=4,6,8で実施
※3 現場密度試験孔より採取した試料で実施   ※4   各ケースで代表試料により実施

盛⽴試験1

盛⽴試験2

備考 試験項⽬（共通）区分 Case 転圧機種 転圧回数 N
含水比　(D max=37.5mm試料)
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(a) RI 法 

 
(b) 突き砂法 

 
(c) 突き砂法（Dmax=37.5mm 粒度換算値） 

図-B.1 飽和度と透⽔係数の関係 
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(a) RI 法 

 

 
(b) 突き砂法 

図-B.2 含⽔⽐と透⽔係数の関係 
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3. 飽和度の評価 

２．に⽰した盛⽴試験結果のとおり，⼩⽯原川ダムでは RI 法に基づく飽和度の計測値
（換算値）は透⽔係数の管理に使⽤するにはバラツキが⼤きく，管理指標としての適⽤は
困難と判断した． 

⼀⽅，突き砂法により算定した飽和度と透⽔係数の間には明瞭な相関があり，評価指標
として適⽤可能と判断した．これらの結果により，飽和度は定期管理試験で実施する突き
砂法の試験結果に基づき算定した値を正として評価するものとした． 

なお，論⽂第 2 章でも述べたが，⼩⽯原川ダムの材料は⼟粒⼦密度のばらつきが⽐較的
⼤きいため，飽和度の評価値もその影響を受ける．定期管理試験（突き砂法）でも⼟粒⼦
密度の代表値との差分の影響を受けるが，⽇常管理試験では⼟粒⼦密度は計測しておら
ず，その影響は定期管理試験時より⼤きくなる．この点でも実施⼯での RI 計測時の飽和
度は真値に対して異なる評価をする要因が⼤きいと推定される． 

転圧⾯での RI 計測とは別に，代表試料による含⽔⽐計測を別途⾏うことで，RI 計測に
よる乾燥密度と含⽔⽐計測結果に基づき飽和度を換算することが可能となる．RI 計測によ
る飽和度の精度が悪かった原因は含⽔量の計測と考えられたため，⼯事途中から RI 法の
計測ロットを対象に，簡便法（フライパン法）による盛⽴⾯での含⽔⽐計測を品質管理項
に追加している．  

RI 法と簡便法（フライパン法）の計測結果に基づき算定した締固め度と飽和度の関係を
図-B.3 a)に，突き砂法による締固め度と飽和度の関係を図-B.3 b)に⽰す．RI 法による計
測結果はデータ数が多く，分布範囲が相対的に広い．参考値ではあるものの，飽和度の規
格値（85%以上）を満⾜しないデータ，飽和度が 100%を超過するデータ数が相対的に多
い．この要因として，⼟粒⼦密度を計測していないことの影響と考えられる． 
 

以上 

  
a) RI 法 b)   突き砂法 

図-B.3 飽和度と締固め度の関係（RI 法） 
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⾛査電⼦顕微鏡によるコア材の粒⼦形状分析 
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1. はじめに 
本資料は博⼠論⽂で取り扱う⼩⽯原川ダムのコア細粒材を対象に実施した，粒⼦形状に

関する⾛査電⼦顕微鏡（Scanning Electron Microscope, SEM）による観察および分析の結果
を整理したものである． 

博⼠論⽂の第 3 章で記載したとおり，⼩⽯原川ダムでは，⼯事中盤から当初使⽤してい
た材料（コア材 A）の細粒材の⼀部を⼈⼯細粒材で置換した材料（コア材 B）を使⽤してお
り，コア材 B はコア材 A と概ね同⼀の粒度分布であっても乾燥密度が⾼く，透⽔係数と地
盤剛性指標（Soil Stiffness Index, SSI）が低い．この理由について，⼈⼯細粒材は 20~50mm
の⾵化岩を破砕機で粉砕して製造しているが，細粒分の製造過程における粉砕作業が粗粒
⼦と細粒⼦の粒形改善※にも寄与していると想定され，この粒⼦形状の改善により締固め特
性が向上したと推定した． 

この推定の妥当性を確認するため，⼩⽯原川ダムでは⾛査電⼦顕微鏡（SEM)にてコア材
A,B の締固め時の⾻格構造の観察を⾏うとともに，コア材 B については，破砕前後の粒⼦
形状分析を実施している．付録 C では，これらの観察及び分析の結果をとりまとめ，考察
を⾏った． 
 
※ 本資料では，コア材細粒分の隙間への充填性の観点から，粒⼦形状が球形に近く凹凸が⼩さ

い状態を「粒⼦形状が良い」とし粒形改善とは「粒⼦形状が良い」状態に近づくことを指す
ものとする．材料の⽤途によって「粒⼦形状の良否」の定義は異なることに注意されたい． 

 
2. 試験⽅法 
2.1 試験項⽬ 

SEM 分析を⾏った試験項⽬と試料についての⼀覧を表-C.1 に⽰す． 
⾻格構造については，⼩⽯原川ダムのコア材 A,B の⽐較により⼈⼯細粒材の有無の影響

を確認した．また，参考として他ダム（A ダム，T ダム）の材料の締固め状態も確認した． 
粒⼦形状観察は，⼩⽯原川ダムの⾃然由来のコア細粒材と⼈⼯細粒材，他ダム（A ダム，

T ダム）のコア材を対象とした． 

表-C.1 試験項⽬⼀覧（SEM 分析） 

 

試料番号 試料の種類 試験項⽬ 備考
1 ⼩⽯原川ダム_コア材A
2 ⼩⽯原川ダム_コア材B
3 Tダム_コア材
4 Aダム_コア材
5 ⼩⽯原川ダム_細粒材
6 ⼩⽯原川ダム_⼈⼯細粒材
7 Tダム_コア材
8 Aダム_コア材

円柱状ブロック ⾻格構造観察

⼟質材料

粒⼦形状観察
 ・凹凸係数
 ・⻑短⽐
 ・⻑短⽐ʼ
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2.2 ⾻格構造観察 
円柱状のブロック状の試料（図-C.1 (a)）を，⼿で解すように割り（図 C.1(b)），断⾯の

中央付近から 2cm ⾓程度の⼩⽚を取り出した（図 C.1(b),(c)：⻘⾊⽴⽅体）．その⼩⽚を，
液体窒素に浸漬し，完全に凍結したところで，真空乾燥させ，たがねを⽤いて縦⽅向に破断
した（図 C.1(d)）．この破断⾯を観察⾯とした．試料台にのせ，導電性を与えるために⽩⾦
-パラジウムを蒸着した．観察は⾛査電⼦顕微鏡（SEM：⽇⽴ハイテクノロジーズ社製
SU5000）を⽤い，加速電圧は 15kV，観察倍率は 500 倍とした．これらの観察⽅法は，港
湾空港技術研究所ホームページ 1)を参考にした． 
 

2.3 粒⼦形状観察 
（1）⾛査電⼦顕微鏡観察 

⼟質試料を薬さじですくい取り，エタノール中で脱⽔，攪拌を⾏った．攪拌は，スターラ
ーで 2~4 時間程度⾏った．スターラーで攪拌した懸濁液を，10μL 測り取り，試料台にのせ
乾燥させ，導電性を与えるために⽩⾦-パラジウムを蒸着した．観察は SEM（⽇⽴ハイテク
ノロジーズ SU5000）を⽤いた．観察時の加速電圧は 15kV，観察倍率は 500 倍とした．画
像は，2 値化画像を得やすい，反射電⼦像とした．各試料 10 視野撮影した． 

 

（2）画像解析 
SEM により撮影した反射電⼦像を⽤いて画像解析を⾏った．反射電⼦像における明るさ

（グレイレベル）は，観察対象物の平均原⼦番号に依存しており，Ca（カルシウム）や Fe
（鉄）などの⽐較的重い元素を含むものは明るく，C（炭素）のような軽元素は暗く表⽰さ
れる．この輝度の差を利⽤し，画像解析ソフト：Nano Hunter NS2K-pro（ナノシステム㈱）
を⽤い，⼟壌試料を構成する粒⼦の抽出・2 値化を⾏った．2 値化した画像につき，投影断
⾯の⾯積，投影断⾯の周囲⻑，投影断⾯の絶対最⼤⻑，幅，投影断⾯のフィレ径（横⽅向，
縦⽅向）を計測し，凸凹係数および⻑短⽐を算出した．算出⽅法は，緑川・丸⼭ 2)，吉村・
⼩川 3)を参考に⾏った． 
 

 
図-C.1 試料調整 
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3. 結果 
3.1 ⾻格構造観察 

写真-C.1 に⼩⽯原川ダムのコア材 A,B および T ダムのコア材，A ダムのコア材の SEM
による 2 次電⼦写真（倍率＝500 倍）を⽰す． 

試料 1,2（⼩⽯原川ダムのコア材 A,B）はともに扁平な粗粒⼦が⾻格構造の中に存在し
ていることが確認できる．試料 1,2 は三郡変成岩に類する堆積岩と凝灰岩がホルンフェル
ス化した変成岩が⾵化して粘⼟化した材料が⺟材である．⾵化前の⺟岩も扁平形状に破砕
される性質があり，⾵化後のコア材の粒⼦構造も粗粒⼦については同様の構造を有した粒
⼦が存在するようである．コア材 A,B を⽐較した場合に，⼈⼯細粒材を含むコア材 B では
扁平な板状の粒⼦が若⼲少ないように⾒える． 

T ダムのコア材料である試料 3 では，試料 1,2 に⾒られる板状の粗粒⼦がほとんど存在
しない．A ダムのコア材料である試料 4 では，板状の粗粒⼦が確認できるが，試料 1,2 と
⽐べるとその数は少ない． 

緑川・丸⼭は⾼流動コンクリートの研究の⼀環として微粒分の形状係数と保⽔能⼒に関
する研究 2）を⾏っており，⻑短⽐と凸凹係数を⽤いた形状係数は粒⼦形状を表わす有効な
⼿段となること, 粉体の充填性は粒⼦形状と粒度分布に関係し, 粒⼦形状が球に近いほど, 
かつ, 粒⼦全体にわたり粒⼦間の隙間を埋める別な粒⼦が存在するような粒度分布ほど充
填性が良いこと, 粉体の保⽔性能のうち粒⼦形状は粒⼦表⾯への吸着⽔に, 粒度分布は粒
⼦間保有⽔に関係することを⾔及している．これらの特徴は⼟質材料にも⼀定程度当ては
まると考えられ，板状の粗粒⼦を含む場合には締固め時の充填性が悪くなり，同⼀の粒度
分布であっても締固め難くなると思われる． 

⼩⽯原川ダムのコア材の粒度分布は細粒分含有率を Fc=20%程度と既往のダムと⽐べて
⾼めに設定している．既往のダムでは Fc=15%程度の事例が多いが，⼩⽯原川ダムでは
Fc=15%程度とした場合には，透⽔係数が規格値に対して⼗分な余裕が確保できなかった
ことによる．これは，上記のような粒⼦形状の影響を受けていたものと思われる． 
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(a) 試料１（コア材 A）                       (b) 試料２（コア材 B） 

写真-C.1 SEM による⾻格構造観察（2 次電⼦写真,倍率＝500 倍） 
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(c) 試料 3（T ダム コア材）                     (d)試料 4（A ダム コア材） 

写真-C.1 SEM による⾻格構造観察（2 次電⼦写真,倍率＝500 倍） 
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3.2 粒⼦形状観察 

表-C.2 に試料 5~8 の画像解析に基づく形状係数の統計処理結果を⽰す． 
試料 5,6 を⽐較すると表-C.2(a)より全データでは，試料 6 は試料 5 よりも全ての形状係

数が平均値と標準偏差がともに⼤きくなっており，形状が悪いことが⽰唆されるが，表-
C.2(b)より 5μm 以下の材料に注⽬すると，凹凸係数の平均値と標準偏差が低下しており，
粒形がより球体に近づくよう改善されている． 

図-C.2 に試料 5~8 の各形状係数の度数分布を⽰す．全データと 5μm 以下のデータで，
主要な分布形状は変わっていないことから，5μm を超える粒形材料の形状にバラツキによ
って全データの平均値と標準偏差が引き上げられているものと考えられる．このため，各試
料の形状係数の⽐較は 5μm 以下のデータに注⽬して評価することとした． 

分析結果に基づく考察は以下の 2 点である． 

 試料 5,6 の⽐較により，⼈⼯細粒材の⽅が微粒分の凹凸形状の平均値と標準偏差が⼩
さいことから，粒⼦形状が改善されている． 

 試料 5,7,8 の⽐較より，凹凸形状はいずれの試料も⼤きく変わらないが，⻑短⽐，⻑
短⽐ʼについては平均値と標準偏差ともに試料 5 が⼤きく相対的に粒⼦形状は悪い． 

ただし，今回の分析結果については，①使⽤した材料が各ダムの物性を真に代表している
かどうかは不明である，②各試料の統計分析に⽤いた⺟数が⼤きく異なる，といった課題が
ある．このため，本資料に記した形状係数に関する分析結果は⼗分な信頼性があるとは⾔い
難く，参考資料としての位置づけであると考える． 
 

    
(a)全データ                 (b)5μm 以下 

表-C.2 形状係数の統計処理結果 
 

  

試料5 試料6 試料7 試料8
全データ 全データ 全データ 全データ

平均値 1.714 1.968 1.731 1.697
標準偏差 2.14 6.315 2.651 1.471
平均値 1.498 1.617 1.437 1.454
標準偏差 0.488 0.587 0.358 0.377
平均値 1.33 1.381 1.302 1.298
標準偏差 0.345 0.41 0.286 0.297

形状係数

凹凸係数

⻑短⽐

⻑短⽐'

試料5 試料6 試料7 試料8
5μm以下 5μm以下 5μm以下 5μm以下

平均値 1.587 1.547 1.58 1.582
標準偏差 0.917 0.56 1.146 1.102
平均値 1.466 1.506 1.413 1.424
標準偏差 0.398 0.392 0.339 0.335
平均値 1.318 1.322 1.296 1.291
標準偏差 0.312 0.31 0.289 0.288

⻑短⽐

⻑短⽐'

形状係数

凹凸係数



7 

 
(a) 試料 5 

 
(b) 試料 6 
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(c) 試料 7 

 
(d)  

図-C.2 形状係数分析結果の度数分布 
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現場盛⽴試験に関する写真集 
 
  



1 

写真−C.１ 材料調整（曝気乾燥） 

  
曝気試験ヤード 曝気試験ヤード造成完了 

  
曝気攪拌状況 曝気攪拌状況 

  
曝気攪拌状況（⽴会） 曝気試験材料採取状況 

  
⼟⽻打ち状況（曝気後）  ⼟⽻打ち完了 



2 

写真−C.２ 材料採取・ストックパイル造成（盛⽴試験材） 

  
細粒材採取状況 細粒材採取箇所法⾯視察状況 

  
粗粒材採取状況 ストックパイルヤード基⾯造成 

  
細粒材敷均し状況（2 層⽬） 粗粒材敷均し状況（13 層⽬） 

  
盛⽴試験⽤ストックパイル完成 養⽣（降⾬対策） 



3 

写真−C.３ ストックパイル切崩し及び含⽔⽐調整（盛⽴試験材） 

  
切崩し混合 ブルドーザ横引き 

  
ブルドーザ横引き 混合状況確認 

  
スケルトンバケットによる再混合 材料近影 

  
降⾬対策及び含⽔⽐の強制低下 ジェットヒーター曝気 



4 

写真−C.３ 盛⽴試験ヤード造成（Case1-1）その１ 

  
試験ヤード全景 材料搬出状況 

  
撒き出し状況（1 層⽬） 撒き出し状況（近影） 

  
⽊根除去（⼈⼒作業） 転圧状況（1 層⽬） 

  
レーキング（1 層⽬） レーキング完了（1 層⽬） 



5 

写真−C.４ 盛⽴試験ヤード造成（Case1-1）その２ 

  
撒き出し状況（2 層⽬） ⽊根除去（2 層⽬） 

  
転圧状況（2 層⽬） 転圧状況（2 層⽬） 

  
レーキング状況（2 層⽬） レーキング完了（2 層⽬） 

  
撒き出し状況（3 層⽬） 転圧状況（3 層⽬） 



6 

写真−C.５ 現場密度試験（RI 試験、砂置換法） 

  
RI 密度試験（視察状況） RI 密度試験 

  
現場密度試験（突き砂法）削孔状況 削孔完了 

  
削孔（近影） 校正砂投⼊ 

  
突き砂状況 突き砂完了 



7 

写真−C.６ 現場透⽔試験、落球探査試験 

  
現場透⽔試験（孔壁保護⽯充填） 注⽔状況 

  
注⽔完了 アクリル板設置 

  
透⽔試験状況 透⽔試験状況（全景） 

 
 試験孔（完了後） 落球探査試験 
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写真−C.７ 現場密度試験（⽔置換法） 

  
⽔置換法_削孔状況 ⽔置換法_削孔完了（表層） 

  
⽔置換法_注⽔状況 ⽔置換法_注⽔完了（表層） 

  
⽔置換法_削孔完了（中層） ⽔置換法_注⽔完了（中層） 

  
⽔置換法_削孔完了（深層） ⽔置換法_注⽔完了（深層） 



9 

写真−C.８ ⼤⼝径コアサンプリング 

  
⼤⼝径コア採取状況 採取コア押し抜き 

  コア全景 ラップ養⽣ 

  
コア養⽣（塩ビ半割管＋ラップ） 輸送時養⽣ 

 
 

孔壁状態（洗浄前） 孔壁状態（洗浄後） 
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写真−C.９ 盛⽴試験ヤード造成（Case1-2） 

 敷き均し状況 ⽊根除去 

 
タンピングローラ転圧状況 タンピングローラ転圧状況（近影） 

  
タンピングの深さ レーキング 

  タンピングローラ転圧状況（3 層⽬） 試験箇所平滑処理 



11 

 
 

⼤型コアサンプリング時の孔壁写真 
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⼤型コアサンプリング時の孔壁写真 
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⼤型コアサンプリング時の孔壁写真 
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⼤型コアサンプリング時の孔壁写真 
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